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第1章 研究の背景と目的

『土壌、水、そして遺伝資源は農業と世界の食料安全保障の基盤を構成 している。 これ ら

のうち、最も理解 されず、かつ最も低 く評価されているのが植物遺伝資源である。それは、

またわれわれの配慮 と保護 に依存 している資源でもある。そ して、おそ らく最も危機にさ

らされている。』(食 料 ・農業のための世界植物遺伝資源白書 (FAO1996a) 序文よ り)

古来人間は自らを取 り囲む物質循環系である環境に働きかけ、その資源を利用す ること

によって自らの住む地域の開発 を行ってきた。それ に対 して周 りの環境が人々に働 きかけ

地域独特 の生活様式や景観な どの固有文化が形成 されてきた (福井1995)。 このような

人間と環境の働きあい、相互関係は作物や家畜と人間の共生関係である農業 によく表され

ている (藤本1999)。

多様な物理環境 と生物の間に見 られた相互関係は、生物多様性を生み出し維持 してきた

が、人類の科学技術、文明の発達によって撹乱されてきている。農業においては、生物多

様性 の中の特に遺伝子 レベルの多様性 を利用して、特に作物において病害虫抵抗性 のある

品種や高い収量をあげる品種が創 り出されてきた (宇田川2000)。

一般に農業における生物多様性の議論は農業生態系における種の豊富さとその分布の多

様性 に焦点が当て られることが多い。その場合、捕食関係を中心 とした食物やエネルギー

の連鎖の安定性やそ こか らもた らされる生産性が、農業生態系における生物多様性がもた

らす価値 として評価 されている (例えば、守山2000)。 市場経済においては、生物多様

性保全の価値は薬品開発による経済的価値の取 り出しが最 も大きいと考え られている。

農業 における生物多様性の中の重要な要素である植物遺伝資源1の 保全は近世の始ま り

とともに始まった探検家による植物収集 に端 を発すると言われている。しか し、 このよ う

な多様性 を資源として利用することが意識されたのは、19世 紀末の近代育種開始以降のこ

とであ り、欧米および旧ソ連を中心に品種改良の素材 を求める遺伝資源探索の形で始 まっ

た (Pistrius 1997)。 第二次世界大戦後 は国連食糧農業機関 (Food and Agriculture

Organization of the United Nations: 以下FAO) を中心に開発途上地域の参加も得て国

際的な協力の下での収集 と保全が始められた (田中 1975)。

その中で、植物遺伝資源の保全および利用に関する議論は主に、生物学の立場からの議

論 と資源ナショナリズムに対する賛否な ど政治的な立場か らの議論に大別できる。前者の

議論の興味は、変異をいかに効率的に確保 し、分析 ・保全 ・利用するかが中心であ り (例

えばFrankel and Soule 1981, Ford-Lloyd and Jackson 1986)、 後者の議論は利用さ

れる資源の所有権 を巡 り先進諸国による遺伝資源を人類共有の財産 とする主張 (例えば田

中1975、Mooney 1983) と途上国によるその起源地である国家の主権の及ぶ範囲である

1栽培植物およびその近縁野生種のすべての遺伝的多様性であり、その多くが育種家にとって価

値のあるものとも説明される。食料および農業にとって重要な生物多様性には他に動物遺伝資

源、微生物遺伝資源がある。本論文では、人間が利用する植物遺伝資源に含まれるものとして

森林遺伝資源までを含めて議論するが、特に区別し明示する場合を除いて、農業における生物

多様性の代表として、「作物遺伝資源」を主に取り扱 う。詳細は第1章 第1節 参照。
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とす る主張2にわかれる。

冒頭に掲げたFAOの 報告書にもあるように、植物遺伝資源を持続可能な形で利用する

ことが、世界的に重要な課題となっている。 この利用は、産業 としての農業による生産性

の向上と生産の増大を追求 した利用と、途上国の大多数の農民や先進国の条件不利地にお

けるような生業的な農業による利用の二通 りに大きく分けられる。 ここで、開発 との関連

で植物遺伝資源について議論する場合 もっとも重要な ことは、持続可能な開発の枠組みの

中でどのような保全と利用が行われうるのか という、具体的な手法を含めた方策の策定で

ある。

一方で、わが国の実施する政府開発援助は、長年にわたって世界一の規模 を誇 り、特 に

農業開発分野 においては重要な ドナー となって いる。その協力の中で、植物遺伝資源に関

する協力は、稲作、畑作、園芸、養蚕、灌概、機械 とな らんで農業生産 に関する開発 ・研

究協力の主要テーマの一つ となっている (国際農林業協力協会 1998a)。 国際的には、食

糧 ・農業協力における理念は、従来の国全体の経済成長の成果が食糧 ・栄養面を含めた住

民の生活水準の向上をもたらすという楽観的見方か ら、「人間中心の開発」を 「住民参加型」

によって進め世界の食糧安全保障の達成を図っていくことが重要であり、そのために各国

が協調すべきである と言う考え方に変わってきている (外務省1999)。 特に持続可能な

農業 システムの開発が必要 とされ、外務省拠出による国際農業研究協議グループ (CGIAR)

への協力も行われている。政策面か らは、要請が増えている試験研究型プロジェク トの実

施にあたって、技術の実践者である農業従事者の立場や意向を踏 まえるべきであることが

認識されている (外務省1999)が 、人間開発協力への転換が概念として述べ られている

だけで具体的な方策はいまだ議論されていない (国際農林業協力協会1998a)。 主要な ド

ナーである我が国の技術協力が、開発協力の理念の変化をどのように取 り入れて国際社会

に貢献 していくかは途上国における開発の実効性のみな らず政府開発援助の外交手段とし

ての 目的か らも早急な議論が必要である。

開発経済学を理論 と実践の動的な関係 として分析 している絵所 (1997) は近年の開発の

政治経済学 における二つの有力な仮説 として、新制度派アプローチと潜在能力アプローチ

を挙げている。新制度派アプローチ とは、市場の完全制に疑義をはさむが、新古典派の前

提は承認し、外部経済 ・技術進歩 ・モラルハザー ド ・逆選択 ・国の政策運営能力等を、開

発 を分析する際の検討事項 として指摘しているもので、潜在能力アプローチは、功利主義

そのものに疑義 をはさむ新 しい視点で所得分配 ・自由 ・人権 ・軍事 ・環境 ・性差等を開発

の重要課題 として指摘 している。相互の交点がな いように見えるが、絵所は新古典派経済

学 にとってかわるミクロアプローチの重要性を強調 している点に共通点を見出している。

功利主義を超えた個々人の行動動機 ・行動様式に関する研究の発展が期待される一方で、

市場 の機能を高める政府の役割や公共の参加、特に個々の人間の自発的協働である共の思

想を見直す ことの重要性が指摘されている。

2 1992年 に採択された生物多様性条約はこの立場を明確にしてお り、現在国際法上の理解は、

生物資源は国家主権の下にあるとされている。開発を現場で推進するためには、この基本を踏

まえて、多様なステークホールダーがどう関わるかを議論する必要がある。一方で、人類共有

の財産であるという思想を展開することも長い目で見たときに条約の改定などに対して影響を

与える可能性もあり意義はある。
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本研究は、 このような背景を踏まえて、作物遺伝資源を中心 とした農業にお ける生物多

様性の管理を、参加型開発と結びつけ、開発途上国の社会 開発、特に農民の人間開発3を実

現させる国際技術協力の新 しい方策を提案する試みである。さらに、遺伝資源管理のグロ

ーバルシステムの中に技術協力を位置づける。具体的には、国際開発の中で、 作物 の遺伝

資源の管理 と参加型開発を結びつける組織制度を見つけ出し、その仕組みを明 らか にし、

そ のような仕組みを移転する可能性について実証的に検証 し、制度化す る方策 を提案する

ことを目的とする。特に、EAOが 中心になって構築されつつある食糧 ・農業のための植物

遺伝資源に関するグローバルシステムの中で、地域で実践 されている作物遺伝資源管理お

よびそれらに対する外部か らの介入としての国際技術協力をどう位置づけていくかが主た

る課題となる。具体的には、非金銭的利益配分 として人間開発を実現す る技術協力の可能

性を検討する。

国際協力が行われ る場合には、当該分野の援助実施国の国内組織制度や歴史的経緯が大

きく影響することが知 られている。多 くの先進国は、国内に遺伝資源が乏 しく、そ の産業

としての農業を発展 させるために中央集権的な育種事業 とジー ンバンクを整備 してきてい

る。アメリカ合衆国による遺伝資源導入プロジェク トはその典型事例である。経済 開発協

力機構 (OECD) 開発援助委員会 (DAC) のメンバーの中で、途上国の大規模なジーンバ

ンク事業に対す る協力を実施 している国として日本 と ドイツが知 られてお り4、本研究にお

いてもこのニカ国が比較分析の対象 となる。

本章ではまず本論文のキー ワー ドである作物の遺伝資源 と開発の関係および参加型開発

についてこれ らの概念 を整理 し、そのうえで研究の方法と手順 を説明する。

第1節 作物遺伝資源 と開発

人類はその食料のすべてを直接あるいは間接に植物に頼っている (FAO 1996a)。 それ

は、植物のみが太陽エネルギーを固定するからであ り、化石燃料を含めると人類は食料の

みな らずそのエネルギーの大半を植物 に由来した ものに依存 しているとも言える。また、

人間そのものが生物多様性と共 に発展してきてお り、 これを守る ことはわれわれの永続的

な発展 を保証することにもつながる (宇田川2000)。 そして、 このような植物を資源 と

して持続 的に利用するためには、遺伝資源の保全が不可欠となっている。冒頭に引用 した

FAOの 文書にも見 られるように、作物の生殖質 としての植物遺伝資源は、農業生産にと

って水、土地 とな らんで重要な投入物であるにもかかわ らず、その議論は主 として近代的

育種技術を念頭 においたものに集中してお り、土地や水 に関する実際にそれ らを利用する

人々の視点や動機 と近代的な技術を結びつけた議論の豊富さと比較 して広が りに欠けてい

3人間開発とは、国連開発計画を中心に議論されている概念で、一般に人々の選択の幅を拡大す

るプロセスと定義される。開発をもっぱら経済成長と同一視する見方に替わる視点 として開発

学の重要な概念となっている。人々が、実際にどのような福祉と機会を享受しているかを表す

広範囲な統計資料を基に算出された人間開発指数で見た場合、カナダ、フランス、ノルウエー

が上位三力国に順位付けられ、これは経済のみ順位とは異なる。国連開発計画 「人間開発報告

書」各年版参照
4ア メリカ合衆国は農業研究に関してはCGIARへ の拠出を積極的に行っており (外務省1999)、

二国間協力では国内大学とのコントラクトによる人材育成を中心に実施しているが、ジーンバ

ンクに対する協力は確認できなかった。一方で、緊急援助による種子供給等を実施している。
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ると言わざるを得ない5。

＜人間による植物 の作物化＞

Ladizinsky (1998) によると、広義の農業は野生または順化された動植物 を育てること

による生存戦略と見なす ことが出来るとされている。人が長 い間世話をしてきた植物は、

野生の分布域の外で栽培され、形態的、生理的、生物季節学的に変化 してお り順化 されて

いる。農業は、栽培の知見 と技術な らびにある程度の栽培植物の遺伝的変化 を生み出す。

栽培技術と栽培植物は常に進化 し、栽培活動が工夫され特定の生態条件 と経済的需要に合

うように維持 されさまざまな形態で発展している。一般に栽培植物はその生き残 りのため

に人手が必要 となっている。すなわち、多 くの栽培種は種子分散能力を失い、人手 を介 し

てのみ次世代へ遺伝子 をつなげることが可能 となっている。

栽培化が行われる前には人類は1万 種以上の植物種 を利用していたとされるが、現在は

主に55科408種 しか利用されていないことが報告されてお り、実際 にはそのうち約50種

の重要な作物種に世界は支え られている (河野2001)。

このよ うな植物の順化は地球上で均等に起こったわけではなく、現在の熱帯地域を中心

として限 られた地域で主要な作物が形成され、その他の温帯を含む地域で経済的に見て比

較的重要ではないいくつかの作物が順化 されている。バ ビロフは、栽培植物の起源に関す

る研究で、作物の系統や品種 の多様性の豊かな地域 を明らかにし、そのような多様性の豊

かな地域が起源地であると説明した。多 くの研究者が個々の作物についてそ の起源地およ

び多様性 の中心に関し修正を加えているが、バ ビロフの提唱 した基本的な概念はいまも重

要視されている。

田中 (1975) は、バビロフの設定 した八大中心地に修正を加え、主要な作物の発祥地 を

以下のように説明 している。

I 中国 ソバ ダイズ アズキ ハ クサイ モモ 等

II イン ド イネ ナス キウリ ゴマ サ トイモ 等

IIa イン ド～マ レー バナナ サ トウキビ ココヤシ パンノキ 等

III 中央アジア ソラマメ タマネギ ホウレンソウ ダイコン 西洋ナシ リンゴ ピ

スタショ ブ ドウ

IV 近東 パ ンコムギ マカ ロニコムギ オオムギ エンバ ク ニンジン

V 地中海地域 エン ドウ ヒヨコマ メ キャベツ レタス サ トウダイコン アスパラ

ガス アマ オ リーブ

VI アビシニア テフ モロコシ オクラ コーヒー

VII 南部メキシコ、中米 トウモロコシ インゲンマメ 日本カボチャ サツマイモ シ

シトウガ ラシ

VIII 南米 ジャガイモ ワタ タバコ 洋種カボチャ トウガラシ トマ ト リマ豆 キ

ノア オカ ラッカセイ

VIIIa チリのチロエ島 イチゴ

5例 えば土地、特に表土 の保全 と利用 に関 しては、Carter and Dale (1974) の 「土 と文明」の

ような人間の動機 と科 学的知見 を融合させ る総合的研究が20年 以上前か ら多数行われている。
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VIIIb ブラジル、パラグアイ パイナ ップル

このような遺伝的多様性の中心地が必ず栽培植物の発祥地であるという説は、生物学的

変異は生物が新 しい環境に伝わることによって起 こるというダーウィン的思考 と異な り、

生物としての本来の環境条件 と異なる地域ではその適応 しうる遺伝子群は限定 されるとい

う興味深い考え方である (田中1975)。 この議論は栽培植物の起源地 に関し、その後大

きな論争を引き起 こすが、 ここでは作物が比較的限 られた ところで起源 し、現在の分布に

拡がったことを確認するにとどめたい。

植物遺伝資源は、近代育種の導入と農業の集約化に伴い急速に消失6し ている。地域的な

特徴と多様性を包含 した在来品種は、商品的な生産の発展 と地域間の品種の交流によって

急速に失われてきた (池橋2000)。 また、育種による遺伝資源の利用によ り、利用され

なかった素材が消失 した り、改良品種の導入によって、多様性を内在 している在来品種の

栽培が行われな くなった りしている。例えば、純系淘汰による稲品種の育成は多様性 を持

つ集団か らの分離育種であ り、多様性 を内在する稲在来品種の減少につながった。野菜の

地方品種の消滅も顕著である。品種の画一化が進むと、作物の栽培上の安定性が失われ (遺

伝的脆弱性)、 病害虫による大きな被害に見舞われる危険性がある。1840年 代のアイルラ

ン ドにおけるバ レイショ疫病、1970年 代アメ リカにおける トウモ ロコシゴマハガ レ病、

1970年 代後半に起こった稲IR26系 統における トビイロウンカ抵抗性の崩壊など多 くの事

例が報告されている (池橋2000、FAO1996a、 田中1975)。 このような抵抗性遺伝子

の探索 ・同定 のためにも遺伝資源の多様性が確保 されなければな らない。池橋 (2000) は、

森林破壊や砂漠化も遺伝資源消失の原因としているが、農業食糧のための遺伝資源が消失

している第一の原因は農業の進展そのものであ り、 この ことが問題 をよ り深刻にしている

と述べて いる。

<遺 伝資源の認識>

植物遺伝資源が資源として経済活動の中で認識され、積極的な探索収集が行われるよう

になったのは、 このよ うな近代育種を前提 とした資源認識よ りも大きくさかのぼることが

出来るが、一般的には大航海時代以降と考え られる。英国の王立植物園による公式の植物

探索チームが世界中に派遣されるようになったのは1759年 以降のことである (Plucknett

et al. 1987)。 彼 らは栽培植物の近縁野生種 と鑑賞用植物、薬用植物 を求めて世界中を探

検 した。熱帯地方においては植民地時代 に植物園が設立 され、 これ らの植物園の大きな役

割 として植民地への作物導入 と順化があ り、また現地に適 した商品作物の開発 も行われた

(Baker 1970)。 後 にこのよ うな役割は植物園か ら農業試験場へと徐々に移っていった。

英国、米国やロシアは元 々栽培植物の起源地か ら離れてお り、作物の遺伝資源が乏しか

ったことか ら積極的に植物遺伝資源の探索 を行い、それに伴い作物遺伝資源の保全施設の

整備 も進められていった。植物遺伝資源の重要性は公式には1961年 のFAO会 議におい

て議論された ことか ら広く認識されるようにな り、植物遺伝資源事業の幕開けとなった。

6厳 密には特定の遺伝子座に載っている遺伝子の多型の度合いが減少することを言い、したが

って、生物学的には、遺伝資源の保全とは、この多型をどれだけ捕獲するかにかかっている。

消失はerosionの 訳語。ただし、本論では、一般的な作物の多様性の管理を議論の対象とする。
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1967年 のFAO技 術ミーティングにおいてシー ドバンクにおける遺伝資源保存の重要性が

議論 され、これがその後長く続 く生息地外保全重視の流れを創 り出す とともに、グローバ

ルジーンバンク設立の試み も始められた (Pistorius 1997)。

実際に世界中の遺伝資源を一箇所 に集めて管理することは技術的にも財政的にも困難で

あることから先進国や国際機関を中心にネッ トワークが形成された。特に科学的な側面か

らの中心協議機 関として国際植物遺伝資源委員会 (International Board for Plant Genetic

Resources) がFAOと の協力の中で1974年 に設立され遺伝資源の保全 と利用に必要な科

学技術研究の実施や情報の提供が行われた。IBPGRの 研究者 を中心にした議論は主に作

物進化 ・多様性 ・探索 ・保全 ・データマネージメン ト・利用 ・バイオテクノロジーなどで

あった。遺伝資源の所有権や農民の利用については1990年 代に入るまではほとん ど研究

の対象外であった (Pistorius 1997)。

このような状況の中で、資源ナショナ リズムが台頭 し、育種 の材料 となる遺伝資源は共

有財産 (common property) であるが、育種の結果は知的所有権 によって保護されるとい

う国際研究機関の考え方 に対す る途上国の反発が強まった。その代表的なものは、Mooney

(1983) による 「種子 はだれのもの」に提示された、種子 (遺伝資源 とは言 っていない)

は人類共通の財産であり、改良品種であっても特許 を認めるのはな じまないという意見で

ある。 この考 え方は、現実性 はともか く、考え方 としては今 も一部 に残 されている (例え

ば河野2001、 プリマ ック ・小堀1997)。 遺伝資源を天然資源と考えるな ら人類の共有財

産 であるとす ることも可能であるが、作物は農民がつ くったものであり、厳密には鉱物の

ような天然資源 とは異なるという見方が広 まった。1983年 以来のFAOに おける解釈では、

遺伝資源は人類の共通遺産であるという考え方が公式に表明されてお り、1989年 になって

始めて農民の権利の概念が公に導入された (農林水産技術会議事務局1996)。

<生 物多様性条約の合意>

1992年 に開催 された国連環境 開発 会議にお ける生物多様性条約 (Convention of

Biological Diversity: CBD) の合意は、これらの議論に大きな変化をもた らした。現在、

生物資源全般 と持続可能な開発 については、CBDが その国際的な基本的枠組みとされてい

る。生物多様性 (biodiversity) は、生物学的多様性 (biological diversity) を略 した も

ので、一般的に遺伝子、種、生態系の3つ のレベルで考えられる (表1-1)。

生物多様性条約の3つ の 目的として、生物多様性の保全、生物多様性 の利用、および利

用によって得 られる利益の衡平な分配が承認 された (環境庁1996)。 第一の保全は生物

多様性が減少 しているという認識 に基づいている。第二の利用は、生物資源の持続可能な

利用が生物多様性 の保全と開発途上国の発展を両立させるために重要であるという考えに

基づき、条約の目的に明記 された。第三の利益の分配は、遺伝資源を含む生物多様性の利

用か ら生 じた利益の公正かつ衡平な配分がこれまで必ずしも行われてこなかったという途

上国の認識 と何 らかの国際的システムの必要性があるというサミット参加各国の認識に基

づいて加え られている (プ リマ ック ・小堀1997)。 このような利益の配分は一般に資源

の提供者 と利用者の間で結ばれる相互合意 に基づ いて実施され る経済的分配が中心である

が、生物多様性条約では、先進国に対 して技術協力の実施による途上国支援を促 してお り、

条約の目的達成の重要な手段に技術協力を位置づ け、あわせて利益配分の一手法 としても
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検討が可能と考えられる。

表1-1 生物多様性の種類とそれらの人間にとっての意味

注: Stocking 2002を 参考 に筆者作 成

生物多様性条約では、各国は生物多様性戦略の策定を義務付けられている。わが国の戦

略の中で、途上国の農業及び食糧増産 に寄与できる遺伝資源の保全問題に取 り組んでいる

ことが確認されてお り、今後 とも生物資源の保存、評価、利用に関す る国際共同研究 を推

進 し、地域に適 した品種育成等 を行 う施策の展開が謳われている (環境庁 1996)。

このように、遺伝資源の位置づけは変化し、保全だけではなく、利用 と利益の配分にも

議論は踏み込 まれた。また保全の手法 としてはエコシステム を重視する視点が導入 され、

従来のジーンバ ンクによる保存 に加えて生息地内保全を強調する考え方へ と傾斜 した。国

外研究者 による遺伝資源に対す るアクセスの自由は制限 され、国家主権が確認された。 こ

れまで 「人類の共有資産」 として自由に先進国の研究者が利用 してきた遺伝資源は、「人類

共通の関心」の対象であるが、「国家の尊厳」すなわち主権が資源 を支配することになった

(農林水産技術会議事務局1996)。 このように、植物遺伝資源を公共財 と見る視点 と、パ

テン ト等を含めた私有財 としての利用、保護する視点が混在 していることも作物の遺伝資

源を議論する際に共通の土台を見つけることの困難 さの理 由となっている。

<作 物遺伝資源 の特殊性 とFAOに よるグローバル システム>

FAOで もこれ らの議論を踏まえ、1996年 に開催されたライプチヒミーティングで採

択されたFAO世 界行動計画 (Global Plan of Action) では利益の公平な分配のシステムの

確立 (FAOか らCBDへ の接近の試み) が謳われた (FAO 1996a, b)。 しか し、CBDに 見 ら
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れるような国家主権や農民の権利を認める論理 と従来の人類共通の遺産であるという考え

方には大きな隔たりがあり、妥協点を見つけるのは困難であった。

FAOが 中心になって進められている植物遺伝資源に関するグローバルシステムは次のよ

うな考えに基づいている(農 林水産技術情報協会1999)。 作物の遺伝資源の管理において

は、作物の遺伝資源は相互依存性が高く、原産地を同定することが困難で あることな どか

ら生物多様性条約 の例外 と して 国際植 物遺伝資源条約 (International Treaty on Plant

Genetic Resources for Food and Agriculture) のもとで多国間システムを構築しよ り自由な

利用と利益の配分が期待されて いる。具体的には新 しい国際植物遺伝資源条約を発効させ

ることが大きな課題であるが、そのメカニズムとしては、

作物 ・課題ごとのネ ッ トワーク形成

生息域外保全の国際ネッ トワークの形成

世界的な情報 と早期警戒システムの構築

等を含んでいる (FAO web site: http://www.fao.org/ag/cgrfa/PGR/html)。 国際農業研究

協議グループ (CGIAR) がそ の研究機関のジーンバ ンクで保存 して いる膨大な作物遺伝資

源は この中に含 まれている。世界行動計画に示されている項目は4つ の分野と20の 行動計

画か ら構成されてお り、本論文で重点的に取 り上げる参加型開発 との関連項 目は、表1-

2の(2)圃 場管理 と改良の支援、(11)作物 生産の多様化および作物の多様性拡大、(20)社会認知

の推進などに示されている。

図1-1 FAOに よるグローバルシステム概念図
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表1-2 FAOに よる地球規模行動計画

出典: FAO 1996b

わが国では、環境経済や公共政策の研究者が生物多様性保全の問題 を議論 しているが、

そのほとんどは生物多様性条約に基づ く種および生態系の保全を論 じてお り、食糧及び農

業のための遺伝資源保全についてはわずかに農林水産省関係者が行政の立場か ら発言して

いるに留まっている。山本 (1996) は、遺伝資源が人類共通の財産ではなく、保有各国の

主権的権利の下に置かれ、遺伝資源の利用から生 じる利益は遺伝資源供給者 と利用者の間

で公正かつ衡平に配分する というCBDの 合意は、それまでの国際植物遺伝資源研究所

(IBPGRの 後継組織: 以下IPGRI) やFAOの 議論 を覆 したと指摘 し、この問題 を議論

するのは、STS (科学技術 と社会との接点を総体 的に議論する分野) であると述べてい

る。山本 (1996) は、国際協力を技術移転 という範疇で理解するな らば、保全 と利用には

寄与することができても利益配分 にはほとんど関わることができない状況が存在すると述

べている。一方で、わが国のジーンバンクの現場か らの発言として、長峰 (2002) は、IPGRI
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を媒介した日本とネパールの共同研究やJICAを 通 じた技術協力を非金銭的利益配分 とし

ている。金銭的利益配分 と比べて見えにくいが、研究者の質的向上や研究機会 の拡大は長

期的に見て有効な利益配分と考 えられている。世界銀行 (IBRD 2000) も、遺伝資源の

経済的価値推定が困難であるか らといって国際社会が対価を払わず に遺伝資源 を利用 しつ

づけることは市場の失敗を招 くとして、柔軟な経済的な支払い制度の確立と技術制度的支

援の必要性を訴えている。

<研 究の必要性>

現在で も、農業における生物多様性、特に植物遺伝資源事業 に関す る研究 の多 くは保全

および利用の方法に関する生物学的な もの と、温帯先進国の育種を前提とした利用価値の

評価を中心にした経済学的な視点か らのものとである。植物遺伝資源の多 くが存在する開

発途上地域や先進国の条件不利地域における農業 ・農村 開発にこれ らの資源が どのように

利用されてきたか、また利用されうるのかについての研究は少ない。

生物多様性条約が植物遺伝資源 を包括する以前の1990年 代初期までは、作物の遺伝資

源の管理は主 としてジーンバンクを中心とした温帯先進国で発展した組織制度 を前提に進

め られ、生息域外保全が中心であった。 このような背景の もとで、開発途上地域における

事業の評価は、緑の革命等 を通 じて開発途上国の農業生産の増大に大 きく貢献 した ことを

積極的に評価するもの (例えば河野2001、 増田1996) から、開発途上国の農業開発に

は充分な貢 献 は見 られず先進 国 による資 源 の収 奪で ある との否定 的な評価 (例 え ば

Mooney 1983、Swaminathan 1995) にまで大きく分かれている。生物多様性条約以

降は生態系の保全 も含めた多様な管理手法が議論 されるようになった。

生態系保全の立場では本来生物多様性 を4つ に分類 (景観の多様性 ・生態系の多様性 ・

種の多様性 ・遺伝子の多様性) し、生態系の多様性 は種 ・遺伝子の多様性が基本となると

いう理解であるのにもかかわ らず、エコシステム管理へと議論が飛躍することが多 く、作

物 という作 られた生態系が理解されていないと考え られる。一般的にはめず らしい種 を保

存するという議論が多いことも指摘されている。

作物の遺伝資源に関する議論の内容や視点が錯綜しているのは、主 として野生生物 を対

象とした生物多様性の保全 とは異なる作物遺伝資源保全の特徴 と、その管理 を行 う組織制

度を支える多様なインセンティブを理解 し、開発の中に位置づける枠組みを欠いているこ

とが大きな原因 と考え られる。

<衡 平な利益配分のシステム>

植物遺伝資源の利用を通じた保全のメカニズム、すなわち衡平な利益配分 をどうするか

が大きな関心 を呼んでいるが、具体的なシステムの構築には到っていない。 このようなせ

めぎあいを残 した状況の下で、生物多様性に対するアクセスと公正な利益の配分を確保す

るためのグローバル システムの確立が急がれている。植物遺伝資源 に限ったグローバルシ

ステムは当初FAOが 目指 したグローバルジー ンバ ンクに端を発する。これは単一のジー

ンバンクがすべての植物遺伝資源 を保存 し、世界中の利用者が ここか ら遺伝資源を利用す

るシステムを構築しよ うというものであったが、財政的なものを始め として様々な実際上

の困難か らこの計画は断念 され、その後FAOの もとに国際農業研究セ ンターに所蔵され
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る遺伝資源のネットワークを構築する形 となった。

衡平な利益配分を初めて公 に世界共通の認識 とした生物多様性条約では20条21条 にお

ける金銭的な利益配分のほかに16条 か ら19条 において技術の取得の機会提供および技術

移転を条約の目的達成手段にしている。先 に引用したFAOの 世界行動計画においても同

様の提言がなされている。さらに、新 しい国際植物遺伝資源条約では、前文で農民の権利

が強調され、圃場内管理への支援 (5条) や国際協力 (7条)・ 技術協力 (8条) の役割の

重要性を明記 している。すなわち、世界植物遺伝資源 白書 に記載された状況を基に、世界

行動計画を実施す る国際的枠組みは概念 としては成立しつつある。

したがって、本研究においては、まず先行研究によって明 らかにされた作物遺伝資源管

理の組織制度に関する議論をレビュー した うえで、新 しいグローバルシステムを構築する

ための組織制度および技術協力のあ り方 を、世界各地の試みと ドイツ技術協力公社 (GTZ)

の協力の実態を分析す るする ことを通 じて、多様なステークホールダー7の参加 との関わ り

か ら分析する。ジー ンバンクを利用 して科学者が中心に行ってきた作物遺伝資源の管理に、

どのよ うにして多様なステークホールダーが参加することが可能になったかを事例か ら明

らかにする。

第2節 参加型開発の意 味

「開発 とは人々が享受するさまざまな本質的自由を増大 させるプロセスである。」と、ア

マルティア ・セ ンはその著書 「自由と経済開発」の冒頭で述べている (Sen 1999)。 別の

言葉では、開発の目的は、不自由の主要な原因を取 り除くことであるとも説明している。

ロバー ト・チェンバースは、その著書 「参加型開発 と国際協力」で、「開発の目的は、すべ

ての人たちに とっての豊か さである。」 と述べている (Chambers 1997)。 ここでいう豊か

さは、富 とは異な り、物質的なものだけではなく、社会的、心理的、精神的なものを含め

た人間が経験す るすべての領域に関係 している とされている。

開発を阻害す る不 自由を創 り出す主要な原因として、戦争を始め とした平和が乱 されて

いる状態、人間が安定 して生活できる環境の破壊、貧困に代表 される南北問題等があげら

れる。 ここで大切なことは、貧困を減 らす ことは、貧 しさを減 らす ことになるが、富が豊

かさをもた らすわけではないことを知 ることである。

開発の理念 ・目的が国家や地域の経済開発 ・経済成長の達成か ら、地域社会を構成する

個々の人間開発や人間の安全保障へ と大きく変化 した結果、その手法も多様化 している。

工業化 による経済開発が開発の普遍的な手段であると考えられていた時代 には、科学技

術の利用やそ のよ り広範囲への適用が最重要視され、持続可能性の担保に地元組織 ・制度 ・

知識の参加は必ず しも必要 とされなかった。む しろ、そのような地域特有の事情は開発 に

否定的な影響 を与えるもの と理解されていた。よ り広範囲への適応性 を目標 とする近代的

育種の考 え方 もこの延長上にあると考 えられる。

しか しなが ら、近年 になって特に村落開発のように、地域の 自然や社会環境 ・条件 に依

拠 し、かつ総合的なアプローチを必要とす るプロジェク トでは多様なステークホールダー

7事業の利害関係者を指 し、単 に受益者 だけではな く、実 施者 、介在者 とともに、事業 によって

負の影響を受 ける者 も含 まれる。 (Cernea 1991, 恩 田 2001)
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の参加がなされることによって持続性が高まることが理解されるようになってきた。この

ような、ローカルな知識の必要なプロジェク トにおいては、外来技術の移転のみではプロ

ジェクトの実施が困難であるため、地域にある様々なアクターやそ の価値観を含めた参加

型アプローチが不可欠になって くる (Cernea 1991, Chambers 1997)。 これに伴 い、NPO

を含めた多様な地域 の組織制度を通じた地域資源の把握や再発見に基づ く開発計画の作成

が盛んになってきている。

そもそも、開発の概念は複雑であ り、何をもって開発が達成されたかは、地域や時代に

よって、また同じ地域 に住む人々でも、その職業や性別、年齢によって異なる。 したがっ

て一部の有力者、権 力者による意思決定は開発の持続性や波及範囲の拡大に否定的に働 く

ことが知 られてきた。開発を実行するためには、できるだけ多 くの住民の参加が行われる

べきであり、このような参加 を通 じて形成、実施された開発ほ どそ の持続性が担保 される。

さらに、 これまで開発の過程か ら疎外 されてきた人々が参加できるようになることは、一

人一人の人間がエンパ ワーされることであり、エ ンパワーを通 して個々人の選択の範囲が

拡がることは開発の目的でもある。エンパ ワーメントとは、参加型開発のキー ワー ドの一

つで、貧 しい人々や被抑圧者が、 自分たち自身で決定権を持てる集団を組織 し、自分たち

の状況を意識化 し、自信や尊厳 を得て他者 と対等 に接 した り、開発のイニシアティブを自

らとったりする ことが出来るようになることを意味する。 これ には、精神的な 自立心を得

る ことや、政治的力 を得て資源 を自分たちの 自由にで きるよ うになる ことも意味す る

(Cernea 1991)。

したがって、開発において参加は持続性を確保する手段であるとともに 目的でもある。

開発を行 う際の参加の度合いは、情報の共有か ら始ま り、協議、意思決定、主体的な活動

に及ぶ。少なくとも、住民によって意思決定がなされ るか、または意思決定に住民の意向

が明確に反映されるシステムが望 まれる。また、参加のタイミングは、実施に関わるだけ

でな く、あくまで も計画の段階か らの参加が必要であ り、実施はもちろん、終 了後の評価

においても一義的に資源を管理 している地域住民の参加が不可欠である。

＜手段としての参加の意味＞

地域には固有の資源があり、 この資源には天然資源 のみな らず、文化や組織制度、人的

社会的資源 も含 まれる。 これ らの多様な資源 を用いて、地域の人々の厚生を増大させるこ

との出来る財やサービスが持続的供給システム を形成す ること、 これが従来の技術移転

型 ・資本投入型の開発から住民主体型 ・参加型の開発へのパラダイムのシフ トとされてい

る。 このような開発 を地域住民の参加 によって実現 しようとする考え方が 「手段 としての

参加」である。しかしなが ら、実際に開発が必要 とされる現場 においては、一般 に、住民

に自主的に開発を行 うことが出来ない状況が存在す る。このことを前提に外部のアクター

が開発に加わることが必要となる。そのような場合に、外部の専門家が開発計画を持ち込

んで、その実施に住民の参加 を求める旧来のや り方 も残ってはいるものの、前述 した文化 ・

組織制度を含めた地域の人的 ・社会的資源 を総合的に利用することを理想とするな らば、

計画段階において地域住民の参加を求めることが必要になる。外部の専門家は、地域住民

がその必要や資源 の把握を行 う過程に介入するのである。 この過程はファシリテーション

と呼ばれる。 ファシリテーシ ョンとは、開発の当事者およびその他の利害関係者の間に、
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地域社会に根付いた開発ビジョンの合意形成の場を場 を作 り、その合意の具現化を促すプ

ロセスである (山田1998)。 ところで、地域社会の住民は均質ではない。地域には多様な

利害関係が存在する。それ らの利害関係者のすべてが合意形成のプロセスに参加すること

が出来るような仕組みを工夫する必要があるが、社会的弱者 と考えられる少数民族 ・女性 ・

子供等がこの合意形成の過程か ら排除されがちであった。 このことへの配慮か ら、1975

年頃からアメリカが社会分析を開発の現場 において積極的に導入してきた。その考え方は、

開発事業の対象地域において住民は均質ではないこと、社会的弱者 を特定し、地域内の構

成グループ毎のニーズを把握す ることが必要であること、地元住民の価値観、慣習、信条、

ニーズ、目標な どを把握することが持続性 につながること、事業 目的 ・国家的目標 と地元

住民の目標やニーズを関係づける必要があることを認識 したうえで効果的な開発を行うこ

とであった (中島1994)。

具体的には、

(1) 受益者および影響 を受ける人の特定

(2) 生産資源 (土地 ・水 ・森林等)、 経済機会 (雇用 ・信用等)、 社会サービスの活用 ・利

用の実態の把握

(3) 地域住民の問題の解決 ・ニーズの充足に事業が どう役立つかの評価

(4) 事業に対する社会集団の受容能力 (住民組織 ・住民の知識 (自助努 力の実態)、 技術の

内容) の把握。

な どが行われている。

ここで留意すべき点は、佐藤 (2001a) が指摘するように、ファシリテーシ ョンの専門

家が開発 に必要なわけではな く、個別技術 を持つ開発専門家が ファシリテーションの視点

を持つ こと、または外部か ら介入 を行 うグループの中にファシ リテーションや社会分析 を

行 うことができる人が入る必要がある ことである。

本研究が対象 としている植物遺伝資源の管理においても住民の自発性 を助長するす る介

入をどのように行 うかを議論す ることが、手段 としての参加の視点か ら要求される。

＜目 的としての参加の意味＞

開発の意味の一つ として 「本来持っているものを引き出す こと」があるが、地域開発に

当てはめた ときには、地域住 民が、様々な次元で 自己変革のプロセスを成 し遂げる ことで

あるとも言えよう。赤阪 (出版年不明) は、ラオスにおける村落開発の経験か ら、「参加型

開発 とは、自分 自身が心の どこかですでに持っていた経験や問題に気づ くプロセス という

だけでな く、村のような共同体 としての変革を成 し遂げていくプロセスでもある。」と具体

的に描写 している。 これは、社会的な弱者 も含めてすべての人が地域社会の合意形成に参

画する という意味で、障害者福祉に始まる理念である、すべての人はこの社会で生きる上

で大な り小な り障害を負っていると考え、障害の程度の大きい人も、よ り小さい人 と同様

に社会参加す るべきであるし、またその社会参加の条件を整備 していくことが福祉政策の

課題であると考える (池 2001) ノーマライゼーションの思想 と一致する。開発において

は、この障害者には、貧困者、充分な教育を受けることができなかった もの、女性な ど、
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社会的に参加が制限されてきた人々が含まれ、 これ らの人々の参加が開発の重要課題であ

る。

さらに、意思決定に参加する ことによって新 しい可能性の選択 を行っていく能力を獲得

するという意味で、セ ンの注 目するところの、基本的な活動の選択を通じて潜在能力を顕

在化させ様々な可能性 を選択する能力という意味でのケイパ ビリティーの考え方 と通 じて

くる。具体的に言い換えると、人間は、食事 をした り、医療を受けた り、自尊心 を持った

り、地域活動に参加 した りするという、基本的活動の選択を通 じて、さまざまな可能性の

選択を行って いく (西川 2000)。 これ らの基本活動を実現 していく能力は、人間にとって

の厚生 (=よ り良い生活=well-being)を あらわす。ケイパビリティーは、人間の能力で

もあり、また潜在能力を能力に転換する力で もある。 このような参画を実現すること、す

なわち、参加 自体を開発の目的とすることは、 「目的としての参加」と呼ばれる。

人間開発の考え方 においては、開発は人々の選択を拡大する過程であるとされてお り、

このような選択を出来るよ うになること、すなわち人間 らしい生活にふさわ しい資源への

アクセス手段をもつ ことのような基本的必要 を満たす ことか ら、政治的自由、 自己尊厳の

維持などにいたるまでが対象 となる。公共政策の責任は このよ うな能力の形成、発揮を保

障 していくような政策環境の形成である (西川2000)。 この政策環境の形成に人々の参加

やNPO/NGOな どの組織が深 く関わることになる。

したがって、作物遺伝資源の管理における組織制度の議論においても、管理を目的とし

て参加 を手段 とするのか、管理 を通 じた住民の参加を目的 とす るのかによって評価 の視点

は大きく分かれる。本論では、グローバル システムの中で管理が行われるための多様なシ

ステムのあ り方を議論すると同時に、参加する多様なアクターが、参加することによって

どのようにエンパ ワー され得 るのかについて も議論す る。

＜研究協力と参加＞

自然資源 の管理に関する世界銀行の社会科学研究グループは、参加型開発の 目的として、

「効率」、「公正」、「エ ンパワーメント」の3点 をあげ、特に3番 目のエンパワーメントの

重要性を強調 している (Cernea 1991)。 生態的持続性 も、付随す る目的として言及されて

いる。

開発の1手 段としての参加型農業研究を実施する場合の,農 民参加の程度 と能力開発の

関係について研究がな されている (国際農林業協力協会 1998b)。 また、三次 (2001)

は,農 村 開発を実現す るためのアクターを,中 央省庁,地 方 自治体,地 域住民,中 間組織 ・

民間組織の4つ におお まかに分類 し,そ れぞれの役割 ・機能の位置づけと政策,制 度,能

力開発な ど総合的な取 り組みの重要性について述べている。 このような総合的な取 り組み

を農村地域で可能 とさせる手法のひとつとして農業研究への多様な関係者の参加がある。

参加型農業研究実施でエンパ ワーメントされた農民グループが核 とな り,政府機関・大学,

NGO,国 際協力機関な どの関連機関の連携 を強化 し,持 続性のある地域開発を進めるため

の機動力を生み出す可能性がある。また,具 体的な取 り組みとしての参加型農業研究 を農

村へ導入す ることによ り,限 られた地域資源を有効 に利用できるようにな り,生 計向上だ
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けではなく生活の質 (hvelihood) の向上へとつながることが期待される。

農村地域開発において、エンパワーメン トはともすれば個人の内面的変化の議論に留ま

ることか ら、単なる概念の議論に留まる危険がありがちであるが、遺伝資源の管理への参

加によるエンパ ワーメン トは、農民が 自分たちの生活の場で資源を具体的にどのように利

用するか についての自律性を獲得 していく過程を具体的に検証する ことが可能である。作

物遺伝資源を中心 とした農業における生物多様性の問題は参加型開発を検証す る最 も適当

な分野の一つであると考えられる。

このよ うな開発学の視点の発展 を踏まえて、人間の意識化された栽培植物 に対す る関わ

り方に根ざした、作物遺伝資源の管理のあり方 を分析 し、多様なステークホールダーの参

加の下に持続可能な開発を実現する手法 を議論 しよ うというのが本論の二番 目の問題意識

である。

第3節 研究 の 目的 ・方法 と論文の構成

政府開発援助を中心 とした国際開発 ・協力の中で、作物遺伝資源の管理を持続的に実施

するには、植物遺伝資源の生物学的な特徴 を理解 し、国際開発の経済、社会、政策さらに

は文化のシステムの中に事業 を位置づけなが ら、地域の農業生態系を踏まえて、適用でき

る事業運営 ・管理の手法を見 出す必要がある。第2節 で見たよ うに、参加型開発の視点か

らもっとも重要なことは、遺伝資源の最終的な利用者であり、かつ伝統的な管理者であっ

た農民お よび地域 の組織が どのようなイ ンセンティブで事業 に関わることができ、遺伝資

源を管理できるのか、またそ のための外部組織の関わ り方の特徴を明 らかにする ことであ

る。

Almekinders (2001) は ドイツ技術協力公社が実施 している 「農村地域 における農業の

ための生物多様性管理」プロジェク トの報告書の中で次のように述べている。

『途上国にお ける零細農業経営システムの 「農業における生物多様性」は、絶滅の危機に

瀕 した偉大な価値 をもつ資源であると認識 されている。農民は、その多様性 に生活を依存

する一方で、多様性の主要な管理者でもある。同時に、その多様性は、地球規模の農業 と

環境の持続可能性 にとって非常に重要な資源である。「農業 における生物多様性」への農民

と農民コミュニティのアクセス、利用そ して保全を強化することは、価値ある資源を維持

することであ り、 コミュニティ開発にとって必要不可欠な ことでもある。

「農業 にお ける生物多様性」に関連 した農業開発の成功例は様々なものがありこれまで

にも数多 く議論されてきた。 ここ数十年間の作物品種改良の躍進は否定できない一方で、

多 くの貧 しい農民世帯のニーズは汲み取 られないままであ り、価値ある遺伝資源は失われ

て しまった。最近の10年 間は、構造調整政策の結果、公共部門の関与は削減されて しま

った。その ことが農民による種子システムを、種子供給 と新種普及の主要なシステムにし

てしまった。 目下、市場環境を含む国際社会経済開発、特 に、バイオテクノロジー分野の

躍進は、農民 による 「農業における生物多様性」へのアクセスと利用の条件にネガティヴ

な影響を与えている。

国家は、農民 による遺伝的多様性 の利用を促す国際協定 に従 うために、政策 を策定 し、

法制化を行 う義務がある。一方で、NGO等 は、農民のニーズと農業生態上の持続可能性

アプローチを主張 しなが ら、農民の権利を認識することを要求 している。コミュニティの

18



ニーズを支援するには、これ らの対照的要因の複雑 さを考慮 しなければならない。農業開

発 と生物多様性の持続可能性と保全は組みあわされなければな らないが、それは同時に、

効果的に零細農民世帯の貧困と食糧安全保障の問題解決に取 り組むことになる。』

<研 究の目的と課題>

遺伝資源を持続可能な形で管理するためには、保全 ・利用 ・利益配分のグローバルシス

テムの構築が必要である。ただし、特 に開発途上国における圧倒的多数の農民の生活 に直

接影響を与え、かつ地域間で複雑な相互依存性の高い作物遺伝資源においては、遺伝資源

の産業的利用 とそこか ら生み出される利益の金銭的配分だけでは充分ではない。作物遺伝

資源の管理に多様なアクターの多様な参加をファシ リテー トするような技術協力が、遺伝

資源の多様な利用による利益を生み出し、利益の非金銭的配分を通 じて実際的に開発途上

国の農業農村開発に寄与す るシステム構築に繋がる可能性があることをここで仮説 として

提起する (図1-2)。

第2章 は文献調査 を中心としているが、第3章 か ら6章 までは、主に現地調査 を実施し、

多様な組織制度を運営するアクターか ら質的な情報を聞き出す ことを通 じて、多様なステ

ークホールダーの農業における生物多様性の管理への関わ り方を明 らか にしている。その

結果をもとに、まず、新 しい開発のパラダイムである参加型開発の概念を作物 の遺伝資源

管理 に適用す るしくみ としての介在組織の実態を明 らかにする。さらに、作物の遺伝資源

管理事業の実施が開発途上国の農業 ・農村開発に利用されうるような国際技術協力の手法

を整理し、そのような技術協力をグローバルシステムの中に位置づける。

図1-2 グローバルシステムにおける非金銭的利益分配としての国際技術協力 (仮説概念図)
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上述 した仮説 を検証するために、本研究では、具体的に以下の4つ の課題が設定される。

第一は、異なる開発状況にある国家が、それぞれの生物多様性戦略の中で、作物の遺伝

資源管理をどのように位置づけているかを分析す る。

第二は、農民による利用を通 じた参加型作物遺伝資源管理と農村開発 を促進する介在組

織の しくみを明らか にする。

第三は、植物遺伝資源に関する国際技術協力の主要な実施機関である ドイツ技術協力公

社 (GTZ) と我が国の国際協力事業団 (JICA) が実施する協力の内容を比較分析 し、特に

GTZが 参加型開発の手法を どのように具体的に取 り入れているかをそ の問題点 を含めて

検証する。第二第三の課題を通 じて、農民にとっての利益の創出およびその把握について

も分析される。

最後に、これ らの分析に基づいて、開発途上地域や条件不利地における農業 ・農村開発

において農民のエンパワーメン トを通 じた作物遺伝資源の利用による非金銭的利益配分を

グローバルシステムの中に位置づける。

本論文では、作物遺伝資源の管理に関する多様な参加の形態について、その背景 ・手法 ・

意義 ・利害関係者について 「農民やその他の多様なステークホールダーが多様性の管理 に

参画する度合いを増す ことが開発の実現に どうつながるか」を評価の基準 にし、かつ、そ

れぞれの仕組みが具体的にどのように多様な参加者の参加 を可能にしているかを明 らかに

す る。

<論 文の構成>

以上の課題 を踏まえて、本論文は以下の構成 となっている。

まず、第2章 では、作物の遺伝資源 をめぐる議論および国際的な活動の現況に関する先

行研究を主に文献調査か ら整理す る。最初に遺伝資源が 「資源」と呼ばれることの背景を

分析 し、植物遺伝資源の多様な価値 と、その価値利用に適 した組織制度の関係を検討する。

次に遺伝資源の保全に関する場所の問題を生息地外保全と生息地内保全に分け、これま

での議論の概要を整理する。さ らに、生物資源の所有権を巡る問題 を中心に国際的な遺伝

資源利用の枠組みを議論 し、グローバルな議論が、地域の農業農村 開発 において生物多様

性 を農民が主体的に利用する際にどのような影響を与えているかについて言及する。

農民の多様な参加の形態は、(1) ジー ンバンクによる事業の補完 としての農民参加、(2)

農民 自身による多様性の利点把握に基づ く自発的参加、(3) 農民参加による地方品種復活

の事例、(4) 農民参加 による育種 を通 じた遺伝資源利用、(5) 農民参加の新 しい農業研

究であるファーミング ・システムズ ・リサーチ、(6) 種子生産 と配布 ・流通における農民

の参加に焦点 をあてて事例を整理 している。それぞれの事例が、植物遺伝資源の保全と利

用、そ して農村開発にどのように貢献 しているか、また どのような弱点を持っているかに

つ いて、農民自身の事業への参加のインセ ンティブを含めて比較分析を行 う。

第3章 以下第6章 までは現地調査を中心とした質的情報の分析 による遺伝資源管理 に介

在する各種組織制度に関する評価である。なお、評価 の視点は、作物遺伝資源の利用を通

じた管理 に農民が どれだけ自律的に関わる ことができるか と、そのために多様なステーク

ホールダーが どのように関わっているか、が中心となる。具体的に生物学的、遺伝的な多
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様性がどれだけ保存 されるかの検証は研究のスコープには含 まれない。

まず、第3章 では、遺伝資源の管理に携わ る主要なアクターである研究者 らが遺伝資源

の価値をどのように把握 し、それ らをどのように保全 ・利用しようとしているかが、国家

レベルの政策や事業内容 と少なか らず影響 しあっている ことを事例研究か ら明 らかにする。

具体的には、旧ソ連の援助の下で中央集権的育種事業の中に植物遺伝資源事業を位置づけ

てきたブルガ リア、FAOか らのジーンバ ンク支援を継続的に受けられなかった トルコ、

国家による遺伝資源政策が脆弱でかつイ ンフラ整備が遅れているネパールを異なる開発状

況にある事例 として取 り上げる。

第4章 と第5章 では生息域外保全を念頭 においた公的な組織制度 と農民による多様で自

発的な作物の遺伝資源 の管理 を結びつける介在組織のあ り方を、具体的には、近代育種を

前提 とした植物遺伝資源管理 システムの中枢を担 うジー ンバ ンクと、農民や市民団体がど

のように連携 ・協働できるかについて整理 している。便宜上インフォーマルな組織である

NPOを 中心に扱う4章 と、フォーマルな組織である国際機関や地方行政を扱 う5章 に分

けているが、明 らかにされる内容 は相互に密接に関係 している。

事例 として、アイルランドにおける市民団体シー ドセイバーズ、ルワンダにおける国際

機関 とNGOの 連携、広島県農業ジー ンバ ンクによる地方品種の復活事業とをとりあげる。

あわせて、補論 としてスコットランドナシ ョナル トラス トを取 り上げ、NPOに よる地域

資源管理の実態 とその長所短所に関する補足的研究 を整理する。このような事例を拡大普

及することによって、従来は別個 に行われてきた、近代育種を前提 とした植物遺伝資源事

業と、条件不利地域における農民による自主的、あるいはいわゆる伝統的な農業のための

生物多様性管理を連携 ・統合できる可能性について議論する。

第6章 では、植物遺伝資源分野における主要な ドナーである ドイツ と日本による技術協

力の内容 ・手法の比較検討 を行 う。 ドイツを比較の対象とする大きな理由は、共に近代的

な育種研究システムが存在す ること、経済協力開発機構 (OECD)・ 開発援助委員会 (DAC)

メンバーの中で ドイツと日本の技術協力システムや手段が類似していることに加えて、国

際機関を除いては ドイツと日本が作物遺伝資源分野において積極的に協力を展開している

ドナーであるか らである。OECD・DACメ ンバーの中で、ドイツの農業分野における援助

は必ず しも多 くないが、二国間援助の約9% (1998-2000平 均) が生物多様性関連の援助

に向け られてお り、 これはDAC平 均の2.7%を 大きく上回ってお り (OECD 2002)、

この分野に対す る ドイツの積極的姿勢が示されている。 ドイツの協力を分析することで、

技術協力の中で、一般に研究協力または生物多様性保全 と考えられがちな植物遺伝資源分

野の協力を農業農村開発 と連携させる手がか りを得る ことを目的とす る。具体的には、開

発の考え方に関 して過去数十年の間に大きなパラダイム転換が行われてきていること、す

なわち、経済成長至上主義か ら人間開発や生活の質向上を目的とする ことに転換 されてい

ることを踏まえて、その変化がどのように作物の遺伝資源管理分野の国際技術協力に影響

しているかを検討する。近代育種による遺伝資源利用 を通 じた農業生産性向上 を重視する

管理か ら、遺伝資源に対する所有権限の拡大を通じた人間開発およびステークホールダー

のキャパ シティー ・ビルディングを目指す管理へとの転換を個別プロジェク トの内容 と技

術協力の介入方法の両方か ら明 らかにする。

研究の流れは図1-3に 模式的にまとめ られ る。
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図1-3 研究の流れ
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第2章 開発 にお け る植 物 遺 伝 資 源

本章では、最初 に作物 の遺伝資源の様 々な価値 とそれに基づ く管理の組織制度について

概略をまとめる。次に、近代的育種の枠組の中での植物遺伝資源の保全 と利用の議論の歴

史を知的所有権の問題 とあわせて分析する。そのうえで、最近明 らかになってきた農民に

よる植物遺伝資源の保全 と利用を、農民による主体的な地域資源管理の視点か ら議論する。

この作業を通 じて、持続可能な農業農村開発を可能にするツール としての作物の遺伝資源

を農民の視点を踏まえて管理す る組織制度及びそれ らに対する技術協力の可能性を議論す

る基礎情報を整理 したい。

第1節 作物遺伝資源の価値 と管理 のための組織 制度

生物多様性を保全する理 由として一般に、直接的利用価値 (木材、家畜、作物、薬用植

物など)、間接的利用価値 (二酸化炭素の吸収、洪水防止、自然観光など) と文化的 ・倫理

的価値 (経済的価値以上のもの、すなわち生物それ 自体が持っている生存する権利な ど)

にまとめられるとされている (宇田川 2000)

植物遺伝資源がなぜ資源と考 えられるのか。育種家が価値を取 り出す材料という考え方

が、遺伝資源 (genetic resources)と い う単語の背景にあり、加工 して財やサー ビスを

生み出す ことが期待されている。ただ し、この資源は一般的には再生可能な資源であるが、

同時に、使用しないことによって消失するという特色を併せ持つ。生物多様性条約におい

て利用を通 じた保全 という考え方が明示的に認識 されるようになった。一般には、育種を

通 じて資源 の存在す る地域 とは異なる場所 での利用が効率的に推進 され てきた (河野

2001)。 歴史的に見 るとどの国で も栽培植物の大半は外来植物であ り、新作物の導入が農

耕の画期的発展をもた らした とされている (池橋2000)

<遺 伝資源の全体価値>

1980年 代までは ローカルな植物遺伝資源の利用が多 く存在 したにもかかわ らず、遺伝資

源 を人類共通 の遺産と信 じる研究者 らによって、保全及び利用が国境を越えて行われ、育

種素材 と認識された遺伝資源が原則的に自由に世界中を行き来 して利用されるシステムが

強調されてきた。そのようなシステムにおいては、遺伝資源の価値を薬品開発や近代的育

種を通じた高収量品種導入な ど本来の生息地外での評価 を前提 としていた。しかし近年に

なって、 ローカルなシステムであるその地域の由来する遺伝資源である在来作物品種 に食

料生産及び生活を大き く依存 している人々の視点が見直 されてきた。

鶴見 (1989) は、内発的発展における人類共通の目標 として、地球上すべての人々や集

団が衣食住の基本的要求 を満たされ、人間としての可能性を充分に発言できる条件を満た

す ことを主張 している。 また、その方法 と創 り出される社会は多様性に富んだものである

としている。ローカルな保全 (意志決定機構を含めて) を考える際には、当事者が現在の

価値を認識 しなければ保全はされないであろう。その点か ら生息地外また将来の利用価値

はどこまで把握され うるか/保 全に寄与できるか という議論との整合性 も求め られなけれ

ばな らない。

そもそも、植物遺伝資源の管理、すなわち保全 と利用は本来人間の社会的行為である。
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なぜならそれはその環境を管理 しようとする人間の試みであるか らだ。先進国においても、

いわゆる条件不利地域においては、在来の地方品種の見直 しが行われ、農民のネッ トワー

クを通じた新 しい利用も推進されている。

以上の議論 を踏まえて、作物遺伝資源を含む農業における生物多様性の価値 とそれと関

係する組織制度の概要を図2-1に その概要を示 した。

図2-1. 生物 多様性: 遺伝的多様性の価値

植物遺伝資源が消失 してお り、将来の育種素材が失われる危険があるという論理は、環

境経済学 において通常将来利用する可能性を残 しているという意味で利用価値のオプショ

ン価値に分類される。この価値を保護するために収集や保全の必要が訴えられてきた。将

来の薬品開発の可能性などもこの範疇に入る。経済的価値を取 り出す ことを生物多様性管

理の最大の目的とする場合は、薬品としての利用がもっとも可能性が高い8が ここでは作物

の遺伝資源 に限って議論を進めたい。従来の育種学の立場か らは、遺伝資源収集の目的は、

将来の植物育種における利用のために遺伝的多様性 を確保 し、保全するためであるとされ

る (Ladizinsky 1998)。 したがって、出来る限り多 くの形質の もとで、最 も広範な多様

性を含む ことが理想とされる。このような遺伝子を組み合わせて広い適応性を持つ高収量

品種 を創 り出す ことが近代植物育種の 目的である。このように、実際に育種などに利用さ

れていることが価値の認識につながる ことか ら、す ぐに利用されるわけではないが、 この

オプション価値は重要な利用価値 として分類され、ジーンバ ンクを中心 とした生息域外の

保全に合理性 を与えてきた。

8 世界銀行の世界開発報告 (The International Bank for Reconstruction and Development

2000) に引用 された数字では、現在で もすで に年間430億 ドル の医薬品が植物物質か ら生産 さ

れている。将 来は莫大な経済的価値 を生み出す ことが予想されて いる。
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他方、一般に農民は少なくともその第一の目的として遺伝資源保全のために作物を栽培

するわけではない。作物を栽培す る際には、農民にとって必要とされる特性が選択 され、

これは多様性の減少につながる可能性がある。もっとも、近年エチオピアのある部族にお

いてその主食であるバナナの仲間エンセテに関 し、農民が意識的に多様性 を増大させる方

向に選択を行 っている例も報告され (重田1994)、 農民の栽培 に対する行動に関するさら

なる研究が必要である。

実際に世界の多くの地域 において、生物多様性の直接利用価値である作物そのものの価

値が利用されて いることが多 く、特に開発途上地域の農民にとっては、 この価値が関係す

るステークホールダーにどのように認識 ・評価 されているかが、その生活の持続可能性に

著 しい影響を与えている。

作物か らの生産物は、数多 くの違った方法で一般の世帯に利用されている。報告 されて

いる具体例 には以下のようなものが含 まれる (Almekinders 2001) 例えば、トウモロコ

シは南アメ リカで、主食 として、そ して特別な御馳走 と飲み物の材料として利用されてい

る。 トウモ ロコシの外皮は特別な食料 (例えばハミタス: humitas) の準備とパッケージに

役立 っている。一方で、茎は飼い葉や燃料 として利用 されている。南エチオピアで広く農

民に栽培されて いる、エンセテ (Ensete) は、エネルギー源 としてのデンプンを産みだす。

一方、 そのうち特定の品種は薬効価値 のために栽培される。エンセテの葉は、寝藁、 屋根

ふき、繊維そ して飼い葉のために利用されている。イ リアン ・ジャヤの人々は、特別な伝

統料理のために特別なサツマイモを栽培 し、また別の品種 をベ ビーフー ドのために栽培す

る。若いさつまいもの葉は野菜 として食 される。一方、収穫された古いつるは、豚の飼料

として利用されている。 フィリピンでは、赤米は特別な食事に利用され るが、デザー トに

は粘 り気のある米が利用 されている。アンデスでは、在来のジャガイモ品種は しばしば贈

り物 として、そして契約労働者 のための賃金 として使われている。改良品種は、市場向け

に栽培されている。メキシコの農民は、時々、 トウモロコシ畑の境 目に作物 を保護するた

めに、種子の赤い トウモ ロコシを植える。

以上の議論をまとめると、植物遺伝資源 に代表され る農業における生物多様性管理の組

織制度 と認識 される価値は以下のようになる。すなわち、近代育種の枠組みの中ではオプ

ション価値が重視 されてお り、ジー ンバ ンクを中心 としたインフラ整備が正当化されるが、

この場合農民による直接利用価値が必ず しも充分に把握されて こなかった可能性がある。

他方、農民による直接利用価値を事業実施者が把握す ると参加型の事業展開が実現する可

能性がある。 このことについて、アメニティーの概念 を導入 してさらに議論 したい。

<ア メニティー としての植物遺伝資源>

これまでにも指摘 して いるように、遺伝資源の利用に関 しては、育種素材 としての利用

が前面に出されて議論されて いる9。緑の革命に代表されるように、育種素材 として遺伝資

源が利用され、人類の福祉向上に寄与したことは間違いのない事実である。しかしなが ら、

9遺 伝資源が収量の増加や耐病性品種の開発などを通 じた農業の近代化を進める際に必要な資

源であるから保存が必要であると言う論理が、遺伝資源の探索、収集、保全の事業を支える根

拠として長く用いられてきた。1980年 代までは、農業分野で遺伝資源の消失を懸念している文

献ではこの視点が主流である。代表的なものは、Hawkes 1983.
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緑の革命によ り導入された高収量品種がその能力を十分に発揮するには、灌慨 施設 の整備

のような社会的投資 と肥料や農薬などの個別的投資が必要 とされ、さらには土地所有制度

などの社会的環境の問題か ら必ず しももっとも貧しい階層の人々に稗益 しなかった ことが

指摘 されている (増田1996)。

その意味か らも、植物遺伝資源のグローバルな資源 としての特徴よりも、ローカルな資

源としての特徴 を重要視する視点を導入することが一つの有効な手段であると考え られる。

この場合、直接の遺伝資源利用者 (住民 ・農民) の参加が不可欠であり、また住民にとっ

ては地域を構成す るアメニティーの視点も考慮する必要がある。

アメニティー とは一般にあるべきものがあるべきところにある状態 または心地よさをい

う。地域、特に農村におけるアメニテ ィ0は 自然 と人間の行為 による多様な組み合わせで

あり、その地域か ら他へ移す ことが出来ない非移転性 という性質を持つ。物理的な移動は

出来ないが、 これを鑑賞する人間が地域を訪れること、またはそのアメニティーが生み出

した産物を味わうことによって人々はその価値の一部を楽 しむことができる。

ルーラル ・アメニティーを農村地域が有する資源 としてその経済的価値を分類す ると以

下のようになる。 まず、もっとも大き くこれまでも議論されてきたものが利用価値 の中の

直接利用価値であ り、 これは作物や家畜の生産 に代表される。もう一つの利用価値として

洪水制御な どの生態機能価値 も最近は注 目されている。他方、ルーラル ・アメニティーの

非利用価値 として、存在価値 ・遺贈価値がある。オプション価値は将来利用できるまたは

利用され る可能性 のある財を把握することで、生物多様性な どがこれにあたるが先にも述

べたように実際には生物多様性は利用 されて把握されている価値も大きい。存在価値は、

例えば美 しい棚田が地上に存在する ことを人々が知 ることが出来ることに価値を見出す も

ので、遺贈価値はアメニティーを次の世代に残 してお くことに意味を見出している。

アメニティーのそのほかの特質 として、アメニティーそのものが直接的な生産 を行わな

い (非生産性) こと、一度変化が加わると元 に戻る ことが極めて困難である (非可逆性)

ことなどがある。

近代までの伝統的な農山漁村での暮 らしと自然環境の間には、伝統的な生活 によって守

られ る自然があるという側面 と、そのような生活によって創 られる自然 (二次的 自然を含

む) があるという2つ の側面があったとされている。生物多様性が、特 に後者 の自然にお

いて、伝統的な暮 らし、経験的な知恵によって維持されてきた ことが知 られている (安室

2000)。 このような 自然と人間の関係を現代において どう捉え直すかが、アメニテ ィーの

視点か ら見た生物多様性の問題である。

アメニティー と開発とはつぎのようなせめぎあいの関係 にある (Muheim 1994)。 ま

ず、一方にゴル フ場の建設な ど環境容量を越えた開発によるアメニティーの破壊があり、

もう一方には過疎化な どによる管理者の不在 に起因する開発の不足によるアメニティーの

破壊が存在する。農村風景や古い伝統 を都市か らのまなざしで固定する ことは住民にとっ

ては迷惑であり、 これはアメニティーの保全による経済の停滞 につながる。したがって、

アメニティーは単 に保全の対象として見るのではなく保全が何 らかの財やサー ビスを持続

的に提供できるような経済開発 との両立に向けたプログラムが必要 となる。
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OECDで は、ルーラル ・アメニティー供給と政策について、供給の促進、財源の確保、

需要の明確化 を三つの柱にそれぞれ可能なメカニズムを次のように整理 している (Hodge

1994)。 まず、供給 の促進に関しては、アメニティー、特に景観 を維持できるよ うに土地

所有者に対して例えば花の種 に対する補助 を行 うよ うな直接支払いや、相続税の控除によ

り土地の分散化 を防 ぐとともに、受益者に対 してはアクセスを制限 し、アメニティーの破

壊につながる開発を規制することも有益である。土地政策 に関 しては、 トラス トのように

信託組織 を形成することによって究極のコン トロールを行うことも積極的に実施されてい

る。アメニティーの保全と供給に必要な財源は、 自発的な寄付か ら、利用者による入場料

などの負担、アメニティーか ら得 られる利益に対す る課税に到 るまで多様な方法が考え ら

れる。クレジッ トカー ドの利用に応 じて特定の団体への寄付を行うシステム も普及 してき

ている。アメニティーの保全 と供給の問題がその公共財 としての性格と深 く関係 している

ことか ら、具体的な市場 ・需要を明確 にして価値 を把握する方法が財源の確保 に有効であ

るかも知れない。有機農法による産品をラベ リングする ことなどが実際に利用されている。

市民の意識 を政策と結びつけ、行動 に移す仲介役としての非営利組織の存在 も重要視され

ている。

植物遺伝資源 をローカルな問題 として捉えるときに、遺伝資源をアメニティーの重要な

構成要素 と見る ことが重要 となる。さらに、このようなアメニティーをケイパ ビリティー

と連関させる議論 (作間 2000) もあ り、そ こではアメニティーは場所 ・居住 に関わる機

能の集ま りであるとし、個 々の人間にとって実現可能な機能をあらわすケイパ ビリティー

概念との相同性を主張 している。筆者 はむしろ、個々の人間のケイパ ビリティーが発現す

る場 としてのアメニティーの保全と開発の重要性を指摘 しておきたい。

＜品種 に対する意識＞

これまでの緑の革命 に対する問題点の指摘は、品種改良そのものを対象 としたものでは

な く、改良品種の普及 の経済社会条件を議論す るものが中心であった。すなわち、研究所

における育種の近代化 を目指す開発 の中で行 うこと自体 に大きな疑問は提起 されて こなか

った。 しか しなが ら、 このような育種家による品種育成の考え方そのものの問題も指摘さ

れつつある。それは、広域適応性 を持つ品種の育成 という品種技術に対す る考え方の方向

性そのものを疑ってかかるものである10。 ここで、遺伝資源 を理解する単位 としての品種

の持つ意味 について考える必要が生 じる。菅 (1987) は、在来野菜の品種 につ いての考察

で、元来野菜の特産品というものは、地域の狭い風土の気象 ・土壌条件のもとで育まれ、

そ こに適地 を見出した遺伝子型を持つもので、適地が極めて限 られたもので あろうと述べ

ている(菅1987)。 さらに、そのような適地において、その特性 をもっとも発揮できるよ

うな加工法な り料理法な りが発達 し、品種が生活文化複合の一部 をなすようになったと議

論 している。 これは、中尾 (1966) が提示 した 「作物の特性は人間の口に入るところまで

10ア メリカ等で教育を受けた育種研究者が、灌概施設や土地の所有制度などの問題は自らの取

り組む課題ではなく、当然整備されるもの (外部条件) として理解 し、それ らは政治の問題で

あるとしたことを責めることはできないという指摘もある。菅 (1987)
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を議論して始めて完結する」 という考 え方 と共通する。品種は、その栽培される地域、風

土、生活、習慣 と密接 に結びついて、一つの地域文化を形成す る大切な要素となってお り、

同じ作物種の違った品種では、本当の意味では代替できないと考え られる。

近代育種によって遺伝資源が利用される時、それ らの資源は本来存在 した地域 とは異な

る地域で利用される ことになる。 このため、生態学的には地域に必ず しも充分に適応して

いない品種の導入がなされ、生産 のためには多量の水、肥料、エネルギーの投入が必要に

なることが多い。政治経済面では、資源がその場所で利用 されないことに伴 い、資源か ら

得 られた利益が資源 の存在した場所に還元 されないことが問題視 されている。一方で、遺

伝子が他の地域で利用されることが前提になっている限 り、その地域の農家 にとっては、

当該遺伝子が農家の圃場を離れた瞬間に流失 した ことになる。

このように、近代育種が品種-栽 培技術-食 物 という連鎖か らなる生活文化の関係を絶

ちきってきたことに対する反省が各所に見 られ、多 く農民の参加 による遺伝資源の保全 と

利用の事例が報告 されている。 これ らの事例の多 くは、参加型開発 と呼ばれ る新 しい開発

パラダイムの枠組みの中で試み られている、または再発見 されているもので、資源 の利用

にあたってはその資源の存在す る地域に住み 日常的にその資源を利用 している住民がもっ

とも豊 富で 的確 な知識 を持 って いる とい う前提 にた って いる (Chambers 1997,

Richards 1985)。

このような新 しい試みによって、 これまで多様性 の豊かな熱帯 ・亜熱帯や条件不利地か

ら、一般的に多様性の乏しい温帯を中心とした農業適地や灌概などのインフラの整備され

た一部熱帯地域に一方的に流れていた とされる遺伝資源が、よ り広範なステークホールダ

ーに主体的に利用され、持続的かつ効率的な作物の遺伝資源管理が実現する ことが期待 さ

れる。

国際植物遺伝資源研究所 (IPGRI) のヨー ロッパ協力プログラムにおいても、農場にお

ける植物遺伝資源 の管理に関して、農民の知識や農民の望む形質についてのデータベース

の構築および、各国の遺伝資源プログラムの中に公的研究機関や民間企業以外のイ ンフォ

ーマルセクター の積極的な参加 の必要性が認識されている11。4章 で分析するシー ドセイ

バー ズの運動もこの流れの中に位置づ けられる。

藤本 (1999) は、ヨーロッパにおける農業革命 を評価する中で、農業 における省力 と収量

増のために農業以外の経済活動か らの資材に頼 り、それ まで生物が築き上げてきた独 自性、

生物の相互関係 における認め合いの発展、 自らの存在 を他の物質に依存 しない自律性と多

様性 の展開か ら農業が離れてきた問題 を指摘している。そ して、ヨーロッパやアメリカな

ど元来植物遺伝資源が豊富でなかった地域が、それ故 に積極的に遺伝資源を収集利用に取

り組んだとしている。農業関係者が注 目している低投入持続型農業について も、生産性を

持続させるという技術面のみならず、人間と生物の関係を相互依存と捉えるあ り方 に根本

的に意識を改革する必要性を指摘 している (藤本1999)。 これは、育種研究者が、その生

物 との関係性の中で体験的に開発のパラダイムの転換 を行 った もの と考 えられる。

守田 (1978)も 、国家統制による品種統一の中で農家 と品種の関わ りが消えていった こ

11 1998年 に開催 されたIPGRIシ ンポジウムでは、スイ ス、英国、グル ジアな どにお けるイ ン

フォーマルセ クターの事例 が報告 され、決議が採択 された (Gass et al 1999)
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とを指摘し、近代育種によって農業は進歩 したのではないと述べている。さ らに、品種づ

くり及び品種選びの自由を農民 ・集落が取 り返す ことによって、田畑でたくさんの種や品

種の作物 を作ることが可能 とな り循環型農業 となると主張 している。育種12を農民が取 り

戻すというパラダイムの転換、または先祖がえりが ここでも指摘されている。

現在、 ドイツやオランダの国内で も、育種を中心 として普及によって農家に新 しい品種

を提供する考え方か ら、農家に必要 とされる小規模な種子生産を中心にしてその必要な品

種を開発す る新 しい遺伝 資源利 用 の組 織制 度 も報 告 され て いる (Almekinders and

Jongerden 2002)。

<グ ローバル とローカル>

世界 レベルで議論するときには、マクロレベルの食糧安全保障の持続性が最重要課題で

あ り、そのためには、例えば窒素肥料 の利用効率 を上げるための育種など高度な科学的研

究が推進されなければならず、そのための研究機関や ジー ンバンクの必要性は議論するま

でもない。ただし、途上国の開発 とこのような研究 とは深い関係 を持ちつつも、異なる考

え方で実施されなければな らない。途上国や条件不利地におけるミクロレベルの食糧安全

保障や環境の脆弱な地域、灌漑等 のインフラ整備が現実的ではない地域においては、資源

利用効率のような科学的基準だけではな く、農民が把握している品種に対する意識は開発

の資源 として大きな意味を持っ。

このような遺伝資源利用の総合性 を人類共通の理解 とするには、CBDの 枠組みの下で、

食料 と農業のための遺伝資源の持続可能な利用を促進 し、フォーマルなジー ンバ ンクによ

る遺伝資源の保全 ・利用と、上で述べたような様々な取 り組みやFAOな どによって議論

されている新 しい枠組み間の調整が必要である。

第2節 生息地外保全 と生息地内保全

作物の遺伝資源を保全する場合に多 くの質問が提起できる。主なものは、何 を保全する

のか、どれ ぐらいの期間保全するのか、なぜ保全するのか、誰が保全するのか、どこで保

全するのか、 どのように保全するのかなどである。本節では、作物の遺伝資源の中で特に

在来品種 に焦点 をあて、どこで保全するかの問題について整理す る。

<植 物遺伝資源保全の二つの方法>

もし、遺伝資源保全の第一の目的がその恒久的保存及び必要に応 じての利用の確保にあ

るな ら、長期間にわたる安全性と信頼性及びアクセスの確保が保全方法 を選択する二大重

要規準となる。 このことは、技術的側面のみな らず、組織制度的側面にもあてはまる。そ

のためには生物学的基礎に根ざした社会経済的及び政治的議論が不可欠となってくる。

遺伝資源をその植物が本来生育 している場所以外で保存することをex situ保 存、

本来の生育地で保存す ることをin situ保 存 と呼び、効果的かつ包括 的な遺伝資源 の

12 守田は 「育種 ということばは、学問や理論のことばであって、それらは農家が作物を育てる

役に立つ場合が少なくないが、農家が扱う作物の特徴を作り上げていく作業は品種づ くりと呼

ぶのがふさわしい」と主張している。
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保全のためにはこの両方の手段の組み合わせが重要 となって くる。 これまで多 くの場合、

単純には生息地保存が農民のアクセスには便利で、科学技術を利用 した生息地外保存が信

頼性の面か ら推奨されている。この点についてもう少 し見てみよ う。

植物遺伝資源のうち、低温乾燥条件に保つ ことによってその寿命 を伸ばす ことの出来る

生殖質 (一般 に種子 ・花粉等) を生産するものについては、通常ジーンバンクと呼 ばれる

低温貯蔵庫に種子を中心 とする生殖質が保存される (Ford-Lloyd and Jackson 1986)。

この貯蔵に必要な技術が、データの管理や古 くなった種子の更新に関するものな どを含め

て先進国や国際機関に蓄積 されてお り、 この技術の開発途上国への移転が図られている。

一方、種子で繁殖 してもその種子 の寿命が短いものや、栄養体 (イモなど) で繁殖する植

物は、植物の状態で保存せ ざるを得ず、圃場または試験管の中で保存される。FAOの 集計

によると、世界 中で約610万 点の遺伝資源が生息域外保 全で管理 されて いる (EAO

1996a)。 主要なコレクションは国際農業研究協議グループに属す る研究機関と先進国のジ

ー ンバンクに保存されている。アメ リカ合衆国は、元来遺伝資源が少な く、積極的に世界

中か ら遺伝資源収集を組織的に行い、中央集権的な管理システムを構築 してお り、さらに、

CGIAR各 セ ンターのジーンバンクとの連携を行っている。中国、イ ン ド、ブラジルなど

は、開発途上国で大規模な国家コレクションを持つ数少ない国の例である。また、地域ジ

ーンバ ンクも6章 で述べる ドイツの協力によって1976年 に設立されたコスタリカにある

熱帯農業研究センターなどいくつか存在 し、地域に重要な作物の保全を行っている。

他方、近縁野生種や野生種については、その進化の過程を継続 させるため にもそ の生存

する生態系の中での保全が不可欠であり、各国は保存地区を設定 して、その遺伝資源の保

全に努力 している (ヴォーン・奥野 1986)。

このよ うに、保存に対する生物学的技術が確保され、その成果 に誰 もがアクセス出来る

社会 ・経済 ・政治的システムが確立 されていれば、 どこで保存す るかといういう議論は大

きな問題 とはならない。そのような場合に問題となるのは、そのようなシステムが現状で

は特に社会的に存在 しているか、 さらには本論の大きな議論のテーマでもある元 々それ ら

の資源を管理利用 してきた農民が、保全の行為にどこまで主体的に参画 し、利益を受けて

いるか どうかであろう。すなわち、誰が どのように利用する為 に保全が行われ るのかとい

った人間との関わ りにおいて どのように保全するのか という問いかけに答えていく必要が

出て くるわけである。

表2-1. 作物遺伝資源の分類とその代表的な保全場所 (概略)

出典: Nishikawa (1990) を もとに修 正
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<生 息地外保全>

現在 も植物遺伝資源の事業は特に収集 と保存に関しては基本的に生息地外である先進国

及び国際機関のジーンバ ンクが中心になって実施 されている。その利用は これ らの組織に

加えて多 くの民間企業が参入 し、育成された品種 に対するパテ ントの問題が国際政治 ・経

済の問題 となっている (Mooney 1983, 山本 1996)。 改良品種は当然 として、野生植

物 と在来作物品種の遺伝資源 もその多 くが生息地外で保全されている。

野生植物の生息地外保全は一般に植物体で保存されることも多く、歴史的には植物園が

大きな役割を担った (Plucknett et al. 1987)。 植物体で保存する ことの大きな問題は種子

と比較した場合のその物理的な大きさと、生物学的な活性の高さであ り、利点はそのまま

育種や実験 の材料 として利用できることである (Frankel and Soule 1981)。 しか し

ながら、最大の技術的問題は、植物体での保存では捕捉 された多様性の範囲は極めて限 ら

れている可能性が高いことである。

栽培植物の多 くについては、すでに述べたように、種子で保存する ことが出来れば、そ

れが生理活性の最も低い状態であ り、生物学的には保存に最 も適 している。多くの種子が

低含水量、低温状態で長時間保存できる。近年は組織培養による試験管内の保存も多 く利

用されている。

このようなex situ保 全がほとんど先進国で行われていることに伴 い、必要な時に

開発途上国に還元できず、遺伝資源が保存されている先進国の研究機関にアクセス出来る

一部の民間企業が独占的に遺伝資源の経済的価値を利用しているという議論が国連を始め

国際社会で繰 り広げられた。さらに、冷戦時にはアメリカ合衆国な どが敵対国に対 しては

自国内 に保管 されている遺伝資源 の禁輸 も有 り得る ことを明言 し、議論 は深刻化 した

(Mooney 1983)。 現在、開発途上国の資源ナショナ リズム との軋礫の中で、先進国の援

助を受けて多 くのジーンバ ンクが開発途上国に作 られているが、 これ らのジー ンバ ンクの

多 くは、停電などによる冷蔵庫の停止な どという初歩的な ものを含め多 くの技術的課題を

抱え、信頼性が低 く、人類の遺産 としての植物遺伝資源の保全を目的 とする場合は必ず し

も適切 とは考え られない (Maxted et al. 1997)。

さらに、Almekinders (2001) は、システム としてのジー ンバンクにつ いて以下のように

言及 している。すなわち、生息地外での遺伝資源の保全を行 うフォーマルなシステムは、

改良品種を東南アジアの灌慨稲作地域のような均一で生産環境に恵まれた地域へ導入する

ことには比較的成功 した。 しかしなが ら、一方で大多数の地方品種を比較的少数で遺伝的

に均質な改良種へ転換することは、農民の圃場における作物遺伝子の多様性が減ず る主た

る要因となった。また、 この減少 (の要因) は、農業化学薬品の利用増加、環境汚染、食

糧の質の低下、そ して農民の経済 リス クの増加と関連 している。 これ らすべては、持続可

能性が低下 したあり様の特徴である。 したがって、フォーマルな植物遺伝資源のシステム

は、発展途上国の零細農民のニーズに応えることにおいて、特に耕作に適 しない地では、

必ず しも有効ではなかった。改良品種 は、しばしば複雑で多様な生育環境には適応せず、

調理のしやす さや他の特徴か ら農民にとって魅力的ではなかった。他の状況では、改良品

種は、助成金が支給される肥料投入がある場合のみ魅力的である。種子プログラムは、一

般的に農民の種子購入への関心を過大評価 し、農民 自身によって採種された種子の利点 と

品質を、とりわけ自家受粉作物の場合において、過小評価 してきた。農民の種子ニーズの
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多様性と、公的機関によるマージナルな地域へのアクセスの困難さは、零細農民への種子

配付の問題をさ らに困難なものにしてきた。このような制約を考 えに入れると、しばしば

「西洋型システム」のコピーであるジーンバンクの整備および育種研究を核 としたプログ

ラムが途上国における開発 の実現 との関連において一般的にそれほど成功していないとい

うことは驚 くべきことではない。

<生 息地内保全>

次に植物遺伝資源の生息地 内保全について、特に作物を中心に考察す る。栽培植物は多

くの点で野生植物 と異なる。例えば、自然条件下においては他の野生種 との種間競争力に

弱いこと、人に利用 される部分が巨大化していること、生殖成長よりも栄養成長が選択さ

れ繁殖能力の劣化が見 られる場合がある こと、人に利用される部分の形態的多様性が高度

に発達 している こと、急速かつ均一な発芽性質が種子に見 られることなどである (Hawkes

1983)。 これ らすべては、植物が人間の管理下 に置かれたために備わった性質であり、在

来作物品種を生息地内で保全する場合、 これ らの特徴を充分 に考慮しなければな らない。

ただ し、種間競争力に関しては、熱帯の混作地帯 においては必ず しも失われていないこと

は注 目しておくべきことである。

これ らの栽培品種の多様性は世界中に均等に存在す るわけではな く、その多 くが栽培化

の中心である熱帯亜熱帯地域を中心 とした開発途上地域 に存在 し、多様性の中心となって

いる (Hawkes1983, 田中1975)。 どこで保全を行 うかを検討する場合にはこれ らの多

様性の中心及び、その後に これ らの作物が導入された地域 (第二次 中心) の両方を対象と

すべきである (Williams 1988)。 それは、栽培化の中心 に最 も多 くの遺伝子が存在する

とともに、新 しく導入された地域 において新 しい適応型の品種等が存在する場合もあるか

らである。さ らには、地域的に重要な特殊な作物の栽培地域 において もそれ らの作物品種

を対象とした遺伝資源保全が行われなければならない。

一方で在来作物品種 の栽培されている場所における保全 には大きな意味がある。保存は

静的保全 とされ、継続的な栽 培環境下で行われる保 全 とは異なる (Frankel and Soule

1981)。 在来品種の場合で、た とえそれが低温乾燥条件で保存できる種子 を生産 して も、

栽培環境下で の継続的な進化を確保す るためには保存ではな く、農家の圃場で保全されな

ければな らない (Maxted et al. 1997)。 牧草や、混作 を行 う作物ではこのような保全方

法が効果的な遺伝資源保全に特に有効な手段となっている。

ところで、 ここでいくつかの大きな問題が提起 される 第一はそ もそ も在来作物品種の

生息地内保全は可能かという問いである。第二は在来作物品種の生息地内保全は意味があ

るかという問いである。第三にそのような生息地内保全を行う社会経済的システムが存在

し得るか という問いにも答 えて行かね ばな らない。 これ らを議論 したうえで始めて、在来

作物品種が持つ多様性を用いた農業開発や、農村開発の議論が可能 になろう。

在来作物品種 の多様性 をそ の栽培地 にお いて保全す るには一般 に二つ の方法が ある

(Maxted et al. 1997)。 一つは、ある在来作物品種が栽培されている地区すべての圃場に

おいて他の品種の栽培 を制限する。しか し、 この方法は時間とともに生産性の高い品種の

侵食を免れな い可能性 を、その方法そのものに内包 している (Ford-Lloyd and Jackson

1986)。 もう一つの方法は、ある在来作物品種が栽培 されている地域 において農家の各畑
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の一部でその在来品種を作 り続 けることである (Brush 1995)。 その地域における大部

分の農地が改良品種を生産 している中で、同時に毎年在来品種が部分的に栽培 される方法

である。 この方法は商業的な品種が栽培 されている地域において も、農家が庭先で自家消

費用に在来品種を栽培 した り、果樹園の一部 に古い木を残 した りす ることが多 く報告され

ている。わが国でも、最近一部の米の品種が村おこしの枠組みの中で栽培されたりしてい

る例がある。この方法の危険性は、植物が他殖である場合、回 りで大規模に生産 されてい

る商業的品種の遺伝子が在来品種に混ざる可能性が大 きいことである。

これと関連して、 トルコやイス ラエルの一部では、人間の生活の影響がある程度ありな

が らまだ 自然に近い状態に置かれて いる広大な半自然の生態系が保護区域 とされて、大麦

の野性近縁種等の保全が行われている。植物育種の素材を確保す ることが遺伝資源保全の

目的であるな らば、その対象は遺伝学的には潜在的に有用な遺伝子を含むことが要求 され、

従来の育種研究者の立場か らは生息域内保全は遺伝資源保全の主要方法 とはな りそ うにな

いと考え られている (Ladizinsky 1998)。

途上国の零細農民、とりわけ辺境地 に住んでいる農民は、作物の遺伝的多様性を比較的

高度に利用する。農民による作物の遺伝的多様性の利用は、同時に棲息地内保全システム

を形成 している。

棲息地内保全の重要性は、ジー ンバンクにお ける保全では、潜在的に有益な遺伝的多様

性のごく一部 しか保全できないという認識か ら始まる。加えて、自然淘汰の圧力を伴った

農民による採種、選択、貯蔵そ して交換 の習慣 によ り、作物は進化 し続ける。生息地外保

全においては、遺伝資源は文字通 りそ して超 自然的に 「冷凍」 される。素材はそれ以上進

化せず、それ らの素材が本来利用されている環境 と知識か ら切 り離 される。変化する農業

生態学条件 (害虫 と病害 との共進化、地球規模の環境変化) への適応は、農民の畑 におけ

る進化の過程 を通 じて維持 される。

作物進化の過程は、野生変異体が作物と同 じ場所に存在 している地域 にお いて、とりわ

け重要である (Almekinders 2001)。 バビロフによって 「栽培植物の起源地」 と名づけられ

ているこれ らの地域は、現在でももっとも作物の遺伝的多様性が豊富に残されている場所

である。アンデスは、バレイシ ョ、 トマ トおよびいくつかのマイナークロップの、中東は

穀物 と豆類 の宝庫である。野生の同類植物の存在は、新 しく価値 のある遺伝子型を産み出

すかもしれない作物へ交雑 によって遺伝子を導入させる。エチオピアの農民は、野生のソ

ルガムか ら導入交雑 してできたソルガム作物の苗を発見す る。彼 らは、これ らの植物 に 「模

造」あるいは 「雑種」を意味する地域の名前を与え、圃場か ら取 り除かない。

「栽培植物の起源地」における、作物の遺伝的多様性 の棲息地内保全へ向け られた注意

により、ほかの場所における作物の遺伝的多様性の重要性が翳ってしまいがちである こと

に注意する必要がある。例えば、ブラジル と東アフリカでは、違った起源を持つ トウモ ロ

コシが、長い間、農民の利用と選択によって交配され開発 された。その上、ブラジルある

いは東アフリカの農民も、その食料の安定的な供給のためには、起源地であるメキシコと

グアテマラの農民と同じように、多様かつ変化する環境に適応 した トウモロコシの遺伝的

多様性を必要としている。
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表2-2 生息域外保全と生息域内保全の長所・短所

出典: Maxted et al. (1997) を も とに筆者 修正

Maxtedら (1997) は、植物学研究者の立場か ら農場における保全 とジー ンバンクにお

ける種子保全の長所 と短所を表2-2の ようにまとめている。 これは従来か らの研究所に

よる近代的育種を前提 とした評価 としてよ く整理された ものである。

<在 来作物品種遺伝資源の生息地外保全 に対する否定的見解>

一般に開発途上国の農民が在来品種 を栽培 している状態で、改良品種が入手出来、その

ような改良品種栽培 に必要な農業生産資材 も購入できる場合、在来品種の栽培は急速にな

くな り、これがいわゆる植物遺伝資源 の流失と呼ばれる現象である。従って、開発途上地

域 において、在来作物品種の遺伝資源を農民の圃場で保全す るためには何 らかのシステム

が構築されなければならない。技術協力を含む、地域内外の介在組織による介入は本研究

の中心課題 として第3章 以降で著者 自身による現地調査 を含めて議論する。ここでは、文

献に基づき、そのままの状態では農民に在来作物品種を作 り続ける動機付けがないまたは

少ない場合の保全のあり方 について議論する。

農民に補助金支給 または税金軽減によって在来品種の栽培を助成する方法が理論的に提

案されてお り、改良品種栽培のための農薬や肥料に対す る補助金 と較べれば金額的には少

額である との主張 (Henne 1995) もある。 しか しなが ら、生産を増大 させるための補助

と生産の増大にはつなが らない補助 を同等 に議論することが出来るとは考え られず、実際、

財源の問題か ら、広範囲にわたって実行可能なシステムにはなっていない。また、農民が

在来品種を栽培する際にどれだけ遺伝資源の保全事業としての配慮をするかは保障されて

いない。さ らに、現在使われていない品種を栽培する場合は、その意味を農民が理解 して

いることは期待できず、 この場合研修が必要 とな りこのコス トも必要 となる。
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農民による遺伝資源の栽培圃場内保全が行われる動機付けの方法 としてHenne (1995)

は、在来品種を栽培する土地所有者への補助金交付、土地利用形態 を変更 しないことへの

補助金交付、さらには以前の品種を栽培する農家に対す る補助金の交付などを挙げている。

すでに存在しているであろう在来品種 のための市場の拡大 も重要な可能性である。農民に

対する研修 の実施もひ とつの選択肢である。さらに、間接的には在来品種の栽培者 に地域

の賞を与え、地域の農業行事で在来品種の栽培を取 り上げることも方法である。

逆に改良品種のみを栽培 し、化学薬品を使用する農民に対 して課徴金な どを徴収するこ

とも提案 されている。特定の品種や農業生産投入物を利用することに対 して補助金が支払

われるようなシステムは、在来品種の消失をまね くので注意深 く導入 されなければならな

い。意志決定が農民を含めて行われるシステムの構築が期待されている。

<農 民による自発的な生息地内在来作物品種遺伝資源保全>

持続可能な生息地における在来品種の栽培を実行可能なシステムとするには、農民自身

による在来品種栽培の動機付けが必要である。特 に、混作は注 目されてお り、雑草種や近

縁野生種までを含めた混作が在来品種の遺伝的多様性 を拡大することや、作物と雑草、病

虫害 と栽培方法が安定した形で継続 した場合、商業的品種 を用 いた場合にしばしば報告さ

れるような壊滅的な不作は起 こらないことも明 らかになっている (Barlet 1980, Richrds

1985)。 多 くの農業開発プログラムにおいて、外部か らの投入を減 らす ことが論 じられて

お り (Less External Input Sustainable Agriculture)、 地域内部で資源の循環が行

われる農民の伝統的な栽培方法の積極的な意味付けが各所で検討 され、必要に応 じてその

要素 として在来品種の地域内における市場の開拓を通じて、改良品種の必要以上の侵入を

くい止めようとするプロジェク トも遺伝資源保全の重要な手段 とな り得 るであろう。この

よ うな試みは既 にアフ リカな どで多 く報告されている (Tripp 1997)。

また、近年、改良品種にアクセス出来、あるいは一人の農民が自らの圃場の一部でその

ような改良品種を栽培しなが らも、他か ら強い られずに在来品種の栽培を続けている例 も

多 く報告されている。 ここでは、アンデスのバレイシ ョ、メキシコの トウモロコシ及び ト

ル コのコムギの在来品種の農民による自発的な保全 をレビューしたBrush (1995) の論文

を中心 に、 どのような条件のもとで、農業の近代化が急速に進む中で、在来品種が残 され

ていくのか を検討したい。

そ もそ も、在来作物品種の集団の遺伝的構成は固定 した ものであるとは考え られず、常

に自然と人間による選抜が行われてお り、その意味では改良品種の現れ る以前か ら在来作

物品種の遺伝資源の流失は起 こっていたと考えられる。反対に、例 えばアメリカ大陸にお

いてヨーロッパ人が侵入 し、イ ンディアンの文化が大 きな変動を余儀なくされたときに生

き残った遺伝資源が現在の農業技術の革命によって生き残れないとの仮説は、必ずしも証

明されていないという議論が行われている。すなわち、在来作物品種の遺伝資源 というも

のは農家圃場か らそう簡単には消失 しないのではないか、という疑問も提示されている。

もっとも、窒素肥料の導入など新 しい技術的変化 とともに、改良品種の導入によって在来

品種が栽培 されなくな り、遺伝資源が流失 している ことは疑いないが、作物が栽培化され

たとされるような環境 の多様性の大きな地域では現在 も作物の多様性が豊かで、そのよう

な地域の生態的な不均一性及び栽培体系の回復力の強 さが、在来作物遺伝資源の多様性を
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維持し、決して農業の近代化や集約化に対する異なる選択肢としてではなく、並行 して存

在 し得る可能性がある (Brush 1995)。

メキシコ南部チアパス州の トウモロコシ栽培の例 (Belon and Brush 1994) では、大

きく三つの栽培体系に分かれてお り、山岳地域の在来品種中心 の地域、中央部の河川流域

の商業的農業 と自給的農業が混在する地域、海岸部 の改良品種が商業的に栽培 されている

地域 に明確に分かれている。 この中の、中央部の混在地域においては15種 類の トウモロ

コシの栽培が報告されてお り、主に平地で行われ改良品種を栽培す る耕起による畑作と、

斜面地域において在来品種の トウモ ロコシが豆やカボチャ類とともに混作が行われている

焼畑の両方が存在する。

農民は、土壌への適合性、干ばつへの耐性、風への耐性、投入への反応性、雑草防除及

び施肥の時期への感受性及び収量の六点を トウモロコシの品種選択の重要項目として挙げ

ている (Bellon and Taylor 1993)。 どのような品種 を選んでもこれ らすべての規準 に

対 して高い評価を与えることが出来ず、従って農民は一つ以上の品種を栽培する ことにな

るが、地域内で栽培されている品種全てを全ての農民が栽培 している訳ではない。特に土

壌条件の悪い地域では、在来 品種が栽培され、 このような行為 を通 じて遺伝資源が近代農

業技術にアクセス出来る地域で も自発的に保全されて いる。近 くで改良品種が栽培 される

と、 トウモ ロコシ栽培種の進化の過程が現在もメキシコの農民の圃場で起 こる ことも注 目

できる。

Brush (1995) は、メキシコを含む三つの事例の分析か ら、近代的な農民が在来品種を

栽培 し続けていることを実証 し、在来品種の栽培地 における保全には原始的な農業を保存

する必要があるとする議論は誤解であることを示 している。

具体的 に、 自発的な在来作物品種遺伝資源の保全が行われている条件を、農地が小さく

分かれて いること、農業に必ず しも適 した自然条件ではないこと、ある程度経済が独立し

ている地域であること、文化的なアイデンティティーが確立 してお り、農民が多様性 を好

むこととしている。

このよ うな形の遺伝資源保全がどこまで現実的に保たれ得るかは、分散した農地での異

なる品種の栽培を農民が続 けるか、また小さく分散 した農地における栽培が遺伝的組成に

どのような影響を与えるかという問題 にかかって くるが、これ らの質問は他の遺伝資源保

全に関する質問と同様答え得る問題ではない。ただ し、北米や ヨー ロッパのように均一性

の高い農生態系とは異な り、作物の栽培化が行われた地域の農生態系は多様性に富んでお

り、そのような環境が遺伝的多様性を保全する方向に働 く可能性は大 きく、少なくとも、

当分の間は農民が多様な品種を作 り続ける ことを助長す るだろうとBrushは 議論 してい

る。

一方で人口増加 と栽培システムの空間的統合が、多様性の維持にはマイナスに働 くこと

も予想されている。具体的には、在来品種の栽培面積が減少すること、在来品種が栽培さ

れている圃場が これまで以上に小さくかつ改良品種の畑に大きく分断されること、一部の

栽培体系か らは在来品種が完全に消失することな どが予想 されている。これ らの変化が遺

伝的多様性にどのような影響 を与えるかは明 らかにはなっていない。今後圃場における在

来作物遺伝資源の保全を議論する場合には、限 られた面積で どれだけの多様性を保全出来

るか、と農民にどのような動機が存在するかの二つの疑問を考察していかなければな らな
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い。生物地理学、集団生物学と農業経済や民族植物学の連携が必要 となってくることもあ

わせて指摘されている。

この項を閉じるにあたって、 ここで論 じた遺伝資源保全は一般の遺伝資源保全 とは多少

異なり、保全よ りもむ しろ農民の管理下にお ける進化の継続であることを指摘 してお く必

要があろう。農民が従来の方法で作物 を栽培することは連続的に作物の遺伝子を選択する

ことで、 これは現存の作物集団の遺伝的総体 を凍結する事ではない。在来作物品種の栽培

を含む伝統農業 を守 ることは、作物の持つ遺伝的変化のペースを急激な消失か ら守ること

であって、将来 のその地域 における在来作物品種の遺伝的多様性は現在のものとは異なる

ものとなっているかも知れない。

最後にBrushは 、農民による在来作物遺伝資源の圃場内保全の意義 を、直接的な育種素

材提供という視点 とは異な り、自然淘汰のもとにお こる新 しい生殖質の供給、作物研究の

フィール ドとしての価値、生息地外保全に対する継続的な遺伝資源の収集場所、遺伝資源

事業 に関わるアクターの多様化、特に在来作物遺伝資源の豊富な国の積極的な関与 を促す

意味を持つ ことを確認 している。

なお、農民が 自ら保全を行 うことによって、遺伝子が地域や国か ら外 に持ち出されるこ

となく管理されるため、次で述べる理論的な遺伝子の所有者に関する議論か ら離れたとこ

ろで事業を実施できるところが、このアプローチの副産物である。

第3節 生物多様性 の管理 と所有 をめ ぐる国際的枠組み と農民

これまでの議論で、遺伝資源には多様な価値があ り、その価値に基づいて、生息地外 と

生息地内の両方で保全管理が行われていることが明 らかになった。次に整理 しなければな

らない疑問は、この資源の所有者は誰かという問題である。伝統的に遺伝資源利用してき

た多 くの育種研究者は、遺伝資源 を人類共通の資産 として所有者をあいまいとしたまま自

由に使用し、所有権の議論か ら遠ざか ってきた。その結果、多 くの植物遺伝資源が、その

本来の形成者である開発途上国の農民の手か ら離れていった ことが広く認識 され るにいた

り、農民の権利の概念が導入されてきた。

現在、生物資源 をめぐる議論のなかで もっとも注 目する必要があるのは生物多様性条約

(CBD) である。なぜならば、これはすべての生物種をカバーする国際的に法的拘束力の

ある条約であるか らである。締結国およびその国民 ・法人は法的にこの条約に拘束され、

生物多様性 を守る権利 と義務が国家に求め られるようになったわけである。

一方で、農業食料のための遺伝資源を議論する際には、野生植物のように単純な議論は

困難であることも明らかになっている。栽培植物の場合にその起源地を特定する ことは非

常に困難であり、また歴史的な相互依存の うえにな りたっていることも認識する必要があ

る (岩永 2001)。 このような問題を踏 まえて、従来の国際的申し合わせ とCBDの す りあ

わせの努力が1994年 以降行われてお り、当面の結論は2001年 のEAO総 会で承認され、

植物遺伝資源条約 (The International Treaty on Plant Genetic Resources fbr Food and

Agriculture) と名づけられた13。農業 ・食料のための一定の植物に関 してはCBD適 用の

13 2001年11月3日 の総会議決で賛成116、 棄権2 (アメ リカおよび 日本) で採択 された。40

力国の批准 を待 って発効す る予定であるが、内容 は枠組み条約で あ り、具体的な運 用は今後 の課
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例外 として、遺伝資源利用システムの簡略化、多国間でのシステムの創設、相互信頼に基

づく地球的課題 としての対応がなされる。 このような ことを通 じて、様々なアクターの遺

伝資源へのアクセスを図ろうという趣旨である (IISD 2001)。

この条約が発効 し、有効なシステムが出来るまではこれ まで どお りCBDに 基づいた組

織制度が適用される。生物多様性保全条約 (CBD) の調印国政府は、生物多様性に関連

した先住農民の知識及び手法 を含んだ生物多様性の持続的利用 と保存を支援 してお り、ま

た遺伝資源の利用か ら発生す る利益の公平な分配を目的としている。他方、1996年 に発表

されたFAOの 「食糧 と農業における植物遺伝資源」に対する世界行動計画には、それぞ

れの地域の利害関係 に見合った解決策 を見出す という狙いがある。同計画は4つ のテーマ

を掲げてお り、それは棲息地内保全及び開発、生息地外保全、植物遺伝資源の利用、そ し

て組織および個人の能力の構築である (第1章 第1節 参照)。NGOや 農民組織は様 々な公

開討論会や会議を通じて、植物遺伝資源及び知識 に関連した農民及び先住民の諸権利の認

識問題 に関して政府に圧力をかけている (ヴィニョー ラ宣言及び行動計画)。

そ もそも、在来品種の所有権が誰にあるか という議論が、栽培植物遺伝資源の生息地外

保全の問題 をよ り複雑 にしている。在来品種を形成 してきたのが開発途上地域に住 む農民

であるか ら当然その成果である品種の遺伝資源はその品種 の存在する国家の所有物である

という議論もな りたつ。 しか し、現在 の国家が成立する前か ら作物は存在 してお り、仮に

現在の国家がその所有権 を主張したところで、他の天然資源のように直接利用されるわけ

ではないため、価値が明確でな く、収集 に対 して権利の行使が極めて困難である。さらに、

多くの場合遺伝資源は収集によって消耗 しないことも議論の際に注意すべきことである。

所有権があいまいになっている現時点での妥当な解決方法は、遺伝資源 を収集するときに

サンプルを二つ に分けて、一つを収集 した国に残し、もう一つを先進国あるいは国際機関

のジーンバ ンクが保管するというシステムであ り、実際に ごく一般的に行われている。

現在、ほとんどの途上国における種子 に関す る規定は、効果的に機能せず、首尾一貫し

ない、もしくは逆効果的な規定、透明性の欠如のため、農民の作物遺伝資源の多様性の利

用にとって好 ましい状況 にあるとは考 えられていない。種子及び品種の統制は異なった種

子品質管理、品種登録および保護システムなど、国 ごとに様々である。最小限あるいは全

く規制を持たない国もある一方で、公式にはあらゆる品種が登録され、すべての種子が純

正性を保証 (certify) される必要があるといった非常に厳 しい規定 を持つ国 もある。特に

あらゆる種子が保証される必要のある国においては、種子品質管理の要請によ り、農民の

生産する種子の商業化が制限されて くるかもしれない。地方品種は、通常登録されること

がなく、多 くの国においては品種登録が販売の条件 となるため、地方品種を商業化するこ

とは困難 となっている。この場合、農民やNGO,そ して民間企業 も公式に地方品種の種

子の商業的な生産 に携わる ことが出来ない。ほとんどの種子規定は現在、登録品種の種子

を含めて、農民自身の農場で生産 ・貯蔵 した種子の自由な使用を農民達に許可 している。

しかしなが ら、この農民の特権は91年 改定UPOV (Union for the Protection of New

varieties of Plants; 植物新品種保護連合)、 あるいは特許システムのようなよ り厳正な

題として積み残されている。日本経済新聞2001年11月19日 夕刊および国際農林水産業研究

センター (当時) 岩永勝氏より聴き取り。
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品種保護システムの実施によって危機にさらされている。あわせて、各国政府は、主にW

TO加 盟によって、知的所有権制度を確立する必要 にせまられている。

1. 生物資源 と知的所有権

知的所有権 とは一般 に発明 ・デザイン ・小説な ど精神的創作努力の結果 としての知的成

果物を保護する権利の総称 として用い られ、知的成果 という目に見えない財産 (無体財産)

に対する権利を保護するために与えられる。このような保護によって、発明者の労苦が評

価される ことが当初の 目的であったが、経済発展 と貿易の拡大に伴 い発明か ら得 られる利

益の最大化が特許を始めとした知的所有権の大きな 目的と変化 してきた。もっとも、西欧

においても歴史的には知識は本来社会に属するもの とされてお り、 このような考え方は現

在も途上国の多 くの社会に見 られるとされる。 このような状況が植物遺伝資源の議論にお

いて も知的所有権の問題が大き く取 り上げ られ る背景 となっている。他の知的所有権 とし

て代表的なものは文化的成果 に対する著作権 (copyright) がある。

作物に対する知的所有権は産業 の振興をめざす工業所有権 (industrial property) の中

の特許権 (patent) に類似するものとして扱われていると考え られる。作物に対する知的

所有権は新品種 の育成者権 として1930年 代か ら欧米を中心に発達 してきた(Poseyand

Dutfield 1996)。

もともと、北アメリカや北西ヨーロッパでは、種子 に関す る法律は商業的な種子供給者

による違法行為か ら農民を保護す るために機能 して いた。種子法は種子 の認証、種子の品

質管理、品種 の登録を規制 している。通常、種子の認証 とは種子の品質、品種の識別、そ

して純正度に関す る統制を行 うものである。 また、種子の品質 とは発芽率、そ して雑草種

あるいは種子か ら発生する病原菌の不在に関連 し、品種の識別 と純潔度の決定は、品種が

他品種と区別され、またオフタイプ (形態学的に、あるいは品種の特性上異なる植物) を

認識するために充分な記述がなされた品種登録のシステムを必要としている。登録される

際、品種 は通常、UPOV14に よって規定されて いる品種の諸特徴であるDUS基 準 に合

14植物品種保護 (PVP) の制度は、育種家の利益を認め、保護するために1950年 代後半から

準備され、UPOV会 議は植物品種保護を統一する目的で欧州6ヶ 国によって1961年 に調印さ

れた。それ以来、この協定は幾度かの改定 (1972, 1978, 1991) を経て、1999年 末までに約40

のメンバーを有するまでに成長した。協定は育種家もしくは企業に15年 以上にわたって保護品

種の種子生産と販売に対する商業上の独占権を与えている。1978年 の改定では、農民自身が所

有する貯蔵種子は商業上の独占から免除され、育種家は彼ら自身の品種改良計画においては自

由に保護品種を使用できるとなっている。UPOVの 最新の公式見解はこれ らの免除に制限を

課しているため、批判が強くなっているが、1999年春以降は, UPOVに 加盟したい国々は1991

年の改訂版に従 うほかない。

91年 改正のUPOV規 定では品種の保護のための最低期間を (TRIPSに よって要請さ

れている知的所有権保護と同様) 20年 にまで延ばし、UPOVに したがって制定された育種家

の権利と特許権の保護により (二重に) 品種が保護されることを許可している。ロイヤリティ
ーが支払われるかもしくは国の国内法が明白に免除を承認しない限 り, 農民は自身の農地で貯

蔵した種子を自由に使用することが出来ないのである。そのような免除は実質的に特定の作物

に対してのみ適用されるか, もしくは特定の農民グループに対 してのみ実施されるだけである。

このことは各国におけるUPOVの 植物品種保護の厳正さが基本的に、各国の種子に関する国

内法の中で、どの箇条及び免除を取 り上げ適用するかにかかっているということをほのめかし
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致 しなければな らない。DUSと はDistinctness (明確な識別)、Uniformity (均一性)、

そ してStability (安定性)を 表 している。また、多 くの国において、品種登録には各地

域の育成環境への適応試験や加工上の試験と同様に、品種使用上の特性試験 も必要とされ

ている。

わが国では植物新品種は 「植物新品種の保護に関す る国際条約 (UPOV)」 の91年 改

正に伴い、バイオ技術によるものも含めて、種苗法 と特許法 による二重の保護が可能とな

っている。ちなみにUPOVに もとついて新品種の登録を行 うには概略つぎの条件を持た

す必要がある。

i) 新規性: 当該品種が以前に販売 ・譲渡 されていない。

ii) 区別性: 一般 に知 られている他のすべての品種 と (特性の全部 または一部によって)

明確に区別できる。

iii) 均一性: 繁殖によって予想できる変異を除き、適切な重要な形質にかかる特性 におい

て十分 に一様である。

iv) 安定性:繰 り返 し増殖 (繁殖) させた後に適切な重要な形質に係る特性が変わ らない。

このような権利に対 して、従来か らその圃場において品種の育成 ・保全 を行ってきた農

民の役割 を明確にしよ うという考え方が農民の権利の概念 として登場した。

WTO (世界貿易機関) においても、特許関連の条約や各国内法規 との整合性を図るため

に遺伝資源の問題が議論 されている。その中心 となるのは、TRIPS協 定 (Agreement on

Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights) であ り、この中で対象 となる品

目 (除外品 目) の選定や農民の伝統的知識の保護に関しての議論が行われている。

2. 法的枠組とそれに順ずる規範

生物多様性 関連 の法的拘束力のある枠組としてもっとも広範囲をカバーするものが生物

多様性条約である。その他の条約やそれに順ず る種々の規範が先進国や開発途上国の農業

や食料の問題、特 に開発途上国の農民にどのような影響を及ぼすかを検討する必要がある。

ここではCBDの 内容と、UPOV、WTOで 議論 されている特許 について検討 したい。

まず、CBDに お いて、一方では、特許権を含む知的所有権が、途上国が遺伝資源の利用

技術の円滑な取得の機会を与えられ移転を受けることに影響 を及ぼす可能性がある ことを

踏 まえ、そ のような知的所有権が条約の目的を助長 し、かつ反 しないように国内法等にし

たがって協 力す ることが促 されている (16条)。 他方、前文や8条 においては、伝統的な

生活様式を有す る多 くの先住民の社会及び地域社会が生物資源に緊密にかつ伝統的に依存

していることを認識 している。 したがって、生物の多様性の保全及びそ の構成要素の持続

可能な利用に関 して伝統的な知識、工夫及び慣行の利用がもた らす利益 を衡平に配分す る

ことが望ま しいとしている。

したがって、先進国に対 してはそのバイオテクノロジー等への知的所有権 の行使 を認め

つつ、開発途上国に対 しては伝統社会に知的所有権の主張の可能性を残 している。

て い る 。(Almekinders 2001)
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表2-3. 育成者権と特許の遺伝資源事業に与える影響の比較

出 典: The Crucible Group (1994) お よ びSwaminathan (1995) を も と に 著 者 作 成

改定UPOVお よびWTOで 議論 されている特許の考え方 と遺伝資源の保全・利用との関

係を表2-3に 示 した。 この表か ら明 らかなように、遺伝資源およびバイオテクノロジー

等の技術がWTOで 明示される特許に集約された場合には遺伝資源の移動は著 しく阻害さ

れ、その持続的な利用及び利益の配分が困難になることが予想される。このためWTOで

の議論において、植物等を例外品目に加える議論がなされている。

バイオテクノロジーが在来品種の交配および選抜という伝統的手段ではな く、他の手

段によ り作物改良の可能性 を切 り開いて以来,種 子及び植物品種 に関する知的所有権 (I

PR)は 、議論の大きな課題 となった。遺伝子操作 を伴 う品種開発は費用がかか り、投資

に対して利益 を創出するための保護制度革新の重要性が増してきている。世界貿易機関 (W

TO) は知的所有権 システムを実施することを加盟国に求めている。この要求は知的所有

権の貿易関連側面に関する協定 (TRIPS) にお いて明確にされている。植物品種につ
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いては,「 同様の体系」(sui generis system) が特許制度 に代るものとしてIPR保 護の

制度として受け入れ られている。ただ、TRIPsは 「同様の体系」が何か について定義

付けをしてはお らず、またTRIPsがUPOVに 全 く言及 しないにもかかわ らず、UP

OVは 一般WTOの 要求に従っている最も適切な機関と考え られている (Almekinders

2001)。 しか しなが ら、1991年 改正のUPOVの 最新版は、1978年 のUPOVと は対照的

に農民による植物品種及び種子の自由な使用を制限する側面を含んでいる。そ うなると、

国内の種子法の制定 における専門的な定義の仕方によっては、その制限を回避する品種が

出て くる可能性 もある。

植物品種の保護は育種家が種子 の販売を通じてその投資を取 り戻す ことを許可 し、同時

に新種の保護を行っている法的システムである。 しか しなが ら、 この植物品種保護規定が

ない場合、市場にお いて新種の調達の制約 となることがあ り、作物の遺伝的多様性への農

民のアクセスに影響 を与える可能性がある (The Crucible Group II 2000)。 なぜな ら、

国際的な種苗会社は品種保護を全く行わない国において新種を流通させることを望 まない

か もしれないし、そ うでなくて もそのような国の国内プログラムおよび会社への育種上必

要な遺伝資源の提供 を制限する可能性があるか らである。UPOVに よる現行の植物品種

保護規定のもとでは、育種家は品種改 良の素材 として登録品種 を利用することができる。

育種家が保護対象品種を利用す るには了承が必要とされ、その使用料を支払う必要がある

という、育成者権のより厳格な保護規定の状況は、植物育種における遺伝的多様性の使用

は減少させるであろうと危惧 されている。つまり、強い規制は品種改良のコス トを増大さ

せ、その結果、新品種を入手す るための農民のコス トも増大するか らである。

2001年 にFAO総 会で採択 された国際植物遺伝資源条約 の考え方は、生物多様性条約で

は充分に考慮 されていなかった作物遺伝資源のうち主要な作物の遺伝資源についてその利

用 (アクセス) と利益配分を促進 しようとするものであった (大川 2002)。 植物遺伝資源

に関して、生物多様性条約で認め られているような国家の主権的権利を認めつつ、主要作

物に関 しては、従来どお りの容易なアクセスを維持するために、共通の基準の下で効率的

にアクセスできる多国間システムを構築 し、さらに生み出される利益を、基金を通 じてさ

らなる遺伝資源の保全に利用するものである。具体的には、食糧 ・農業のための研究 ・育

種 ・研修のために遺伝資源が利用される場合には、遺伝資源の供給者と利用者の当事者間

で遺伝資源移転に契約を結び、これに基づき遺伝資源が供給される。この遺伝資源の商業

的利用から得た利益の一部は将来来設立されるFAO信 託基金に支払うことを通じて利益

の衡平な配分 に資するものである。ただし、パテン トなどによって、その成果物の第三者

による研究 と育種への利用を制限されない限 りにおいてはFAO信 託基金への支払いは任

意 となる。

3. 農民の権利

農民によって作 られた品種及びその栽培方法、利用方法はしばしば独創的で他か ら区別

できるものであるにもかかわ らず、通常の品種保護の規定 に合致 しないという理由で知的

所有権 による保護 の対象か ら外されていた。そのため、1980年 代まで、途上国の農民は育

種素材をほとん ど見返 りな しに先進国へ提供 してきた。たとえ非公式の見返 りはあったと

しても、それは知的所有権に守 られたものではなかった。先進国の育種家たちは、 この遺
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伝資源 を利用 して品種 を開発 し、育種 家の権利 を主張 して利益 を保護 されて きた。

Swaminathan (1995) は、 この遺伝資源の流れを、貧 しい人々か ら豊かな人々への一方

的な助成であると指摘 している。

このような不均衡を是正するために、農民の権利 の概念がFAOで 承認 され るようにな

った。その目的は、永年 にわたって地球的規模で遺伝資源の多様性を育み選別 し保全して

きた農民たちの努力を正当に評価する ことであった。CBDに お いて も知識 までを含めた農

民の多様性に対する関与の重要性を認識 している。 しかしなが ら、植物遺伝資源が原産地

以外で使用された時に、この認め られた農民の権利 をどのように補償 して いくかは困難な

問題である。

そ もそも、現在の国家が存在する以前か ら存在す る品種に対 して、国家が補償 を受け取

ることの正当性も不明である。仮に現在の国家がその所有権を主張 した ところで、他の天

然資源のように直接利用されるわけではないため、収集 され国外へ持ち出される時点での

価値が明確でな く、収集 に対 して直接的な権利の行使が極めて困難である。一般に、生物

多様性の所有権は国に認め られているが、国家が農民に代って受け取った補償 をどのよう

に農民のために使用するかも不明である。

農民の権利 を議論する際には、保全 した品種 に対す る補償のほかに、農家がそれ らの品

種 を自由に使用できる権利の保障が重要である。農民は、永年にわたって 自らの品種を栽

培 ・採種 し、交換や販売を行 ってきたにもかかわ らず、品種保護法の導入によって自由な

販売が禁 じられる ことになった。このことが後 に述べるシー ドセーバーズのような運動へ

とつながっている。新 しい植物遺伝資源条約においては、 この農民の品種を使用す る権利

が具体的に認識された意義は大きい15。

農家が種子の価値 を把握するには次の二つの方法が考え られ る。一つは、翌年の栽培を

行 う際に投入資材の要素として利用す る価値であり、農民はこの価値 を充分に意識 してい

るか ら、いわゆる自給 自足農業 においては例外的な窮乏に見舞われたような場合を除き、

この種子 を消費する事はない。 この行為によって意識されない状態で、ある程度は、もう

一つの価値で ある在来作物品種の遺伝資源が農民によって保全 されている。

もう一つの価値である遺伝資源 としての価値は、彼の種子が彼の土地に最も適している

と知っている場合には、彼の種子は彼にとって他の種子とは違う付加的な価値を持ちその

種子を保存す る強い動機が存在する。多 くの農民が、多収性の品種 をその農地の大部分で

栽培 しつつも、悪条件下で生き残る可能性 の高い在来品種を一部に作 り続けて いる。これ

は、在来品種の方が環境の変化や不充分な農業資材投入に対 して信頼性が高いか らである。

農家は原則 として、他 の品種と交雑するために自らの品種 を保存 しているわけではない。

そのよ うな概念は外部か らの遺伝資源収集が行われた時に初めて導入される。この意味か

ら、在来品種は社会 ・文化的に見 る場合特に、保存される場所について農家 自身の判断が

重要になって くる。

さらに、現在は先進国のみならず開発途上国において も商業的改良種子 (ハイブ リッ ド

等) を使用 した画一的農業が普及してお り、在来文化を記録 し子孫に伝えていくための教

育的側面 としての栽培地における在来品種保存も重要な意義のある事業 となっている。植

15 国際遺伝資源条約第9条
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物園はその教育的役割の故 に結果 として多 くの遺伝資源を残す ことに成功 した (Pluknett

et al. 1987)。 これは遺伝資源保全の事業の本来の目的を育種素材の提供 とする従来的な発

想からは離れるが、後 に述べる農民にとっての在来作物品種栽培に対す るイ ンセンティブ

の問題 とも関連 して、在来品種保存事業の工夫 として注 目できよう。

4.「 保全と利用」か ら 「開発 における管理」へ

CBDは 法的に拘束力を持つ国際条約であ り、生物多様性一般に対する国家の主権及びそ

れ に基づ く二国間取 り極めによる遺伝資源保全 と利用を原則 としている。 しかし、作物の

遺伝資源に関 しては、その管理のシステムの構築にあたっては、一人一人の生活 ・福祉の

向上に資する必要があり、遺伝資源の相互依存性や人々の生活における直接的関係の深さ

が考慮されなければな らない。作物の遺伝資源の多 くが開発途上地域 に存在 し、開発援助

との連携のなかで保全 と利用が行われている事実も考慮すると、この議論において経済開

発か ら社会開発、人間開発へ と変化 してきた開発学の視点が生かされる と考え られる。

従来行われてきた作物の遺伝資源の保全と利用に関する議論では、関係者 によって利用

の意味に多様性があること、近代育種システムでは保全 と利用 を担 うアクターが異なるこ

と、また保全と利用の場所が異なることを無条件に受け入れていることがシステムの理解

及び利益の配分の問いに対す る解決を困難にしている。このことを前提 として どのような

システムが可能かを探る ことが必要で ある。すなわち、開発のための作物の遺伝資源の管

理 という考 え方が要求 される。

CBDは 、前文、8条 、16条 において、生物多様性保全 と利用に関する農民の権利を認

めている。 このことは各国内において制定される種子法が、TRIPS協 定の趣旨と衝突

した場合には、植物遺伝資源への農民のアクセスと入手利用の可能性 とを支援すべきであ

るということを示唆 している と考え られる。すなわち、各締結国は、種々の国際協定 に呼

応 して、様々な利害関係者の利益と結合し,適 切な国内立法を行 うことが必要である。 こ

の立法 に基づ くシステムの構築は、遺伝資源多様性の利用に積極的な貢献を果たすであろ

う。 しかしなが ら,問 題は複雑であるため,ほ とん どの途上国にお いては容易 に入手する

ことのできない専門的な法律上の知識が要求されている。効果的な枠組みを国内に形成す

るためには,国 内の様々な利害関係者 (例: 農民, 民間部門, 市民社会) の関与が必要で

あることを認識すべきである。技術協力は、 このような組織制度の構築に対 しても期待さ

れて いるシステム と考えられるが、十分な手法は確立 されていないのが現状である。

第4節 作物遺伝資源 の管理 と農民参加 の形態

在来品種が農民によって育成されたことを確認すると、持続可能な開発の視点か らも農

民の圃場の置かれている自然及び社会の生態的環境のもとでそれ らが進化を続 けることが

できる状態を保全す ることが望ましいと考え られる。そのためには栽培 を続けることと、

コミュニティにお ける種子保存も含めた生息地内保全の推進が期待される。それにもかか

わらず、このようなシステムに対す る公的な研究は最近までほとん どされて来なかった。

そのような躊躇はそのような保全が技術的に困難であるからという理 由か らよ りも、む し

ろそのような保全が地域の社会 ・経済の停滞につなが りかねないという危惧か ら、政治経

済的に受け入れられ難いという見方か らでた ものであった (Henne 1995)。
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一方では生息地内で行 うin situ保 全では科学者が必要な時に容易に育種素材にたど

りつけないことも一つの理 由ではあった。これは、オプション価値 を重視 してきた従来の

遺伝資源保全の目的が育種素材の確保にあったわけであるから、材料に到達す る時間的 ・

経済的費用を最低に抑えることが要求され るのは当然の ことであ り、ex situ保 全が推

進されたわけである。

他方、商業的改良品種が一般に導入 され栽培されている地域であって も、農民がそのよ

うな品種栽培に必要な種子を含む多様な生産用イ ンプッ トにアクセスが確保 されず、在来

品種を栽培せざるを得ない状況に陥ったときに、本来の在来品種の生息地の回 りに在来品

種が保全 されていなかった場 合には、そ の入手 コス トは高い ものにな る可能性がある

(Oldfield and Alcorn 1987)。 このよ うな状況は一般的な経済的理由の他 に、天災や、

戦乱によって頻繁に起 こっている。

在来作物品種の遺伝資源保全への 「住民参加」と言って も、様々な形態が含 まれること

にも留意すべきである。研究所で育種を行 うことが 目的である場合に遺伝資源保全事業に

農民を動員することを参加型 と捉えることはプロジェク トの主体の問題か らも持続性に疑

問が持たれるし、農民への還元 も充分ではない。参加型研究においても、古いファーミン

グ ・システムズ ・リサーチ (Farming Systems Research: FSR) の概念では農民は土地

と労働力を研究者に提供 しているだけで、農民の知識及び資源認識は充分に利用 されず、

結果の普及も充分ではない。

一方で、第2節 で引用 した 自発的な農民による在来品種遺伝資源の保全は個別事例 とし

ては説得力を持つが他の地域への応用が可能かどうかは今後の研究が必要である。収集保

存された遺伝資源の開発途上国への還元は新 しいタイプの農業 ・農村開発 プロジェク トと

して今後の展開が期待されるが、これは遺伝資源の利用方法の多様化を図る試みとしては

評価できるが、遺伝資源の保全事業そのものとは言い難い。

種子生産 の事例 も事業自体は遺伝資源 の利用であるが、在来品種の流通を国が認めるこ

とにより在来品種遺伝資源の保全につながって くることが期待される。これ らの概念は表

2-4に まとめられる。

表2-4 農民が関わる作物遺伝資源管理の活動形態の多様性

参加型で在来作物品種の遺伝資源を保全するためには、外部の研究所/研 究者によるプ
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ロジェク ト設定 に農民の同意をとるだけでは従来の研究所主導型のプロジェク トと概念的

に変化がないことは明 らかであるが、農民 自身が 「在来品種の栽培や保全を行 いたい」等

の気持ちを自発的に持っているだけでは十分とは言えず、計画実施にあたって農民自身が

どのような権利義務を持つのか (品種の選択、投入物の負担、農民と研究者等外部者の役

割分担、組織形成 と会合参加、労働提供等) ということをしっか り認識することが重要で

ある。参加型育種やFSRの 新 しい考え方はこのような農民主体の参加型農村開発につな

がる可能性 を持っている。

<参 加型開発 と農業研究を結ぶファー ミング ・システムズ ・リサーチ (FSR)>

農業研究 と普及の連携は古 くて新 しい問題であるが、農民による研究は、それ 自体が普

及の要素を内在 してお り、さらにそのような活動を続 けることが開発行為 となるため、農

業開発の新 しいアプローチ として特にアフリカや南米で多 く採用されている。農民が、自

らが住む地域の開発行為の主たるアクター として農業 ・農村開発を行 う際に在来作物植物

遺伝資源が利用 される方法 として、ジンバブエを事例にFSRの 考え方の変化 に注 目した

い。

FSRは1980年 頃から多 くの国際農業研究機関や農村社会学者によってその農業開発

における可能性を期待 して議論されたが、結局研究所 にお いて開発された技術を農家圃場

において実証することに留まることが多かった。ジンバブエにおいては、農民参加型農業

研究技術開発の一環 として、1984年 以来研究が行われ、IIEDがEUの 資金 を用いて技

術的支援 を行っている。

農民参加の研究開発の考 え方は1992年 以前の第一期とそれ以降の第二期で大きく異な

っている。第一期では、農民は研究者が立てた仮説に基づ いて研究者が作成した質問内容

に答え、農場 における生産の制限要因を特定するための実験を試験場で行 うの と同様の方

法で農民の圃場を利用 して実施 していた。1992年 以降は実験の計画 ・実施 ・結果分析の各

段階に農民が参加するようにな り、IIEDは 農民と合同で参加型の調査 を実施した上で

実験 を補佐して いる。 問題の同定または科学的解釈および結果の解析は外部の研究者が

行 うが、何が 自分達の解決 したい問題で、自分達が持っている資源 と手段は何か、どの問

題を最も解決 したいか は農 民自体が決定す る方法 を採用 している ところに特色がある。

Scoonesら は実施の主体者を研究者 と連携 した自発的な農民グループと定義 し、従来のF

SRに おいては実際の農業システムの外で分析 ・実験 を実施 していた研究者がシステムの

中で農民と協働 して研究 ・普及 ・政策立案に関与する ことを期待して いる。この場合農民

の役割は研究の計画や実施 における積極的協働学習者 となっている (Scoones et al. 1996,

Hagmann and Murwirwa 1996)。 このような新 しいFSRの 考え方は表2-5の 通 りま

とめられている。
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表2-5 新 しいFarming Systems Researchの あ り方

(註) Scoones et al. (1996) に 基 づ き 筆 者 作 成

IIEDの 研究の中で実施された農民の作物品種選択に関する研究では、農民がどのよ

うな理由で作物 を選択 しているか を男女別に分析 してお り、多様な理由で現在の作付け体

系が確立 していることがわかる (表2-6)。

筆者が1996年2月 に訪れた16農民組織では、IIEDの 助けを得て国際農業研究セ

ンター等か ら45品 種 のメイズを導入し農家の圃場で伝統肥料の投入等 とあわせて、参加

型品種選択 (Participatory Variety Selection: PVS) を実施 していた。ジンバブエ

では、高価な トウモロコシのハイブリッ ド種子を農民が買えない こともあ り、集団選抜 さ

れた品種の 自家採取が行われる場合がある。農業生態的にマージナルな環境下ではハイブ

リッ ド品種の特性は充分 には発揮されず平均収量が高 くないばか りでな く、干ばつ年には

全滅 し農民は種子代の借金だけを抱え込む危険がある。それでも雑穀よりも調理しやす く、

また実り始めるといつでも食べ られるので農民は可能な限 りトウモロコシをつくりたいと

考えている。そのため、自らが最適な品種の選択試験 を行っている。 この際外部か らの投

16 国際協力事業団 「サブ ・サハラ.ア フリカに対する農業開発協力のあり方に関する基礎研究」

現地調査
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入が必要な物資に関 し援助の形で持ち込まれている。

訪問 したサイ トは8農 家か らなるグループが、品種と肥料の二要因を組み合わせ トウモ

ロコシ ・ラッカセイ ・ソルガム ・ヒマワリの栽培試験を行 って いた。結果の普及は他のグ

ループ (8ヶ 所サイ トがあ り、それぞれにいくつ ものグループがある) が見学にきてお互

いのノウハウを交換 し、またオープンデイを利用している。回 りの農民が興味を持った場

合はグループに加えるかあるいは新 しいグループを形成する。農民主体 による研究そのも

のが農業開発事業 になってお り研究 と普及が並行 して実施 されている。

表2-6 農民が自身の農地での栽培作物の品種選択をする際の男女別理由

(註1) 10点 満点の10段 階評価 ・データのない部分は対象作物が考慮されなかった叉は

特徴がその作物の選択理由としては評価されなかった。

(註2) Scoones et al. (1996) より抜粋

ここで紹介 したような、個 々の個別戦術的な事例が自然条件や人的資源や組織 ・制度な

どの社会的条件の異なる他地域、他プロジェク トへ適用可能かどうかはさらなる検討が必

要であろう。 しか しなが ら、在来作物品種が栽培され保全されている地域が(自 然 ・社会

両面において)環 境的に脆弱であり、生産性が低いため、生物学的分析はもとよ り、上で

みたような社会学的な見地を含 めた様々なアクターの参加型開発 と従来の遺伝資源事業へ

の農民の主体的参加 と研究機関の行う事業の農民の巻き込みについての試行錯誤の結果を、

今後の農村 開発の中に活か していく必要があろう。

農民を中心 とした地域の多様なアクターを参加に向かわせる経済的 ・社会的 ・文化的な

ものが外か ら投入 されるイ ンセ ンティブであ り、また技術協力もこの一部である。参加型

開発においては、それ らのイ ンセンティブが、対象とされるアクター 自身の価値把握に根
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ざしたものであることが持続可能性の向上につながると考えられている。実際に行われて

いる介在事例の中で、技術志向の開発介入か ら、参加型志向の開発介入への価値転換が ど

のように行われているかは第4章 以降で取 り扱 う。
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第3章 作物遺伝資源管理のための国家 レベル組織制度 と参加

農業食糧のための植物遺伝資源の保全 と持続可能な利用を実現するためには、科学者、

農民とそのコミュニティ、資源が存在する地域の責任者、政策決定者やNGOな ど多様な

ステークホールダーのすべてが関わることが出来る計画および評価 ・調整の仕組みが国家

レベルで必要 とされている (FAO1996a)。 生物多様性条約においても各条約締結国は国家

戦略の策定 と計画の実行が促されている。

立法的な枠組みに次いで, 作物の遺伝的多様性の利用に関して重大な影響を持つのは、

農業経済政策である。化学肥料及び農薬に関する補助金は現在でも改良品種の普及にとっ

て重要である。高投入が行われれば、改良品種はしばしば地方品種より高い生産性 を実現

する。しかしなが ら、補助金 による投入がな くなれば、地方品種は農民にとってよ り魅力

的なものとなる可能性がある。作物の遺伝的多様性の利用に否定的な影響が認められる政

策が多 く存在 している反面,多 様性の利用の奨励に関するものはほとん ど認知されていな

し、(Almekinders 2002)。

FAO (1996a) によると、食糧農業のための植物遺伝資源についての国家 レベルの組織

制度が存在す る国は調査時において57力 国であり、その多くは先進国である。東ヨーロッ

パでは、アメリカや西欧と同様に国家計画に責任 のある研究組織が存在 してお り、先進国

と同様 に育種への利用が行われている。一方で、アジア ・アフリカ ・中南米では多 くの国

が充分な組織制度が未整備なままである。

したがって、本章における参加の評価は、異なるシステムや政策が遺伝資源事業と農民

または住民とのかかわ りをどのように意識 しているかについて も触れるものの、原則的に

は政府やNGOな どの多様な組織がどのよ うな役割 を国の中で演じてお り、作物遺伝資源

の管理に実質的に関与 しているかが中心となる。

対象事例 として3力 国を取 り上げた。まず、社会主義時代か らソ連の影響のもとで積極

的に遺伝資源事業を展開し農業国として発展 してきたブルガリアを取 り上げる。ブルガリ

アは、経済体制の移行下 にあってバイオテクノロジーの優位性 を活かした国家開発に取 り

組んでお り、そのような工業化指向のもとでの遺伝資源の管理政策の位置付けを明 らかに

す る。 さらに、中近東の遺伝資源中心の一つに位置 し、古 くか ら生息地内保全 に取 り組ん

できた トル コをとりあげ、その実態 と課題 を分析することとしたい。最後に国家 レベルの

遺伝資源管理システムが充分形成 されていない後発途上国であるネパールの事例か ら、農

民 自身による積極的な遺伝資源利用の実態と管理におけるNGOの 役割 について分析する。

第1節 ブル ガ リアにおける植物遺伝資源 の保全 と利用17

植物遺伝資源分野の技術協力が効率的 ・効果的に行 うためには、対象国の遺伝資源の状

況のみな らず、 これをとりまく社会条件の分析も必要である。本節では、移行経済国とい

17 本章第1節 第2節 の記述は国際協力事業団の実施 した 「トル コ,ブ ルガリア植物遺伝資

源収集 ・保存基礎調査」(2000.7.18.2000.8.3) に参団 した際の調査を基にしている。しか

し、本稿に示された理解 ・見解はすべて筆者個人のものであ り、国際協力事業団を含めい

かなる団体 とも関係 しない。
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う特殊な状況におかれている、ブルガ リアの植物遺伝資源保全及び利用の現状を、生物学

及び政治経済学的視点から総合的に分析す る。 この作業を通 じて、植物遺伝資源の保全 と

利用にかかる事業の課題 を明 らかにするとともに、今後の事業の方向性について、先進国

による協力を含めて議論したい。

1. ブルガリア経済および農業の概況

1989年 に始まった東欧諸国の体制転換に伴い、ブルガリアにおいて も主要作物の市場が

失われ、農産物 の需用は減少した。また農地の私有化に伴い組織的生産体 系が崩れたため、

多くの作物の作付面積が減少 し、また単収 も社会主義時代に比して減少 し、結果として供

給能力も減少している。一方、政治体制混乱に伴う経済 の低迷のため、他産業 と比較 して、

特に1996年 の経済危機以降唯一の成長部 門として、農業の国内経済における重要性は、

これ まで以上に増している。

国土面積1109万haの うち、耕地が620万ha、 永年草地が17万haで あるが、耕地の

うち約90万haが 未耕作地 となっている (町田2000)。 農業就業者数は1993年 以降増加

し、1998年 には79.8万 人 とな り、就業人口の25%を 占めている (国際協力事業団2000a)。

GDPに おける農業 のシェアは社会主義時代には10～15%で あったが、1998年 には

18.7%に 達 している。 これ らの数値か ら、農業の活性化がブルガリアの経済 にとって大き

な意味を持つ ことが示唆される。

農林省は、生産性の高い民営農業者に基礎 を置 く安定的な農産物市場作 り、農産物の主

要輸出産品の確立 と競争力の向上、農村部における生活 ・労働状態 の向上、EU加 盟への

準備 を主要政策 としている (町 田2000)。

ブルガ リアは、EUと の間で自由貿易に向けたEuropean Agreementsを 結んでお り、

早期のEU加 盟を目指 して、2000年3月 か ら加盟交渉 を行っている。農業関連では、生

鮮野菜等 の市場建設、ブルガリア農産物輸出へのEUク オータ拡大、ブ ドウやハーブの生

産拡大、農地市場の設置による農地利用の活性化などが謳われている。

一方、EUは 、このような加盟準備国に対 しては加盟準備に焦点をあてた援助を行 って

お り、90年 以来行われているPhareプ ログラムに加え、農業 ・農村 開発 に対 しては、農

業構造改革に特化 したSAPARDと いう支援制度を導入 している (国際協力事業団英国事

務所2000)。 ブルガ リアは このいずれもの対象 となってお り、EUと の統一規準の導入が

今後一層進め られる ことが予想される。

2. ブルガリアにおける遺伝資源事業の概況

ブルガ リアはアジアとヨーロッパの境界に位置し、地中海気候 と大陸気候 の境界に位置

する こと、また地形的にも多様性 に富むことか ら生物の多様性 も高い。植物遺伝資源の保

全事業 も農業 を支える資源であるとの観点から、社会主義体制時代 には、旧ソ連の支援 の

もとで積極的に進め られてきた。その歴史、現況及び生物多様性条約 との関連 について整

理する。

<略 史>

ブルガリにおける植物遺伝資源 に関する研究は、1906年 にMalkov博 士によって国内外
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の遺伝資源収集 と評価が行われたことにさかのぼる (Plant Genetic Resources Institute:

PGRI 1995)。 その後研究はサ ドボ (現在の植物遺伝資源研究所の所在地) で実施 されて

いたが、1952年 にはソフィアのブルガ リア科学アカデ ミーの植物育種研究所に植物導入部

門が設置 され本格的な組織的研究が開始された (PGRI1995)。 この名前か らもわかるよ

うに、初期の研究は海外か らの遺伝資源導入 を中心 に実施されていたが、1977年 の植物導

入 ・遺伝資源研究所の設立後は国内遺伝資源の収集 ・保全 も積極的に展開されるよ うにな

った。初期の研究所設立はFAO/UNDPの プロジェク ト (1977-1985) として実施された

(PGRI1995)。

遺伝資源事業の歴史は大きく4段 階に分かれる18。第1期 (1977-1986) は遺伝資源国

家計画の創設期であり、研究システムの構築、各国のジー ンバンクとの積極的な遺伝資源

交換、国際的な枠組みへの参加を主要 目的としていた。第2期 (1987-1990) は事業内容

の決定および研究所確立の時期であ り、具体的には国内のローカルな遺伝資源を対象とし

た こと、科学研究プログラムに重点をおいた こと、 ヨーロッパ内のジーンバンクとの連携

を強化 した ことが特徴である。第3期 (1991-1996) では、国内外の類似研究機関 との機能的

thematicな 協力関係の構築を目標 として、in situ保 全の導入、保全手法の統一、スイス ・

フランス ・スペイン等 との二国間協力の実施を行った。第4期 (1997年 以降) は、ライプ

チ ヒ会議 におけるアクシ ョンプランの勧告 に基づ いて、在来品種 ・育種 された品種 ・

breeding line等 のローカルな遺伝資源の保全、野生種 ・希少種 ・固有種な どの保全、in situ

保全、在来品種のon-farm保 全、バイオテクノロジーを含む新しい評価手法の開発、記録

および情報管理の改善を目標 としている。

<現 況>

植物遺伝資源研究所 を中心 に保存されているベースコレクションのサ ンプル数は1995

年現在、穀物23,616、 豆類6,558、 牧草2,021、 工芸作物3,401、 野菜5,084、 花卉633、

果樹136の 合計約41,000で 、そのうち83%が 外国か らの導入、10.3%が ブルガ リア国内

か らのサ ンプル となっている。他 にin situで は現時点で1,378系 統が確認されている。基

本的に各育種研究所で保存されているのはワーキングコレクションであるが、すべてのサ

ンプルが植物遺伝資源研究所 に送付されているわけではないこと、評価が充分に実施され

ていないためサンプルの重複等が整理されてお らず保存の正確な全貌は明らかではない。

<生 物多様性条約との関係>

ブルガリアは生物多様性条約の批准 に伴い、USAIDお よび生物多様性コンソーシア

ムの協力を得て1994年 に国家生物多様性保全戦略を策定 した (MEW2000)。 これ によ

ると、気候 ・地質 ・地形 ・水理条件の多様性のため、ブルガリアはその面積に比 して大き

な生物多様性 を持つことが確認されている。特 に植物にお いては、固有種の比率が約5%

と他のヨー ロッパ諸国に比して特 に高 くなっている。他の国々と同様の生物多様性に対す

る危機要因のほかに、土地の私有化に伴 う管理の悪化が これまで以上に生物多様性の消失

を促進することが懸念 されている。植物遺伝資源 もこのような生物多様性全体の中に位置

18 2000年7月28日 植物遺伝資源研究所所長よ り聞き取 り。
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づけられている。

農業省の各研究所は植物遺伝資源研究所 をコーディネーター として、生物多様性保全の

実施計画のうち、遺伝資源の科学的側面の向上に参画している19。

<今 後の方針>

現在の植物遺伝資源分野の国家計画 (National Program) における基本項 目は、遺伝的

多様性を減少 させる要因を持続的に制限す ること、国家機関とNGOの 連携等が挙げられ

る。具体的には、ex situ保 存資源のイ ンベン トリー作成、多様な機関で保全 されて いる遺

伝資源の調整、交換のシステム構築、科学的探索の実施、地域協力の実施、情報ネッ トワ

ークの整備 を目指している。

3. 遺伝資源関係機関の状況

植物遺伝資源分野において、ブルガ リアを対外的に代表するのは、国家農業科学セ ンタ

ー傘下の植物遺伝資源研究所であるが、実際には多 くの研究機関が関わっている。

3-1. 植物遺伝資源研究所20

植物遺伝資源研究所 は1977年 にFAO/UNDPの 支援 を受けて設立 され、ブルガ リア第

二の都市プロブディブ郊外のサ ドボにあり、植物遺伝資源に関して国際的にはブルガリア

を代表 し、国内的には調整機能を持つ (PGRI1995)。 この研究所は、ブルガリアの植物

遺伝資源事業が国外か らの遺伝資源導入を重点的に行 ってきた歴史か ら導入 ・植物遺伝資

源研究所 と名づけ られていたが、研究所名から 「導入」の文字が削除され植物遺伝資源研

究所 となった (正式には2000年9月)。41名 の研究者を含む95名 のスタッフが雇用され

てお り、本場は370haの 敷地が あり、そのほかに条件 のことな るSaedinenieお よび

Koprivshtica (標高1,300m) の二箇所 に増殖 のための圃場を持つ。約51,000の サンプル

をex situ保 存 (ワーキングコレクションを含む) してお り、 これ らは-18℃の 条件で保存

されている。ジーンバ ンクのスタッフはキュレーターを中心 に18名 いる。他 にin situ、

in-vitro保 全も行 っている。

研究所の主要目標は、栽培植物およびその近縁種の多様性 を増加させかつ保全す ること、

植物遺伝資源の研究、同定、管理を実施する こと、高収量かつ環境に適応 した品種の開発、

育種及び植物遺伝資源研究におけるバイオテクノロジーの効果的利用の4点 である。植物

遺伝資源研究の他 に、コムギ、ライコムギ、落花生、ゴマ、イネ等 の育種 を行 っている。

植物遺伝資源の関係では、探索収集および交換を通 じた保有遺伝資源の多様化および保全、

遺伝資源の同定および評価、増殖、電気泳動 による評価、ベースジー ンバンクの運営、遺

伝資源の登録、データ管理、利用が任務とされているが、必ず しも活発な活動は行われて

いない。

ジーンバ ンク (シー ドバンク) は20年 以上前に導入 された ドイツ製のものであるが大

19 今回の調査 にお いて も生物多様性保全の責任機関で ある環境水資源省 自然保護局訪問時 に

は植物遺伝資源研究所所長が同席 してお り充分 な調整ができて いることが示唆された。

20 特記す るものを除き、所長 (Rada Koeva氏) お よびキ ュレーター (Siyka Stoyanova

氏) か らの聞き取 りに基づ く。
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きな トラブルもなく研究所のスタッフによって維持管理されている。部 品等もブルガリア

国内の代理店で購入可能であ り、予算が確保 される限 り事業の技術的継続性は確保されて

いる。シー ドバ ンクの責任者は種子生理の研究者であ り、基本的なサ ンプル管理は十分に

行われている。

現在の戦略 として、生物多様性 の国家計画のなかで植物遺伝資源部門の実施、国内の在

来遺伝資源及び野生種 の研究、国内および地域 レベルでの遺伝資源分野の協力関係の構築、

新品種および近代的技術利用による農業生物基盤の確立、耐干性 を中心 とした環境 に適応

した品種の開発、遺伝資源分野の国際的動向の把握およびヨーロッパ地域遺伝資源 プログ

ラムへの積極的参加、遺伝資源利用者 との交換システムの確立、生物学的および景観多様

性の代表的地域における環境保全型農業 と開発のバランスをとる国家お よび地域プログラ

ムの作成等が挙げられている。

これ らの実施に際 して抱えている問題 として、優先度の決定がなされていないこと、サ

ンプルの重複が多いこと、活動基盤 (研究設備) が充分でないこと、評価手段が確立して

いないこと、参加 している科学者のレベル維持が必要なこと、インベン トリー整備が質 ・

量 ともに望まれること等が、所長へのイ ンタビューか ら明 らかになった。

In situ, on-farm保 全については、科学アカデミー傘下の研究所 とも協力してプロジェ

ク トベースで実施してお り、主なものはスイスとの協力で教育科学省が中心 になって行っ

ているものに参加 している。On-farmの 保全については土地の所有者 との取 り決めがある

が、充分な補償等が整備 されてお らず今後の方法整備が待たれている。

予算の状況は聞き取 りの数字が必ず しも納得できるものではなかったが、把握できた傾

向は以下の とお りである。1985年 以前はFAOか らの援助 もあり、100%国 家予算で運営

がカバーされていた。その後国家予算の比率は低下 し、海外 との協力 も含めたプロジェク

ト予算 の比率が増加 したが、それでも必要な経費のすべてを賄 うことは出来ない状況が続

いている。2000年 以降は70%程 度が国家予算でカバー される見通 しとなっている。

3-2. 遺伝子工学研究所21

遺伝子工学研究所は、ソフィア郊外 にある、農業省国家農業科学センター傘下の研究所

でバイオテクノロジー研究の中心的機関である。国内はもとよ り国際的なバイオテクノロ

ジー研究のネ ットワークの中に位置づけ られてお り、東欧における代表的な研究機関 とな

っている。研究所の運営は国際ア ドバイザ リーグループの支援 を受けてお り、 日本か らも

研究者が参画 している。

主要な研究領域は、植物生理、植物 ウイルス学、植物病理、生化学、細胞遺伝、マイク

ロプロパゲーシ ョンおよび分子遺伝である。研究テーマは、植物細胞および組織培養、

in-vitro選 抜、体細胞融合、遺伝子移入、突然変異実験、遠交交雑、分子マーカー、遺伝

子発現機構、遺伝子分離、免疫分析、マイクロプロパゲーシ ョン等である。

1999年 度の予算規模は670,000ユ ーロ (人件費を除 く) で、その内訳はブルガ リア政

府約30%、 国際プロジェク ト約30%、 海外か らの受託研究約30%強 、国内か らの受託研

究数%と なってお り、経済体制移行前の1980年 代 に80%近 くを政府資金に依存 していた

21 特記するものを除 き所長 (Atanas Atanassov氏) か らの聞き取 りに基づ く。
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状況か ら大き く変化 している。今後 とも政府資金の比率が減少 し、海外か らの受託研究が

増加するものと考えられている。現在はイギ リス、アメリカ、オランダ等の民間会社か ら

タバコ、アルファルファの遺伝子組換、バ ラの大量増殖等の研究 を請け負っている。また、

経済体制移行前か ら国際的なプロジェク トを多 く手がけてお り、積極的に国際協力を推進

している。

遺伝資源に関 しては現在自らが作成 した系統 を中心にin-vitroで の保存を行 ってお り、

また遺伝子および酵素レベルでの評価を実施 している。遺伝子工学研究所の理解では、現

在の遺伝資源プログラムでは、1. 適当な分子レベル、細胞遺伝学的生化学的分析が充分

に行われていないこと、2. 効果 的な遺伝資源利用を行 うための情報管理が充分でないこ

と、3. 現存する遺伝資源は伝統的な種子保存が圧倒的に多 く超低温によるDNA保 存な

どは行われていない こと、4. 重要な医療用 (薬用) 植物および希少固有種が充分に保全

されていない こと、が問題点 とされている。

現時点でも遺伝工学研究所 は他の育種研究所 との関係において、細胞および分子遺伝の

技術 を用いた新しい遺伝的多様性の創出 ・供給、分析手法の開発、大量増殖技術の供給な

どで連携 を行っている。今後 このような実績に基づいて、特に遺伝子/分 子 レベルでの遺

伝資源評価を充実させ、よ り一層有効なナショナルプログラムの成立に貢献 していく意向

を持っている。

具体的には、 これまでの遺伝工学研究所の活動に照 らして、既存 の遺伝資源の分子、細

胞遺伝、生化学的評価、DNAサ ンプルの保全、総合的情報管理システム確立、医療用 (薬

用) および希少植物の保全な どに重要な役割 を果たす ことができると考えられている。さ

らに、関連 して教育研修の充実および一般への啓蒙等 も実施 していきたい意向であった。

3-3. その他の研究所

<果 樹研究所>

果樹研究所は、国家農業科学セ ンター傘下の研究所で果樹の研究及び技術開発 ・普及を

担当している。もともと地域の農業試験場としての役割 を担っていたものが、1952年 に果

樹分野の研究所に改組された。現在22名 の研究員が果樹 を対象としたバイオテクノロジ

ー、技術 開発、経済、マーケティング全般の研究 ・普及および苗木の販売 を行っている。

植物遺伝資源 との関連では、1920年 代にバルカン山脈の中でウメ等のコレクションが始

め られたサ ンプルにさかのぼ り、現在は約3,500の 遺伝タイプのサ ンプルを国内外か ら収

集し、保存 して いる。主な樹種は、ブ ドウ、ナシ、マルメロ、ウメ、スモモ、モモ、サク

ランボ、ナッツ類である。1サ ンプルあた り3～5本 の木をin-vivo保 存 しているが、経

済危機に伴う予算不足でサ ンプル数は大幅に減っている。研究所はIPGRIの 行 ってい

るリンゴ、ナ シのディスク リプター作成に参画 して いる。

これ らの遺伝資源を利用 してこれ までに42の 品種を育成してきた。また、苗木を生産

し、研究所の収入を確保 している。現在10台 あるクリーンベ ンチは3台 しか稼動 してい

ないが、稼動 しているものについては大量増殖の研究 ・応用に積極的に利用されている。

<野 菜研究所>

野菜研究所は、1930年 にプロブディブに設立された研究所で、ブルガリアで生産 されて
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いる野菜品種の大部分を開発 している。主に導入育種を行ってきた。

遺伝資源 に関しては、植物遺伝資源研究所の方針に従い国内の野菜品種の探索収集を行

っている。探索収集 されたサ ンプルは増殖の上で保存用は植物遺伝資源研究所へ送 られ、

育種研究用は野菜研究所で保管されている。In-vitroの 放射線育種や胚培養も実施 してお

り、トマ ト、キュウ リ、ピーマン、キャベツ等の育種を行っている。共同研究はイタリア、

フランス、アメリカ、ロシア等 と行っているがすべて個別研究者 レベルでの共 同研究であ

る。 また、民間会社 との連携もあ り、たとえば、日本 とはサカタ種苗 と協力している。

運営費は人件費のみ国か ら配分 されてお り、あとの研究経費は種子の販売等 によって 自前

で調達 している。

<バ ラ ・香料研究所>

バラ ・香料研究所はバラの谷 として知 られるカザ ンラクに存在し、地域の主要産業であ

るバ ラについての博物館を併設する。1907年 から研究が開始され、現在 は1,200サ ンプル

のバ ラを24ヶ 所か ら収集 して保存 ・利用に供 している。組織的には農業省に直属 してい

る。他にラベンダー、ミン ト、パセ リ、ヒソプ、ス ノーフラワー等 も研究対象としている。

1996年 までは薬品や香料 を製造 してお り研究員 も89人 いたが経済危機後の現在 は14人

に減少して いる。主たる研究 の目標は花の収量増加、油成分の増加、害虫への耐性である。

ブルガ リアにおけるバ ラの生産は経済体制移行後95年 まで減少の一途をた どったが、

96年 か ら増加 に転 じ現在は以前の生産量に戻っている。土地所有の問題が大き く、農家が

投資 を行わないため、今後 も生産量の伸びは期待できない。また今後はEUの 品質規準 を

クリアす る必要 もある。

3-4. 政策 ・行政機関

<国 家農業科学セ ンター>

国家農業科学セ ンターは、農業省傘下の研究機関を統括する形で農業アカデ ミーか ら普

及部門を切 り離 して1999年12月 に改組された組織で、動物 ・植物 ・獣医 ・食品に関す る

研究の政策策定及び調整ならびに研究者の人事を担当 している。具体的には科学研究 と政

策を連携させ、農業研究の成果 を商業基盤に乗せる条件を整えることを目標 としている。

大幅な リス トラを実施 してお り、来年までに現在の6,000人 体制を半減させる ことが最大

の課題 となっている。

所長へのイ ンタビューか ら、遺伝資源分野の研究は優先課題となってお り、遺伝資源研

究所を中心に行われてお り、国内外の研究機関と連携 していることが確認された。一方で、

遺伝資源研究の技術が古 くなっている こと、情報システムが未整備であること、資金不足

に陥ってお り国際的なソースを探す必要があることが明 らかになった。

農業開発政策 との関連では、土地の返還 に伴い伝統的なエコシステムの破壊が進み生物

多様性が危機に瀕 していることも認識されている。

研究所の予算は これ までは人件費の大部分が国か らの資金で賄われてきたが、来年か ら

は人件費の一部も自己調達する必要があり、各研究所が独立 して運営される必要がある。

さらに、一部の研究所は個人株式会社 (スタッフが財産 を所有す る) の形式になることが

計画されている。
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<環 境省 自然保護局>

植物遺伝資源の所管は農業省であるが環境省 も生物多様性の視点か ら遺伝資源に関心を

持っている。生物多様性条約に基づく政策 の策定及び実施は環境省 自然保護局が担 当して

いる。また農業および食料のための遺伝資源に関して国を代表するのは農業省であるが、

遺伝資源の定義があいまいになってお り、例えば近縁野生種な どは両省の関係す るところ

である。環境省ではin situ保 全の制度整備 (実際に土地の所有者に対す る補助等は財政状

況か ら実現できていない)、エコ ・ツー リズム、国立公園な どによる保全を扱っている。た

だし、生物多様性保全の国家戦略および行動計画のうち植物遺伝資源 に関わる部分は植物

遺伝資源研究所が担当した。

4. ブルガ リアにおける植物遺伝資源事業の評価

ブルガ リアにおける植物遺伝資源の保全及び利用は、国家農業科学セ ンター傘下の植物

遺伝資源研究所 を中心 に基本的なシステムが存在 しかつ各研究所がそれぞれの任務におい

て植物遺伝資源研究 に関与 している。 また、生物多様性条約との関係では環境省 とセンタ

ー傘下の研究所の連携も確立 している。

特色 として、植物遺伝資源研究所は主 として、伝統的なex situの 方法で種子保存を行

ってお り、遺伝子工学研究所ではバイオテクノロジー中心の研究が行われている ことが明

らかになった。種子生産 ・流通のシステムを明らかにすることが出来なかったため、農家

が どのような遺伝資源 を必要としているかについての直接的な情報は得 られなかった。

一方で、遺伝資源の評価、実験室レベルでの分析、医療用 (薬用) 植物および希少/固

有種の探索保全は必ず しも充分には行われていない。 さらに、評価が充分でなくかつ情報

管理システム (データベース等) の構築も充分ではないためサンプルの重複な どの問題も

抱えている。 この ことが、植物遺伝資源の不十分な利用へともつながっている。以下にブ

ルガリアの現状について国際的な植物遺伝資源の保全及び利用な らびに開発の議論の中で

の評価を試みる。

<Global Plan of Action22か ら見て>

まず、 これ まで遺伝資源の導入に力点をおいていた事業が、国内に存在するローカルな

遺伝資源 の探索 ・収集にシフ トした ことは、ライプチヒ会議の方針 を受 けた方 向転換とし

て積極的な評価が出来よう。項目としては、環境ス トレス ・病害虫 ・生理品質特性の評価

および遺伝子の単離利用がAction Planと 整合 した内容となっている。さ らに、国内の

システムの構築、デー タベースの構築に高い優先順位をつけていることも、現存する遺伝

資源の効率的 ・効果的利用 を実現す る枠組み作 りとして評価できる。

22 Global Plan of Action for Conservation and Sustainable Utlization of Plant Genetic

Resources for Food and Agricultureの 略で、1996年 にライプチ ヒで 開催 されたFAO第4回

植物遺伝資源 に関す る国際技術会議の採択文書。20項 目が優先課題 として採択 されてお り、そ

れらは、In situ保 全 と開発 ・Ex situ保 全 と開発 ・植物遺伝資源の利用 ・事業の機構 と能 力の

確立の4領 域にまとめ られる。国連機関によ り公的にま とめ られた計画 として、各国が植物遺

伝資源分野の政策 を進め る上で参照すべきものとされる。
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<生 物多様性条約か ら見て>

1993年 の条約批准後、速やかに国家戦略の策定が行われ、さらに、2000年 には国家活

動計画が策定された。生物多様性の豊かな地域の国家として、国際社会に対す る態度表明

が明確になされている。これ らの作成にはUSAID及 びアメリカに本拠を置 くNGOが 関

与している (MEW2000)。 植物遺伝資源についても、国家戦略および計画の中に具体的

な担当機関も明示されて記述されている。

生物多様性条約では、多様性を保存することではな く持続可能な形で利用されることが

目的であることが条約の目的 として明確化 されている。ブルガ リアにおいては、植物遺伝

資源が保全されない理 由として、充分な利 用がなされていないことが関係機関に認識され

てお り、条約の理解が進んでいる。

一方で、食料及び農業のための植物遺伝資源の枠組みで予算を国際社会か ら調達するよ

りは、グローバルイシューを前面に出したほうが有利であることを、行政機関は認識 して

行動 している。農業開発の枠組みではなく、あくまでも環境保全の枠組みで植物遺伝資源

を取 り扱 う戦略である。 この点については、現場の研究所か らは積極的な意見は聞かれな

かった23。

<開 発議論 との整合性>

調査を通 じて強 く気づかされた ことは、研究所 において も、農業省にお いて も、最終受

益者 と考 えられる農家についての発言が全 く見 られなかった ことである。ブルガ リアの農

民が どのような品種を要求 してお り、 どのような遺伝資源の利用を望んでいるのか という

問題が、政策 においても、研究においても、少なくとも表面には出てきていない。遺伝資

源が豊かであることは再三言及されてお り、農業開発のための重要な資源 として利用の活

性化が期待 される ことは明言 されている。 しか しなが ら、経済危機の中で数多 くの小農が

具体的に何を必要 としているのかについては、報告 もされていないし、研究 も計画されて

いない。植物遺伝資源が保全されない理由はそれが利用されないからであるとは理解され

ているが、どのように利用するのか という議論は、一部 の商品作物の耐病性育種 を除いて、

表面化していない。

共同生産体制が崩壊した現在、個々の農家が再び生産力を取 り戻すためには、研究と普

及の連携が不可欠であるが、農業研究機関はどこも予算 ・人員ともに不足 している。社会

主義体制下の中央集権的な政策が、少な くとも農業研究の中では継続的に存在 し、参加型

開発等の現在の開発学で議論 されていることが未だ充分に導入されていない。 もっとも、

断言するには、ブルガ リア科学アカデ ミー傘下の社会科学研究機関が農業 ・農村開発 にど

のような視点 を持っているかを確認す る必要があろう。

<市 場経済とのせめぎあい>

23 聞き取 りの範囲では、一般の研究者は、生物多様性条約は環境省の所掌であり、農業関係の

研究所は関係しないという考え方、または、条約は政策であり、研究 と直接関係 しないという

考え方のようであった。ただし、本文でも述べているように、植物遺伝資源研究所の所長は積

極的に関与している。
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前項とも関係するが、 目下ブルガリアの農業政策 にとって最大の課題、目標はEUへ の

加盟である。 この関連で、農業の構造改革が行われ、従来国家予算で賄われて いた農業研

究の予算が削減され、研究者数および研究 内容 も絞 られている。計画では、植物遺伝資源

の保全については、今後予算が増大される見込みであるが、 これも食料 ・農業 のための植

物遺伝資源の観点ではなく、生物多様性保全の一環 としての事業となっている。

一方で、遺伝子工学研究所 のように、研究経費が安価であることを比較優位 として、先

進国の研究機関や企業か ら契約ベースで研究 を受託する戦略 も取 られている。この戦略は、

研究所の生き残 りのためには有効であるが、限 られた施設や人的資源を外国の研究のため

に使用することが、国家開発計画 との整合性 を持ち得 るか どうかは疑問である。

さらに、EU諸 国において、遺伝子組換農産物に対す る消費者の不安が高まる中で、こ

のような受託研究の成果が、ブルガ リアの農業生産物の競争力を高めることには必ず しも

つなが らないことも予想される。

ハーブや薬草植物の遺伝資源探索 ・利用の重要性が認識 され、また、従来か らの重要農

産物であるバラの遺伝資源利用の再活性化も担 当研究機関が期待 している現状か ら、ブル

ガ リアの独 自性を持った研究を活性化させる戦略を国家開発計画の中に位置づけることが

必要である。 この実現のために、短期的に、受託研究でつな ぐのであれば、移行経済にあ

る国の植物遺伝資源事業に対する戦略 として高 く評価できるであろう。

5. 今後 の方向性

ブルガリアにおける植物遺伝資源関係者は、

(1) よ り強力な国家計画の策定、

(2) 分子 レベル ・細胞遺伝学的 ・生化学的な遺伝資源評価の充実、超低温による植物及

びDNAサ ンプルの保全、

(3) 近代的な遺伝資源データバンクおよび総合的情報システムの確立、

の必要性を強 く認識 している ・

具体的な方策 として、

(1) 農業および食料のための遺伝資源利用国際ネットワークの推進

(2) 教育 ・研修の充実

(3) 一般国民の遺伝資源保全 ・利用の重要性 に対する認識の醸成、

も検討されている。

一方で、EU加 盟に向けてすべてのシステムがEU規 準を満たす ことが 目指されてお り、

制度作 りに関 してはEUの 協力が多岐にわたって行われている反面、基礎研究は必ず しも

援助ベースでは行われていない。

急激な経済体制の移行 を経験 しているブルガ リアにおいて、植物遺伝資源の保全及び利

用が効率的効果的に行われていくため には、調整された多様な政策及び資金調達の調整が

必要である。具体的には、農業行政全般、組合化、流通、インフラ整備等 との連携が必要

である。また、農村 における産業の多角化に品種 をどう位置付 けるかが明 らかにされなけ

れば、農業生産か ら見た遺伝資源事業の必要性が担保され得ない。ブルガ リアにおいては、

農業生産が、国際的な分業体制の中で、国家計画に基づいて行われてきた経緯があり、遺

伝資源事業 を所管する農業研究 にお いて も、 自給的な農民がアクターとしては充分に認識
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されていないことが、農民の遺伝資源管理への参加の重要性 を関係者が認識できな い現状

の背景として考え られよう。

農業の構造改革において も、遺伝資源を開発のための重要な国内資源 と位置づけ、かつ

グローバルシステムの中に位置づけられる支援が、国際社会 によって行われることが期待

される。

第2節 トル コにお ける植物遺伝資源 の保全

第1章 で述べたように、従来か らの植物遺伝資源の保全及び利用に関する議論は、生物

学の立場か らの議論 と、政治経済学的な立場か らの議論に別れる。

前者の議論のなかで、最も注 目すべき点は、遺伝資源 をその生息地で保全するin situ

保全と、生息地外で保全するex situ保 全を巡る論争である。一般に食料 ・農業のための

植物遺伝資源は生息地域外で保全 されてきた経緯があ り、現在で も大多数の遺伝資源が主

に先進国または国際機関に設置されているジー ンバ ンクに種子の形で保全されている。 し

かしなが ら、ex situ保 全のみでは十分な保全が行われず、さ らに、生物多様性条約の発効

に伴い、エコシステムまでを含めた多様性 の保全の中に遺伝資源を含める ことが一般化 し

たため、in situ保 全を支持する議論が盛んになってきている。また、in situ保 全は、住民

の参加な しには実現 しないことか ら、遺伝資源事業 と参加型開発 を橋渡 しする可能性 も持

っている。

本節では、以上の背景を踏まえ、植物遺伝資源の豊富な地域 を持つ開発途上国の中で、

比較的保全事業の実施が積極的に行われている トル コを取 り上げる。 トルコでは地球環境

ファシリティーのプロジェク トでin situ保 全 も実施 してお り、生息地外保全と生息地内保

全の両面か ら紹介 したい。

1. トルコにおける植物遺伝資源の位置づけ

トルコは肥沃な三角地帯の北辺に位置 し、新石器時代の遺跡か ら農耕起源地の一つと考

えられている。 トルコに起源を有する作物種が数多 く存在するとともに、人類の移動の中

で トルコにおいて多様性を加えられた (二次中心を持つ) 種も多く存在する。

トル コはそ の地質、地形、気候の多様性の故に植物種の多様性が知 られている。バ ビロ

フの提唱 した栽培植物センターのうちの近東および地中海地域 の2地 域が トルコを含んで

いる。トル コには8745種 の維管束植物が知 られてお り、そのうち2763種 は固有種である。

これ らの多様な植物種および遺伝資源は世界の多くの地域、特に温帯地域の農業および食

料のために利用されている。

特にアナ トリア高地はヨー ロッパ とアジアの架け橋に位置 し、古代か らの交易のルー ト

になった ことか らそれぞれの地域の植物が分布地域を拡大する際の通 り道 ともなっていた。

草本および亜低木の種が質量ともに豊富であるが、その経済的価値が必ず しも充分に研究

されていないために分類 も充分には研究 されていない。

また、 トル コにはいくつかの樹種及び栽培植物の近縁野生種 (コムギ、オオムギ、レン

ズマメ、ヒヨコマ メ、 リンゴ、ナシ、サクランボ、クルミ、クリ、 ピスタチオ等) の遺伝

子センターが存在する。これ らの種はその経済的な価値か ら作物 (穀物、工芸作物、豆類、

飼料作物)、 園芸作物 (野菜、果樹、観賞植物)、 薬用 ・香料作物および森林樹種に分類さ
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れてい る。作 物 に限 って みて も、6種 のコムギ近 縁 野生種 、8種 のオ オムギ 、4種 の ライ

ムギ、6種 のカ ラスムギ が存在 し、さ らに9種 の ヒヨコマ メの近縁 野生種 が存在 してい る。

トル コはステ ップ性 の植 生が一 般的 とな って いるが、 この植 生は これ まで の多 くの文 明

による自然 に対す る人 間の活 動 の結果 として捉 え られ る。1950年 代か らは植 物 の多様性 は

その許容 力 を こえ る開発 の圧 力 に さ らされて お り、そ の保全 は これ まで以 上 に重 要 な問題

とな って いる。主 な圧 力は、農 業活動 、工業化 、都市化 、道路 ・ダムの建 設、植物 の採 取、

林業活 動お よび観光 で ある。 これ らの活動 によ って 生息地 の分断が 起 こ り、多 様性 の減少

を招 いて いる。IUCNの レッ ドデー タブ ックで は、固有 種 の うち8種 が絶滅 、46種 が絶滅

危機 にあ り、183種 が被害 を受 け 易い状況 (vulnerable)、1,701種 が希 少 (rare) 状態 に

ある とされ て いる。

トル コの憲法63条 では、 国が 、歴史 的、 文化 的、 自然的価値 及び資 源 を保護 し、 人々

が行 う保 全 を支 持す る ことが 謳わ れて い る。 さ らに、 文化お よび 自然価 値保 護 のた めの法

律、環境 法、 国立公 園法な どの法 整備 も行 われて きた 。

自然資 源 の保全 は主 と して農 業村落 省 (Ministry of Agriculture and Rural Affairs) お

よ び 林 業 省 (Ministry of Forestry) が 主 管 し て い る 。 エ ー ゲ 農 業 研 究 所 (Aegean

Agricultural Research Institute) が農 業村落 省 の もとでの と くに生息 地外保 全 の中心機

関 とな って 、 中央 作物研 究所 (Central Field Crops Research Institute) をは じめ とす る

他 の地域農 業試験 場 とも連 携 しなが ら植物 の遺伝 的多様 性 の保 全 を行 って い る。環 境省環

境保 護局 (Special Environment Protection Department, Ministry of Environment)、 文

化 省 文 化 自 然 資 源 保 護 局 (General Directorate of Culture and Natural Resources

Protection, Ministry of Culture) や 地方 政府 も 自然資 源 の保 全 に関す る研 究 に関与 して い

るが必ず し も植物 遺伝資源 の保 全 に直接 は関係 して いな い。トル コ 自然保 護協会 (Turkish

Society of Protection of Nature)、 トル コ 自然保全 財 団 (Foundation for Turkish nature

Conservation) な どのNGOも 、特 に環 境保全 と回復 の重 要性 に関す る市民 の啓発 にお い

て重 要な 役割 を担 ってい る。

国 と して の保 全事 業は、1960年 代 に、作物研 究導 入セ ンター の設立 によ って始 め られ た。

その後 、トル コ政府 とFAOと の合意 に基づ き1963年 以来10年 にわ た って遺伝 資源研 究

が実施 され た。 さ らにスウ ェー デ ンの協 力に よって西 南 アジア諸国地 域 にお ける遺伝 資源

保全 の枠 組 み の中で の事 業 も実 施 されて きた。1976年 に国家植物遺伝 資源研 究 プ ログ ラム

が策 定 され 、作 物研究 導入セ ンターはエ ーゲ農 業研究 所 に改編 され、遺 伝資源 研究 の 中心

的役割 を負 い現 在 にいた って いる。

国家植 物遺伝 資源 プ ログ ラム に取 り上げ られて いる重 要項 目は、

(1) 種 ごとの探索 ・収集 の実施

(2) Ex situ保 存 (13箇 所 のフ ィー ル ドバ ンク (薬用 植物 ・果 樹等) を含 む)

(3) 増殖 (in-vitroを 含 む)

(4) キ ャラ クタ ライゼ ー シ ョン、 評価

(5) In situ保 全

(6) On-farm保 全

である。
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2. 生息地外保全の歴史と現状

トルコにおける植物遺伝資源保全の歴史と現状について、生息地外保全 と生息地内保全

にわけてまとめる。まず、生息地外保全について、関わっている主要機関別 に記述する。

<中 央作物研究所>

1928年 に設立された農業総合研究所を母体 としてお り、中央アナ トリア地域の農業研究

と牧草畜産研究 を中心に農業村落省傘下の中心的研究所に位置づけ られている。 トルコに

おける遺伝資源研究においては、エーゲ農業研究所 にある国際的なジーンバンクの補完的

役割が期待されている。1987年 に独自予算でジー ンバ ンクが設立 されているが、国際的 レ

ベルのバンクにしようという企ては現時点で成功していない。研究所では中央地域17県

およびGAP (南東アナ トリア総合開発計画) 地域 を中心 に遺伝資源の収集を実施 している。

対象の種は近縁野生種、栽培種すべてであるが、特にオオムギ、レンズマ メ、飼料作物、

野生コムギに力点を置いている。

ジー ンバ ンクには3名 の研究者が配属されてお り専門は遺伝学で ある。ディープフ リー

ザーを用いた種子庫のキャパシティーは50,000サ ンプルであるが、現在まで約5,000サ

ンプルが貯蔵 されているに過ぎない。

同研究所は1998年 か らバイオテクノロジー研究室の整備 を行ってお り、現在4人 の研究者が コ

ムギ、オオムギの遺伝資源の分析評価 をアイソザイム、たんぱく質、遺伝子のそれぞれの

レベルで行っている。 また、ダブルハプロイ ドを利用 した育種 も手がけている。研究はア

ンカラ大学、中東工科大学生物学科等 と連携 して行われている。

<ア ンカ ラ大学>

トルコにおける遺伝資源研究はアンカラ大学農学部の前身で ある高等農業学院の教授で

あったOsuman Tosunに よって1898年 に始め られたとされている。1998年 には、国

家計画委員会 の認可の下でア ンカ ラ大学に新 しいジーンバ ンク施設が建設された。現在

12,000サ ンプルが保存され、そのうち2,000サ ンプルが発芽力を失っているとのことであ

ったが、サ ンプルの詳細は1987年 の資料以降まとめ られてお らず不明である。ジーバン

クでは-10℃で 長期保存が行われていた。農業村落省 とは直接連携はしていないが、さまざ

まな委員会や研修への講師派遣な どで政策策定や実施に協力を行っている。

関連 して、1998年 にバイオテクノロジーセ ンターが設置 され、トウモロコシ、バ レイシ

ョ、飼料作物の耐病性、虫害抵抗性遺伝子の導入研究が行われている。また、油料作物の

組織培養、薬用植物のマイクロプロパゲーションも行われている。イスタンブール郊外 にあるバイオ

テクノロジー研究機関のTUBITACと の共同研究でコムギの耐干性遺伝子の分離 を行って

いる。薬用および香料作物はその多様性が トルコで確認されてお りこの遺伝資源保全およ

び利用につ いての研究が民間治療法の研究 とともに進め られている。

<エ ーゲ農業研究所>

農業村落省研究総局傘下 にある56の 研究所 に属 し、エーゲ海沿岸地域8県 を対象 とし

た農業研究および植物遺伝資源 にかかる研究及び調整を受 け持 っている。研究所のキ ャン

パスは2,810haの イズミール郊外 メネメンにある本場のほか地域内5ヶ 所に支場が ある。

62



本場には園芸、作物、動物、養蜂の4研 究部とジーンバンクがある。

シー ドバ ンクは長期 (-18℃)、 中期 (0℃) に分かれてお り、 ワーキングコレクショ

ンは4℃で 保存利用されている。種子は含水率5-6%に 乾燥 した後 に、中長期保存は缶

に入れ られ、短期保存はアルミフォイルパ ッケージで保存 されている。原則的に同 じサ ン

プルが中央作物研究所で保管 されている。発芽率は5年 毎 (active)、10年 毎 (base) に

チェックされ、80%以 下になると更新が行われる。

果樹、薬用植物、香料植物等はエーゲ農業研究所を含む13ヶ 所の研究所でin-vivoの 状

態で保存されるとともに、in-vitroで の保存 も研究されている。本場にある果樹のin-vivo

コレクションは植物遺伝資源の教科書に必ず出てくる有名なものであるが、灌漑施設を整

えて充分な管理がなされて いた。

サンプルの特性評価 は植物遺伝資源 プログラムの中で実施されている。評価は育種 プロ

グラムの中で実施 され、各育種研究所が行 い、結果を年次報告書の形でエーゲ農業研究所

がまとめている。

3. 生息地内保全の歴史 と現状

生息地内保全は、特定の機関によって行われているわけではな く、従来か ら、林業省が

国立公園や 自然保護地域を設定し、文化省が歴史 ・自然 ・文化的保全地域を指定するなど

の事業の一部として行われてきた。生息地外保全に関して長年の実績 を持つ トルコである

が、生息地内保全が本格的に開始 されたのは1993年 になってか らの ことである。In situ

保全のパイロッ トプロジェク トは、地球環境 ファシ リティーの枠組みのもとで、国有地の

自然生息地において作物の野生遺伝資源を維持する ことを目的としていた。In situ保 全プ

ロジェ ク トは、調 査お よび イ ンベ ン トリー作成 、ジー ンマ ネジ メン トゾー ン (Gene

Management Zone: GMZ) の設定、データ管理、in situ保 全国家計画の策定、関係省内

および間のキャパシテ ィー強化の五項 目を中心 に進め られてきた (Kaya et al 1998)。

ここでは、特にGMZと 国家計画につ いて触れたい。

パイロッ トプロジェク トには、農業 を担当する農業村落省、森林 ・土地管理を担当す る

林業省および資源管理の戦略を担当す る環境省の三つの省が関わっている。実際のフィー

ル ドにおける具体的なin situ保 全は植物遺伝資源の研究を行っている主 として三つの機

関が主管 してお り、一年生の作物は中央作物研究所 (特にMonococcum, Dicocoides, Vicia,

Lens, Pisum)、 果樹類 (特にクリ、スモモ) はエーゲ農業研究所、樹木は林業省および

林業研究所が担当し、実際の研究を南東アナ トリア研究所、チ ュクロバ農業研究所が分担

している。さらに、遺伝子 レベルでの多様性の分析についてはTUBITACと の連携も図 ら

れている。

調査およびインベン トリー作成を通 じて、 目的 とされる種が確認された場所では、多様

な環境が維持されるように保全地域 (GMZ) が設定され、厳重な管理が為されている。

パイ ロッ トプロジェク トの結果か ら、in situ保 全の対象となる優先種のリス トが作成され

ている。 これ らは、樹木、作物の近縁野生種を中心に多岐にわたる。それぞれの種の繁殖

様式に適 した保全地域 の設定が考察されている。例えば、 コムギのような草本作物の野生

種の場合 には、降雨量、岩の多さ、放牧の状況な ど多様性 に影響する要因を考慮 してGM

Zが 設定されている。設定された地域では、単に放置するのではな く、多年性の種が侵入
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して 目的とする種を淘汰することを防ぐために、放牧 ・刈 り取 り ・山火事の管理が行われ

ている。樹木の場合 は、ゾーン外か ら種子が紛れ込む ことを防ぐとともに、ク リな どの風

媒花 の場合は花粉が混ざることを防 ぐために、周辺地域での栽培種の植え付けを制限して

いる。

In situ保 全 の国家計画では、これまでのプロジェク トの評価の基準、GMZと 他の保全

事業 との連携の在 り方、実施されたパイ ロッ トプロジェク ト以降の野生植物遺伝資源を生

息地内保全実施する計画の概要が議論されている (Firat and Tan 1997)。

パイロッ トプロジェク トを通 じて、各省が個別に行ってきた保全事業を調整する機関の

必要性が明 らかにされた。国家計画 にお いては、GMZの 設定や運営を行 うための地域委

員会 と、それ らの活動のモニタリング ・評価を行う国家 レベルの委員会の設置を提案 して

いる。一方で、法制的には、現行の各種保全地域を指定 している各法律の下で植物遺伝資

源 の保全は可能であるとしている。資金の確保については、国家予算、海外か らの資金 に

加 えて、地方政府や環境汚染防止基金のような他の環境関連資金の振替や遺伝資源利用者

か らの寄付などの新 しいシステムの必要性が言及されているが、具体的な進展は見 られな

い。

この国家計画 には、在来品種の圃場内保全も含まれて いる。 このような事業に住民の協

力が欠かせない ことは認識 されてお り、ワークショップ等を通 じて住民に在来品種の重要

性 を知らせるとともに協力を依頼し栗やスモモの保存 を実施 している。 このよ うな事業へ

のNGOの 参画が期待されている。在来品種の農業における位置づけについては、エーゲ

大学経済学部がエーゲ農業研究所 に協力している。

<ま とめ>

トルコにおいては、植物遺伝資源の保全 に関 して、現場 レベルでは、まだまだex situ

保全のための個別技術または設備の不足が もっとも強く認識されている。 しか しなが ら、

国家 レベルでは上で報告 してきたよ うにin situ保 全を含めた総合的な植物遺伝資源の保

全 が生物多様性条約 との関連 も含めて議論されている。今後はGMZの 管理、ex situとin

situの さらなる連携、保全された遺伝資源の評価 ・利用 に関する事業 の強化及び農民や

NGO等 の新たなアクターのさらなる事業への参加が期待される。

第3節 ネパールにおける植物遺伝資源研究 (国家計画 の代替 としての農民参加) 24

ネパールはその農業生態的な多様性によって作物の遺伝的多様性も大きい。遺伝資源に

関する事業は、農業省、森林土壌保全省、教育省にまたがってお り、人的なつなが りによ

る交流はあるが、充分な国家システムは構築されていない (長峰1999a)。 一方で、NG

Oに よる植物遺伝資源事業が積極的に展開されている (長峰1999b)。

本 節 で は 、 ネパ ー ル で 実 施 さ れ て い る農 民 参 加 型 育 種 (participatory crop

improvement) の概念 と事例を分析する。参加型育種は、遺伝資源の最 も一般 的な保全 の方

24 本節に関する現地調査は2001年8月21日 から30日 までIPGRI、 農業生物資源研究所、

ネパール農業研究会議による共同研究プロジェクトに参加した際に実施した。
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法である生息地域外で保全されていた在来作物遺伝資源 の、公的な研究所 における育種の

素材としての利用とは異なる、本来の生息地 における利用または農民による育種材料 とし

て利用する参加型開発の一手法である (Cooper1993)。

一般にジーンバンクなどに収集保存 された野性植物を含む遺伝資源の利用は、 各国また

は国際農業研究機関の育種研究/事 業 に利用 され、高収量、特定の病害虫への抵抗性、広

範囲の生態系への適応性及び比較的狭 い遺伝的多様性を特徴 とす る改良品種が育成される。

これ らの品種が各国及び国際農業研究機関な どで評価 され各国の農業へ と導入 される。

品種が導入 される場合 には、多 くの国において、品種の登録がなされ、登録された品種以

外の種子の商業的な売買は認め られない。登録された品種は、各国において比較的条件の

良い地域に導入され、大規模な農業経営の中に取 り入れ られ、多投入型農業 のパッケージ

の要素を構成する。 これが、緑の革命などで達成された飛躍的な収量増加をもた らし、国

家 レベルの食糧安全保障の達成 に貢献 した遺伝資源利用のフォーマルなシステムの概要で

ある。

一方で、これ とは別のシステムを構築 して、遺伝的な多様性 を農民が利用する方法 とし

て参加型育種が提案 されてきた (Eyzaguirre and Iwanaga 1995)。 このシステムにお

いては、植物遺伝資源が収集保存されている各国及び国際研究機関のジー ンバ ンク並びに

各農業研究機関か ら育種材料及び技術を、特に在来作物品種の多様性 の存在 した、または

現在 も存在する、条件が劣 り生態系の多様な地域の農民に直接還元 していくことが 目的と

されている。

農民参加型の作物育種に関しては多 くの事例が報告 されているが、ここではネパールの

Local Initiatives for Biodiversity, Research and Development (生物多様性研

究 開発 の地域イニシアティブ: IPGRIと 協力して参加型育種 と生息地内作物遺伝資源

保全を実施しているNGO/以 下LI-BIRD) の自殖作物である稲の例を中心に紹介

す ることとしたい。 ここでは、資料 としてSubediら (1997) の文献を主 として利用する

が、彼 らの目的は参加型育種が 目標 とされる地域の環境 に最 も適応 した品種を作 り上げる

という点 と同時に地域の在来作物品種 の遺伝的多様性 を保全す るのに貢献するというもの

である。

参加型育種のアプローチは次のステップか らなる。

(1) RRA (Participatory Rural Appraisal): 品種育成の目的 とする地域の選定と地域

社会のニーズ (興味) の把握

(2) PRA: ニーズの評価/問 題の概要の把握/優 先順位 の決定/優 良農家の同定/地 域に

おいて一般的に栽培 されている在来品種の同定

(3) FNA (Farmer Network Analysis): 種子 を配付および研究 を実施する際の中心と

なる農家の同定

(4) 目標順位つけ (matrix ranking): 農民の希望する形質の同定/既 存在来品種の長所短

所の同定

(5) 富裕度順位つけ (wealth ranking): 農民を分類 してそれぞれの社会経済的特徴を把握

(6) 育種 (PPB): 材料の決定/分 離系統の選抜 (F2-F5)/目 的とす る環境下での選

抜 (環境 は農民が選択)/す べてのステージでの農民の参加

(7) 普及 (FW: Farmer Walk): 成熟時に遺伝的背景と環境の影響 を考慮して優良プロッ
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トを選抜/個 々の農民による作物形質の嗜好 に基づ く順位つけ/栽 培条件の不均一性の理

解/参 加農民と不参加農民及び育種専門家の間の情報共有

(8) 目標集団による討議 (FGD: Focus Group Discussion): 収穫前後 の評価/成 長 ・

成熟 ・収穫 ・脱穀 ・貯蔵性 ・商品性など様々なステージにおける作物の出来映えの評価/

参加型地域社会評価

(9) 品種普及のモニタ リング: 農家内及び村落内の農家間における新品種の受容率の調査/

種子分配の状況/採 択 ・非採択の理由調査/品 種多様性の評価/種 子増殖及び普及に適 し

た品種の範囲の同定。

これ らのステ ップを踏む背景には、伝統的な中央集権化された試験場における公式な育

種においては、農業生態的に条件が良 く、農業生産投入物の豊富な農業を対象 とした育種

が行われ、国の食糧増産 に貢献してきたが、多 くの農民が住む環境条件の良 くない、また

投入物の少ない農業に適応 し、かつ社会的、文化的、経済的、土壌的、生物的に著 しく変

化に富んだ地域の農民の育種ニーズには充分に応えて来なかったことに対する反省がある。

結果として、農業試験場で育成された改良品種の農民による採択率は必ず しも高いものと

はなっていなかった。筆者がスタッフに行 ったインタビューによると、LI-BIRDに 関わる

研究者は、イギ リス統治時代か らの研究所がネパール政府に移管される際に、 自らの研究

環境が悪 くなることと、ネパール政府の農業研究が必ず しもマージナルな地域に住む農民

のニーズに応えて いないことを憂慮してNGOを 設立 した ことが説明された。

農家が、遺伝資源保全のために在来品種を作 り続けるのは農家にとって何 らかの利益が

認められる場合であることは再三書いてきた通 りである。 ここで生まれてきたシステムの

ひ とつが参加型育種である。 ファーミング ・システムズ ・リサーチと異なる点は、参加型

育種の一つの定義として、農民の育種/研 究への参加と在来品種の育種材料 としての利用

の両方が含 まれる ことが参加型育種の条件であることである。

従来の育種 との決定的な違いの一つ として、従来は育種家が育種の目標を設定 したのに

対 して参加型育種においては農民が育種の 目標を決定または決定の過程に参加することで

ある。 この作業はPRAや 目標の順位つけの中で行われる。 効果的な育種のためには、

この時に通常のPRAだ けではな く、生物学的な調査が並行 して行われ る必要がある。 参

加型育種のシステムは伝統的な育種 と対立するものではな く、協調 し相互に補完出来るも

のである。

実際の育種の過程 (上の過程 (6)) への農民の関与の度合いは事例 によって異なる。最初

の育種材料の選抜か ら農民が加わる場合もあるし、F7あ たりまで分離固定 したものを農

民が自らの圃場で栽培 し選抜する例 までが報告 されている。いずれの場合 も参加する農民、

特に中心 となる農民 と育種専門家の連携が重要 となる。

参加型育種は二つに分類され、第一の相談型 (consultative) は農民にニーズの聞き取

りは行われるが育種は試験場で行われ、この場合も育種 目標の決定にどこまで農民が関わ

るかが成功する育種の決定的な要因とな り、第二の協力型 (collaborative) は農民 と研究

者が ともに協力して全体の育種過程を実施す る。 この二つの分類は次に議論する従来のフ

ァー ミング ・システムズ ・リサーチ とその新 しい試み との違いとパラレルな関係にあるこ

とに注目したい。 どのような形で行われるかは育成された品種が どのように採択され、拡
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大していくかに大きな影響を与える。

参加型育種の一形態である参加型品種選択 (Participatory Varietal Selection) の結

果ネパールの山岳地域農村に導入 された稲 のchaite品 種群 (1989-90年 当時遺伝的に

均一性が高いことが判明 していたため5品 種が新たに外部か ら導入 され農家が選抜 を行っ

た) は、発芽、生長、分けつな どで優れていることで選択され、収量も優れたものであっ

たが、その採択 にあたっては、農民は作付け期間や脱穀の難易度、精米効率などの農学的

な形質はもとよ り、 調理後の品質な ども含めた総合的な評価で受 け入れ られた ことが調

査の結果わかっている (Joshi et al. 1997)。 また、これ らの品種はある程度肥沃な土壌

を必要 とするためすべての農家が受け入れることは出来ず、結果的に品種の遺伝的多様性

は拡大 した。

在来作物品種の持つ遺伝的多様性を農家の圃場、すなわちその生息地で保全するために

は、その在来品種を栽培す る農家にとってメリッ トがなければならず、一つは品種そのも

のの遺伝的組成は変えないで他の栽培方法の改良などで増産 を図る方法が考え られるが、

それ と同時に考 えられる手法がここで述べてきた、育種によって外来の遺伝子 を組み込ん

だ形で在来品種の遺伝的多様性 を可能な限 り保全す る方法で、 この場合参加型育種が大き

な可能性を提供 している。

在来品種 と改良品種が交雑 されるときの育種 目標は、農家にとって利益があり、かつそ

の特定の地域 の環境に適応 している遺伝子が保全されることであ り、これは生息地内保全

の戦略に類似しているといえよう。具体的に地域の環境に適 し、病害や寒冷に強い在来品

種に、外来の種子の色 (米の場合白色が好 まれる) を導入したMachhapuchhre 3品 種

がネパールにおいて人気を博 し、地域の遺伝資源を保全しつつ、農民のニーズに応えてい

る例 となっている。

表3-1 公式の伝統的育種と農民による参加型育種の特色

資料: Cooper 1993を 基 に筆者加 筆
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他にも参加型育種の長所として、育種に要する期間が公式の育種 と比較 して極めて短い

場合があること (選抜育種の場合) 及び育種材料提供源 を過度 にジーンバ ンクに依存す る

ことか ら脱却 して農民が自らの圃場で管理す ることの可能性があることなどが挙げられて

いる (Cooper 1993表3-1参 照)。

1997年 に現地調査を行 った長峰 (1998b) は、LI-BIRDの 活動に対 して、ネパール政

府側研究機関が材料提供は行 うものの、事業の評価 に関しては静観 しているという観察を

報告している。2001年 時点でも、IPGRIを 仲介者として協力は行われているが、ネパー

ル国内で積極的な制度的協力の構築に至ってはいなか った。今後、技術協 力及び資金提供

をしているIPGRIの 評価が待たれる。

第4節 本章の まとめ

国内の農業研究及び開発プログラムは農業政策の実施において重大な政策的手段 となっ

ている。 また、国内の食糧安全の向上及び輸出の増大 という目的により, 近代品種及び換

金作物の開発が促進 されている。しか しなが ら、国内の農業研究及び開発は農民のニーズ

を把握 し, 彼 らの種子供給 における知識及び能力や彼 らの 「農業 における生物多様性」及

び種子供給の維持への貢献を再確認す る必要がある。そ して、農業研究及び開発は, その

成果が効果的に開発及び貧困の緩和に寄与するためには、その研究課題に参加型開発の視

点が組み込まれることが期待 される。

従来の社会主義的な中央集権的研究制度 を基にして、EU加 盟への準備の中で市場経済

に統合 されるブルガ リアは、近代育種を中心とした研究所における遺伝資源利用を重視し

ている。同様に、ヨー ロッパに近 く遺伝資源研究の長い歴史 を持つ トルコであるが、研究

所内に留まらず。生息域内保全に取 り組んでいることが注 目される。ただし、 トルコの場

合、地球環境ファシリティー等の外部資金 によるインセンティブを利用 してお り、地域住

民の自律的参加のしくみは確認されていない。

国家が、充分な政策、組織制度を持たない後発途上国であるネパールでは、むしろ公の

研究機関が弱体であるがゆえに研究者がNGOを 設立 し、国際研究機関とも直結する形で

技術情報 と遺伝資源の両方を入手 しつつ、農民の参加 を図っている。国家機関に代替する

組織制度の可能性 として注 目できる。 これを可能にした要因は今回充分 には明 らか に出来

なかったが、少なくとも、NGOと 政府部門における研究者の人的ネッ トワークと、ネパ

ールにおける農業研究分野のNGOの 台頭 とIPGRIを はじめとする国際機関における

開発におけるNGOの アクター としての重要性の認識の時期が重なった ことの2点 は、理

由として挙げ られよう。
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第4章 作 物 遺 伝 資 源管 理 とNPO

地域社会の開発における様々な公益的ニーズをいか に効率的に効果的に供給 していくか

は、地域 開発の問題を論ずる際の重要な課題の一つでる。住民による主体的な参加型開発

を実現す るためには多様な組織の介在が必要である。 これは持続可能な社会を実現する議

論にもつながる。これまでは、政府 と企業が開発を担 う主体として大きく取 り上げ られて

きたが、現在はこれ らに加え、 自発的な市民組織である非営利 ・非政府の組織の重要性が

注 目されている。すなわち、サー ビスの供給者の一つ として非営利市民団体 (Non-profit

Organization: 以下NPO) の役割が注 目されてきている (電通総研1996)。 地球サ

ミッ ト以降、わが国でもまた途上国を含めた海外で も多 くのNGO・NPOが 環境分野で活

動を行ってお り、生物多様性の管理においても、主体的な行動を取 っている組織が増えて

きている。

一方で、 開発途上国における開発援助行政に関する研究においては行政とNPOが 「乗

り気のしないパー トナー」 とも称されてお り、開発 において対象となる住民、行政とNP

Oの 関係が必ずしもうまくいっていないことが指摘 されている (Farrington et al. 1993)。

確か にNPOは 、新しい開発の考え方、特 に社会開発や人間開発の潮流の中で、主要なア

クター として大きな期待がかけ られている。 しかしなが らNPOが 社会のシステムの一翼

を担っていくためには、NPOが 地域開発、特 に地域の自主性を活か したいわゆる内発的

発展を助長する新しい介在組織であるのか、それ ともそれは単なる机上の仮説であるのか

について具体例か らの議論が必要 となっている。

農民や農耕集落における自発的な植物遺伝資源の保全や管理は栽培植物 の歴史とともに

古 くか ら存在する。先進国で教育を受 けた研究者や公的な研究機関な らびにNPO関 係者

が このような組織制度を活用す ることが効果的な生物多様性保全の方法であることに気づ

いたことが新 しい視点である (Friis-Hansen et al. 2000)。 特に、農耕的にマージナル

な地域における多 目的に利用 される品種や (経済的に) 価値の高 くない品種の圃場内管理

について多 くの事例が報告されて いる。

従来の公的な機関や企業における育種素材 としての遺伝資源のとらえ方では、金銭的な

利益配分 を中心としたグローバルなシステムの存在 を前提としないと、生物多様性条約が

目指す植物遺伝資源の利用と公平な利益配分 (access and benefit sharing) の議論の

進展が困難である。しかしなが ら、世界中で行われている農民による遺伝資源の利用を前

提として、多様な外部機関が介在組織として様々な事業 を支援 してい くようなシステムを、

地域に確立することが出来れ ば、地域における遺伝資源の循環が可能にな り、グローバル

システムの中で多様な遺伝資源利用と非金銭的利益配分を通 じた開発の可能性が生まれる。

本章では、農業における生物多様性の管理において、NGO・NPOが どのような活動を

しているのか、またその長所短所はどのようなものか、既存の他のセクター特に政府や国

際機関との関係はどのようになっているのかについて、アイルラン ドにおいて在来品種再

導入 と探索 ・保全 ・配付を行 っているシー ドセイバーズを事例に分析 し、国際協力におけ

るNGO関 与の可能性を検討す るために必要な知見 を得る ことを目的とする。

あわせて、補論 として、NPOに よる地域資源管理 と多様なアクターの関係をスコッ ト

ラン ドナショナル トラス トの事例か ら考察する。地域住民のニーズと地域外の多様なアク
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ター とを結びつけ、様々なインセンティブを提供する介在組織 としてのNPOの 可能性に

ついて検討 したい。

第1節 アイル ラン ドにおけるNPOに よる植物遺伝資源 の保全 と利用

国際植物遺伝資源研究所 (IPGRI) のヨーロッパ協力プログラムにお いては、農場にお

ける植物遺伝資源の管理に関 して、農民の知識や農民の望む形質についてのデータベース

の構築および、各国の遺伝資源 プログラムの中に公的研究機関や民間企業以外のインフォ

ーマルセクターの積極的な参加の必要性が認識されている25。本節では、アイルラン ドの

非政府非営利組織 (いわゆるNPO) であるIrish Seed Savers Association (以下ISSA

と略記す る) に焦点をあてて、農民参加型の植物遺伝資源の管理におけるインフォーマル

セクターとしてのNPOが 関与する際の実態と、そのような組織の存在が持続可能な開発

にどのような貢献をしているのかについて分析を試みる。

1. アイル ランドにお ける植物遺伝資源の状況 と保全26

アイル ラン ドの農用地のほとんどは草地 として利用 されている。 このような草地では、

近代的な品種が導入 されていない地域 も多 く、今後の育種材料を提供する可能性を持って

いる。主要な食用作物であるバ レイシ ョも多くの伝統品種が存在する。 リンゴや ライムギ

の伝統品種の保全も含めて、ISSAが 農業食料森林省 と協力してネ ットワー クを構築 して

いる。

アイル ラン ドにおいては、 これまでは系統的な生息地内保全は実施されて こなかった。

歴史的には、芸術文化省傘下の国の機関である国立公園野生動物サービスが、自然遺産 に

関する政策策定の責任 と、保全地域の指定、運営、保全管理等 を行なっている。従って、

アイル ラン ドにおける遺伝資源の生息地内保全は、特定の種や作物 を対象としたものでは

なく、地域 を決めた形での保全のみが行われていた。

その後、1976年 に制定された野生生物法 (act) と、1987年 に制定された植生保全条例

(order) によって、アイル ラン ドの動植物がその生息地 において保護されてお り、植物に

関 しては、68種 が保護の対象になっている。森林に関 しては、特 に樫類と トネ リコ類を中

心に在来種の保全事業のための研究が行なわれている。

生息地外保全は、主に育種事業 との関連で、ワーキングコレクションが いくつかの研究

機関で保存 されている。アイルランド原産種に加えて、伝統品種や育種家の品種 も保存 さ

れてお り、多 くはパスポー トデータ27とともに、EUの 各作物別の関連するジー ンバンク

へ長期保存のために送付されている。バ レイショの保存は圃場で行なわれてお り、毎年更

新を行なっているが、多 くがウイルス感染をしている。In-vitro (試験管 内) での保存が

必要 とされているが、予算等の制約か ら実現 していない。

25 1998年 に開催 されたIPGRIシ ンポジウムでは、スイス、英 国、グル ジアな どにおけるイ ン

フォーマルセ クターの事例が報告 され、決議が採択 され た。(Gass et al. 1999)
26 この項は主 としてDepartment of Agriculture, Food and Forestry 1995の レポー トを も

とに、現地 での聞き取 りを加えて記述 している。
27 遺伝資源 収集 の際 に記録 されるサ ンプルに関す る情報。収集場所 、日時、品種名、栽培 の状

況な ど。
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農業食料森林省はギネスと協力 してアイルラン ド原産のモル トオオムギと育種家の系統

を保全 している。 これ らは育種に利用 されている。

本論の中心課題で あるNPOに よる遺伝資源保全は、1994年 に開始された歴史 ・文化遺

産保全に関する政府資金を用いて、ダブリンにあるTrinity Collegeの 植物園に貯蔵庫 を設

置してジー ンバンク事業が実施 されている。 ここには1997年 までにアイルラン ドにおい

て絶滅の危機 に瀕 している59種172サ ンプルが保存されてお り、アイルラン ドレッドデ

ータブ ックに記載 されている絶滅危機種 の50%を カバ ー している (Waldren et al

2000)。

1996年 のライプチ ヒで開催 された植物遺伝資源 に関するFAO会 議の時点では、国全体

の植物遺伝資源事業の調整機関が存在 してお らず、生息地 内保全、生息地外保全 ともに充

分な事業は行なわれていなかった。この状況はその後も特段好転 してお らず、2001年2

月に筆者が訪問した時にはTrinity Collegeの ジーンバ ンクもディープフリーザーが1台 フ

ル稼動 しているだけで、決して満足のいくものではない。

2. Irish Seed Savers Associationの 現状28

2-1 設立の背景 と現状

ISSAの 活動は、アメリカか ら移住 してきた一人の女性Anita Hayesに よって1991年

に始め られた。ISSAの 事業 目的はアイルラン ドにおける伝統的な果樹および野菜品種の

発見 (栽培 されている場所 を見つける) と保存 (preservation) とされている29。ISSAは

前述したTrinity Collegeと 協力 してジーンバ ンクの運営 を行ってお り、このジー ンバン

クを通 じて商業的には流通 していない野菜の伝統品種の配付を行っている。また、伝統的

なバ レイシ ョ品種の配布ネッ トワークも形成している。 このような遺伝資源は、ISSAを

通 じてそのメンバー間で交換され、生きている農業伝承を保全、継承しようとしている。

このような事業が商業的に行われて いないのはEU共 通の品種登録に関す る法律が共通

農業政策 のもとで施行されているか らである。登録には、品種の新奇性、優良性、安定性

を証明しなければな らず、多 くの伝統品種はこの条件を満たす ことが困難な ことと、企業

が費用 をかけて登録をするだけの流通量を持たない ことか ら登録 されてお らず、従って一

般に売買する ことはできない。 しかしなが ら、会員組織の中で交換することは現行法のも

とで認め られてお り、ISSAは このような仕組みを利用 して伝統品種の普及を行っていく

ことを目指している30。

ISSA事 業の最大の目的は、アイルランドの文化的、遺伝的遺産 (heritage) を一般の人々

の手に運ぶ こととされている。さらに、メンバーが このような活動の世界的なネッ トワー

28 現地調査 は、久留米大学産業経済研究所の助成によ り、2001年2月22日 か ら3月1日 にか

けて実施 した。
29 Irish Seed Savers AssociationのConstitutionに 明記 されてお り、また会員募集な どで も説

明されている。
30 共通農業政策 を実施 し、多 くの伝統的品種 を商業的な流通か らはずす仕組みを提供 してきた

EUが 、後に述べ るように様々な形でISSAの 助成 を行 っている ことは皮肉である。 同時 に、

NPOが この ような資金 にアプローチす ることは、そ の経営戦略 として興味深い。
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クに連なることの利益は、地球か ら消え行 く遺伝資源を実質的、実際的な方法で保全 して

いく責任 と喜びにあずかるチ ャンスを得る ことであると説明されている (ISSA2001)。

栽培上のよ り実際的な観点か らは現在の種子産業の問題点が指摘されている。アイルラ

ン ドで商業的に流通 している種子の大半が中央アメ リカまたは北アフリカ等の乾燥地で採

種されている。 このような、アイルラン ドとは大きく異なる条件下で生産 された種子がア

イルラン ドにお いてその遺伝的特性を充分発揮できるとは限 らないため、ISSAは 伝統品

種の生産配付に加えて、商業的に流通 している品種のアイル ラン ドにおける採種 も実施 し

ている。

現在会員数は約3,000人 である。アイルランド最大のNPOと いわれている野鳥の会の

会員数が約5,000人 で、北アイルラン ドを含めた島の人口の0.1%と なってお り、ISSAも

当面の会員獲得の 目標を5,000人 としている。2000年 度の会費は一般が15ポ ン ド、年金

生活者および失業者が7.5ポ ン ドとなっている。主な会員は30歳 か ら55歳 ぐらいの小規

模の農業者である。アイルラン ドでは、一部の大規模なアグリビジネスを除いて若い世代

が家族で営んでいる農業を引き継がない傾向が見 られることや、農場労働者の高齢化が問

題 となっているが、ISSAの 会員層は小規模農場主や家庭菜園を営む人々が中心となって

いる。

2-2 現在の組織

現在ISSAに は創始者のAnitaを 含めて2名 がパー トタイムの有給のスタッフとして雇

用 されている。他に15名 のスタッフが形式上雇用されて いるが、これ らはすべてアイル

ラン ド政府の失業対策事業のプログラムを利用している。 このプログラムはコミュニティ

雇用スキームと呼ばれ、14名 のスタッフが雇用 されてお り、彼らとは別に1名 がプログラ

ムを運営するためにフルタイムのスーパーバイザー として雇用されている。実際には、 こ

のスーパーバイザーはISSAの 経理 を実質上すべて任されてお り、ISSAに とっては1名

分の人件費を政府 に肩代わ りして もらっていることになる。

組織の意思決定は理事会によって行われる。理事会のメンバー リス トは入手できなかっ

たが、聞き取 りではISSA事 務局か ら創始者Anita、 会員 (農民) の代表、農業省の遺伝

資源担当、大学関係者か ら構成されているとの ことであった。会員の代表者は、同時 に

ISSAの 事業の重要部分である種子の増殖事業の実施者でもある。

2-3 ISSAが 取 り組んでいる主な作物

ISSAが 扱 っている作物は多岐にわたるが、主要なプロジェク トでは在来 リンゴ品種の

収集 と記録、伝統的にアイル ラン ドで栽培が行われていたが現在は栽培が放棄 された稲科

穀類植物の再導入である。簡単に描写したい。

<リ ンゴプロジェク ト>

考古学資料か ら、 リンゴはアイルラン ドの人々の生活 に3,000年 以上前か ら利用されて

いたことがわかっている。特に近代においてはアイル ラン ドの特殊な気候に適応 した多 く

の品種が 開発 されてきた。

1993年 か ら始め られた リンゴプロジェク トでは、北アイルラン ドを含めて、島中の伝統
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品種の収集 と所在記録記載が行なわれた。ラジオニュースや会員によるロコミな どを通 じ

て リンゴプロジェク トが宣伝され、まだ収集 されていない品種があるという情報が得 られ

ると秋の実をつける季節に踏査が行われる。まだ収集されていない品種であると同定され

た場合は、翌春にもう一度現地を訪れて穂木として二本の切 り枝を採取 して持ちかえる。

これ らの切 り枝はUniversity College Dublinに 送付され、果樹の専門家の手で評価のう

え、 これまでに収集 されていないことが判明す ると、保全の対象 とされ る。現在までに多

くの絶滅の危機にある古木か ら穂木が採種され、University College Dublinに ある農場で

ナショナルコレクション31として保全されている (ISSA2000)。 実際、一つの品種はISSA

によって収集されたその夏に倒れてしまった こともあ り、貴重な遺伝資源がISSAの 活動

によって救済 されていることが明白になっている。ISSAで は、これ らの品種の中か ら有

望なものを選択し、本部のあるClare州 の圃場で苗木を生産してお り、会員に配付を開始

している。

2000年 現在、94品 種が種苗配付のカタログに掲載 され、会員か らの配布希望 を受け付

けている。イギリス、フランス原産でアイルランドでの適応可能性の高い品種 も含まれて

はいるが、そのほとん どは基本的にアイルラン ド起源である。 これ らのリンゴは料理用、

生食用、それ らの両用、サイダー用、果汁用に分類 され、また果実の付 き方や根の付き方

についての特徴が分析の上説明されている (ISSA2000)。 根の付き方 というのは、通常

リンゴの木は、台木に接ぎ木することによって栽培 されるが、アイルランド起源の一部の

在来品種はself-rooterと 呼ばれ、挿 し木か ら発根 しやすい特徴を持 っている。接ぎ木する

こと無 しに自分の根で育つことができるということは、栽培上有利な形質となっている。

さ らに、 このような性質は果樹栽培の歴史の解明につながる可能性もあ り、研究上も貴重

なサ ンプルとなっている。

これ らの苗木の配付 を受けた会員は、その木の生長力、耐病性や食味などを含めた特徴

について栽培の過程で気のついたことを報告す ることが促されている。

<稲 科穀類プロジェク ト>

穀類プロジェク トは、リンゴプロジェク トとは異な り、既にアイル ラン ドか らは消滅 し

た品種を国外のジー ンバンクか ら研究用に入手 し、増殖の上、国内での保存 と会員への配

付 を行なうことを目的 としている。

中味は、その財源の関係か ら少なくとも二つに分かれて いる。一つは トラス トが政府の

歴史文化遺産保全関連部局や農業食料農村開発省 (旧農業食料森林省) か らの助成金で実

施 しているものにISSAが 協 力してお り、もう一つはISSAが 会員への配付を目指 して増

殖 をしているものである。いずれにしても、両 プロジェク トに関わっているアクターは、

ISSAを 中心にして著 しく重なっており、今回の調査では、両プロジェク トの厳密な境界

は明らかにはできなかった。

文献やインタビューした相手によって得 られた情報は若干異なるが、プロジェク トの大

まかな流れは以下の通 りで ある。エンバク、コムギ、オオムギな どの品種 を各50粒 か ら

31 このナシ ョナル は、ナシ ョナル トラス トな どと同様 国家 とい う意味 はな く、国民のという意

味合 いが込め られて いる。
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5gず つ入手 し、ISSAの 契約した圃場で栽培を繰 り返 して2kgの サ ンプル を作る ことが

当面の目標であった。契約 した農場ではISSAの 会員である農民が これ らの栽培 と採種を

行ってお り、必要に応 じスタ ッフやボランティアが労働力を提供している。 これが達成 さ

れると、1kgをTrinity Collegeに ある 「アイル ラン ドの絶滅の危機 にある植物遺伝資源

のためのジー ンバンク」に保存用に送付され、残 りの1kgはISSAが 会員への配付 に使用

することとしている。これまでに約50品 種の増殖が手がけられ、すでに一部は保存のた

めにジーンバ ンクへ送 られている。さらに、増殖 を繰 り返 し、保存や展示用ではな く、実

際の圃場での生産 目的の栽培用に配布 される種子 も準備 されつつある。

例えば、Sonasと 呼ばれる秋播きのエンバクの品種は1911年 に育種されたアイルラン

ドの気候 に適 したleaf stripe耐 病性の強い品種で、最初5gを 入手し、3年 間にわたって

ISSAの スタッフによって増殖が行われた。これ らの栽培は有機的に行われているために、

除草や鳥害対策はすべて人力に頼っている。季節にも左右されて必ず しも順調に行ったわ

けではないが、4年 目の2000年 には約100kgの 種子を収穫 した。 これによって、部分的

ではあるが、興味を持った農家への配付が可能 になった。また、地域の農業大学において、

圃場 レベルで低投入条件下の栽培試験が行われ、ワラおよびモミの収量および品質の検定

が行われている。有機農業の展開にしたがって、家畜の敷き藁 にも有機栽培の ものが必要

とな り、試験の結果十分な成果があげ られれば、伝統品種を活か しかつ経済的にも持続可

能な小規模農業 を展開する可能性が期待されている。

より文化的色彩の強いもの としては、アラン諸島において栽培されているライムギがあ

る。 ここでは、住民はライムギを一義的には屋根 に葺 く材料 として栽培 し、同時 に家畜の

飼料にも利用 している。何世代 にもわたって、種子が 引き継がれてきたが、栽培する人が

いな くな り、一部は野生化 しているものもあった (Department of Agriculture, Food and

Forestry 1995)。 これ らの種子を収集、増殖 し、島の農家に戻すことによって、屋根の葺

き替えを行 う農家の必要を満たす ことが期待されている。

これ らの資金は、恒常的なものではないため、ISSAは ほとんど毎年資金獲得のための

企画書の作成を強いられている。

2-4 他組織 との関係

ISSAの 会員数は現在3,000人 に達 してお り、NPOと してはそれな りの規模 を持ってい

るが、ISSAが これ らの事業 を独 自に展開できるわけではないことはスタッフに十分に認

識 されている。ここでは、ISSAが 他の組織 とどのような関係を持っているかについて、

まとめてみる。

<EU政 府との連携>

ヨー ロッパの条件不利地の農業及び農村開発 を議論する場合、その資金源 としてまず考

え られるのがEU政 府である。共通農業政策の初期には条件不利地域への助成 は、そ の必

要は認識 されながらも大きな課題 とはなっていなかった。旧ECが 、条件不利地への援助

を開始 した当初、まず地域的にその対象 となったのが地中海地域をのぞけばアイルラン ド

が最初であった (Fennell 1997)。

現在EUの 予算の中で共通農業政策 についで、構造政策のための予算が大きな割合 を
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占めている。構造政策の中で、コミュニティ事業分野があり、 これは欧州 に共通するテー

マについて、新しい方法論の開拓を通 じて問題解決に貢献 し、そ こか ら得 られた知見や技

術を欧州全体に普及することをね らいとしている。 この中に、通称LEADER事 業32と呼

ばれるものが含まれ、 これが農村地域での開発プログラムに使用されてお り、多様な地域

団体や組織が申請を行 うことが出来る。

ISSAは 、このLEADER事 業か ら補助 を受け、その本部である事務所の建物の建設を行

った。それまでは、創始者の自宅の台所が、作業場兼オフィスとして利用 されていたが、

NPOが 、EUの 資金 にアクセスできることによって、事業拡大に対す るハー ド面での充

実を図ることが可能 になった。

また、ISSAは 、EUが 新たに導入 しようとしている有機農業に関する政策 も意識 して活

動を行っている。2003年 に導入される予定の有機農業の新 しい規定では、有機栽培をされ

る作物の種子自体 も有機的に採種される必要がある33。この新 しいシステムの導入にISSA

が参画する ことを通 じて事業の拡大を模索 している。

<ア イルランド政府 との関係>

これまで も述べてきたように、アイル ラン ドには国家レベルのジー ンバンクは存在 しな

い。植物遺伝資源 に関す る1996年 のFAOラ イプチ ヒ会議に提出されたカ ントリー レポー

トが、実際 にはNPO34の 手によって作成されていたことが、今回の調査であきらかになっ

た35。政府が国家 レベルの事業を直接実施できないような条件下では、ISSAの ようなN

POが 、 どのような形で政府 と連携 していくかは、その 目的である貴重な資源の保全と利

用の推進には重要な課題である。

実際 に、ISSAは 、その姉妹団体 ともいえるアイルラン ド植物遺伝資源保全 トラス ト

(Irish Plant Genetic Resources Conservation Trust: IPGRT) と共同して、様 々なプロ

ジェク トを政府か らのグラン トや受託で実施 している。また、ISSAの 理事会には農業食

料農村開発省か らも代表が加わっている。ただ、 これ らの関係は、現時点では、事業は単

年度の契約ベースであり、政府か らの理事会等への参加者は個人的な関わ りに留まってい

る。

直接保全とは関係ないが、ISSAと 政府の関係を論じるときに重要 となって くるのが、

32 井上和衛1999pp.16-21参 照。この文献は、LEADER事 業全般を紹介 した 日本語文献で、

アイル ラン ドの事例 も豊富である。なお、LEADERは 「農村地域における経済 開発のための

活動 の連携事業」 というフランス語'Liasons Entre Actions de Development de 1'Economie

Rurale' の頭 文字 をとった もので ある。アイル ラン ドにお けるLEADER事 業 はEUに も高 く評

価 されてお り、農村 コ ミュニテ ィーが自分 自身の地域 の開発 に直接 関わ ることができるボ トム

アップの哲学が成功の大きな理 由である とい う担 当大臣のコメン トも引用 してい る。P.143-144

参照。 このようなイニ シアティブにISSAが 深 く関わっている。
33 Powers (2000) はその新 聞記事の中で、共通 リス トを導入 して、在来種 を追 い出 したそ の

EUが 、有機農業 の推進 を通 じて、在来品種の保全 と利用を促す システムを推進 しよ うとして

いる と、やや皮肉っぽ く解説 している。

34 FAOやIPGRIの 文献ではNGOと い う名称が使われて いるが、本論では特に非 政府で ある

ことを強調す る必要がある時 を除いて、NPOを 使用す る。
35 Dr. Stephen Waldren, Botanic Garden, Trinity Conegeか ら聞き取 り。Dr. Waldrenは

IPGRTの 中心 メンバーで もある。
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政府の失業対策/雇 用助成プログラムである。このプログラムのもとでは、ある組織が失

業者を雇用する場合、政府が失業保険に一定割合を上乗せする形で賃金を負担する。失業

者は、週20時 間の労働を雇用先の組織で行 うとともに、将来の就職 に必要な技能を身に

つけていく。ISSAの 場合は、スタッフの大半が この制度 によるパー トタイムの労働者で、

このプログラムの管理のためにフルタイムのスタッフ1人 分の賃金が別に政府か ら助成さ

れている。ISSAの ような自らがスタッフを雇用する体 力のないチャリティー組織にとっ

ては、このような政府の雇用対策プロジェク トの存在は組織の運営に欠かせない。ただ、

問題点は、この制度が原則として単年度であ り、かつ年間40週 間で予算化されているた

めに、ISSAに とってもっとも人手の必要な収穫時期な どは この制度をあてにできず、結

局はすべてボランティアによる労働に頼ってしまわなければな らない ことである。

<大 学との関係>

ISSAの 事業 と直接間接に関わっている大学がた くさん存在す る。

まず、保全事業の面か らは、特に穀物プロジェク トにおいて、Trinity Collegeの 植物

園におかれている「アイルラン ドの絶滅の危機にある植物遺伝資源のためのジーンバンク」

と密接な協力関係を持っている。基本的には、海外か らの遺伝資源はアイル ラン ド植物遺

伝資源保全 トラス トを通 じて導入されるが、この事務局も実際上Trinity Collegeに おか

れている。 また、長期保存に充分な量の種子が確保されるとサンプルは、大学のジーンバ

ンクに送 られている。

一方、リンゴプロジェク トについては、所属する果樹研究者が関わっていることもあり、

University Collegeと の関係が深い。実際に、品種の同定や栽培試験は大学の研究者や

学生が実施 した り、ISSAの メンバーの指導 にあたった りしている。当初は育種研究をし

ていた大学関係者のリンゴプロジェク トに対す る評価は低かったようである。しか しなが

ら、在来品種のアイルラン ドの生態系に対する優れた適応度や、その多様性の豊か さが明

らかになるにつれて、研究者の積極的な参画が得 られるよ うになった。現在 は1名 の研究

者がISSAの 理事に加わっている。

そのほか、ISSAは 地域の農業大学や コミュニティーカ レッジとの連携も行 っている。

農業大学 に対 しては、有望な品種の栽培試験を委託 してお り、コミュニティーカ レッジに

対 しては学生の実習を引きうけた り、材料の提供をした りするなど教育の内容について協

力する一方で、学生がボランティアとしてISSAの 日常業務に携わる機会を与えている。

<他 の非政府組織 との関係>

ISSAは 、いくつかの植物遺伝資源関係のNGOと ゆるやかなネッ トワークを築く協力

を して いる。その中で、IPGRTは 、様々なプロジェク トを共同で実施するとともに、中心

メンバーが相互 に乗 り入れて密接な関係を持っている。ISSAが 、本来的には農民や菜園

で栽培す る人たちの集ま りであるのに対 して、 トラス トはより遺伝資源そのものに対する

事業の展開を意図している。ただし、実際上は トラス トは、アイルラン ドの固有の遺伝資

源の重要性に気づき、その流失を憂慮 し、保全に努めようとする個人の集ま りである色彩

が強く、実際的な事業はすべてメンバーの余暇時間を利用して行われているため、具体的

な事業展開は困難となっている。ただ、様々なバ ックグラウン ドの人間が加わっているた
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めに、情報や資金の流れをスムーズにする役割 は大きい。その分、ISSAは 種子の交換と

いう、具体的な事業をその柱にすえてお り、ISSAと トラス トはお互いに相互補完的に協

力しているといえよ う。

2-5. 財政 と資金源

ISSAの 財政規模は、2000年 実績で約1,700万 円36となっている。内訳の特徴としてま

ず 目に付 くのは、会費収入の比率の小ささである。逆 にいうと、多 くの部分 を受託事業や

政府か らの助成 に頼っている ことがわかる。さらに、外部か らの資金の多様性である。多

様な資金源 を持つことは、管理が煩雑になる反面、極端な変化か ら組織 を守ることが出来、

これは多様であることが安定性、安全性 を確保するという遺伝資源 の多様性 を利用する農

民の知恵 にも通じる。

具体的にどのような資金源があるだろうか。金額的に大きいのは、先にも述べたように

雇用対策 としてのスタッフの賃金にかかる部分である。事業としては、敷地の整備をして

展示用のガーデンを造るのに文化 ・歴史遺産関連の政府機関か らの助成を受け、また、農

業食料農村開発省からリンゴプロジェク トや穀物プロジェク トの資金援助 を受けているの

が大きい。さらに、EUの 条件不利地対策や コミュニティ事業の資金 を導入して、7.5エ ー

カーの土地の購入が行われて いる。この土地は現在スタッフやボランティアの手で、果樹

園や森に変わ りつつあり、将来的には リンゴの他 に、ナシ、スモモ、サクランボも植えら

れる ことになっている。農業関係の組織 としては土地の所有はその活動の持続性 を担保す

る重要な要素であ り、 このような資金にNPOが アクセスできる意義は大きい。さらに、

本部建物の建設などハー ド面での整備 もEU資 金で行 っている。

また、教育 との関連でも興味深いプロジェク トが始まっている。それは、中等教育の中

に、生物多様性や文化遺産としての在来品種 の遺伝資源 に関連する内容を入れることに関

する調査である。調査費用は農業食料農村開発省が負担しているが、実行可能性調査の結

果次第では教育省か らの予算化が検討される。ISSAが 環境教育 に参入するチャンス とし

て努力がされている。2001年 度か らはイ ンフォーマルな教育として、ISSAの 本部やガー

デンの見学 を一部受け付 けるようになった。

民間団体関係では、アイル ラン ドの農産物消費を振興し、特に果物の輸入を制限する民

間団体か らの助成も取 りつけている。現在交渉中の財源として興味深いのは、修道院を経

営 しているカ トリックの財団 (Sisters of Mercy) がある。メンバーの高齢化に伴い処分す

る資産の分配先の一つとして、アイルランドの国民の福祉向上につなが り公共性の高い事

業 としてISSAが 候補に挙げ られている。

ISSAは 、ISSAに 理2解のある音楽家の協力を得て、伝統音楽やオ リジナル作品か らなる

CDを 作成 している。そのタイ トルは、「SEED」 と名づけられ、会員のみならず、一般に

も販売され、収入源になるとともに、ラベルにISSAの 活動の説明と文化遺産 としての伝

統品種の説明を加え、啓発活動の一部を担わせている。

36 1ア イル ラン ドポン ド=150円 で換算。
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3. NPOの 特性 と遺伝資源利用

本来、植物遺伝資源の保全 と持続可能な利用は一義的に政府が責任を負うべき事業であ

る37。しか しなが ら、アイル ラン ドでは政府がいわゆる中央ジーンバンクを持ってお らず、

大学等の公的研究機関 にも、公的なステイタスを持つジーンバンクが存在 しない38。ダブ

リンのTrinity CollegeにIPGRTが 関係する 「アイルランドにおける絶滅可能性のある

植物のためのジー ンバンク」がかろうじて存在 しているが決 して満足できる施設ではない。

植物遺伝資源は、生物多様性条約以降は、その所有権 に関する議論が錯綜 しているが、

元来は誰で も自由にアクセスできる人類共有の財産として公共財 とされていた。NPOと

いう組織形態の目的の一つは、市民による自主的な社会福祉 ・厚生の増大であることは合

意されてお り (河口2001)、 植物遺伝資源の保全 と利用において も、政府 に替わって、

NPOが 様々なサービスを提供出来る可能性は大きい。ISSAのNPOと しての特徴 を簡単

に評価 したい。

<ボ ランタリーな集 まり>

Anitaも 含め、スタッフのほとんどが元来の農業者ではないことは特記すべきことかも

知れない。雇用対策プロジェク トのスーパーバイザーをしているBridgetは イギ リスで長

くベ トナム難民のための住宅プロジェク トに関わってお り、ボ ランタリーセクターのプロ

ではあるが、やは り農業 につ いては短期のガーデニング研修 しか受けていない。

スタッフは一様 に、アイル ラン ドの貴重な農業、文化遺産の保全に自分たちが関与 して

いるという意識が重要であると語ってお り、農業政策 と緊張関係にある重要な運動を行い

なが らも、ボランタリーな組織としての基本を踏 まえた運営がなされている。

不足す る専門性は、実際の農業者か ら伝統的な知識を伝授 してもらったり、大学関係者

か ら研究 ア ドバイスをもらった りし、原則的に無料で調達 している。

<Heritage意 識の利用>

植物遺伝資源 という極めて専門的な領域 を扱 うNPOで あるため、教育啓蒙活動はかか

せない活動内容である。 しかし、その方法は決 して専門性を大上段 にかざす のではな く、

繰 り返 し述べてきたように、伝統品種がアイル ラン ドの文化 ・歴史遺産 (heritage) であ

るという国民意識を利用かつ高揚することを意識的に行 っている。 このような戦略は特 に

資金調達の際に海外在住のアイル ラン ド人に対 して有効 に働いてお り、アメリカ在住のア

イル ラン ド人か らの個人的寄付を得ている。

さらに、アイルラン ドでは、農林水産物を中心に、アイル ラン ド起源のものを利用する

気運が高 いと見 られ、スーパーマーケッ トで買い物をして も、購入金額のうちいくらがア

イル ラン ドで生産された製品に費やされたかが明示されることが多 い。 日本における消費

者の地場産品志向 との関係は議論する必要があろう。

37 1992年 に採択された生物多様性条約において、生物多様性の保全と持続可能な利用、さら

に利用によって得 られる利益の配分は加盟国政府の責任 とされている。植物遺伝資源は食料及

び農業のための生物多様性の重要な要素である。
38 例えば、わが国の場合、つくばにある農林水産省の農業生物資源研究所に農林水産ジーンバ

ンクが設置されており、これを中心に国内ジーンバンクのネットワークが形成されている。
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一方で、アイル ラン ドの農業が、長 くイギリスの地主に支配されてきたために、農民は

一部のマージナルな自作農を除いては、単なる労働者として雇用されてお り、 自分達の育

てている作物 に対す る愛着が必ず しも充分でなかったという問題点もISSAの スタッフは

指摘 している。限 られた在来品種に関する栽培情報 を、携わった農家が存在するうちに集

めることも緊急の課題である。

<優 れた資金調達能力>

NPOの 運営には資金獲得が最重要課題である。ISSAも 実質的に、自己資金で雇用して

いるスタッフはパー トタイムの2名 である。会員の獲得が第一要件であるが、同時 にいか

に多様な財源から資金を獲得するかが、持続的な組織の運営を左右する。ISSAの 場合は、

雇用対策 プロジェク トで働いているスタッフが、 これ までの経験 と能力を活かして、各種

の財源に企画書を提出 している。彼女の着任に伴い、これ までの文化 ・歴史遺産関係およ

び農業関係の政府資金の他 に、教育関係や食品流通 ビジネス関係、さ らには宗教関係にま

でその資金源 を広げてきている。

<政 府の補完>

アイル ラン ドには、国立のジーンバンクが存在 してお らず、ISSAを 始めとす るいくつ

かの大学やNPOが 、個別に小さなジーンバンクの運営を行 っている。そもそ も、植物遺

伝資源は生物多様性条約の導入までは一般に公共財と考え られていた39。所有の問題が議

論されている現在においても、もし、市民団体が共有資産 として維持管理 し、クラブ財の

ように利用できれば、一つの望 ましい形の資源管理の形を提供できると考え られる。政府

が、直接乗 り出すのではなく、ISSAの ようなNPOが 、政府と緊密な関係を保ちつつ、政

府の機能を補完 していくことが期待される。

4. まとめにかえて

植物遺伝資源事業に対 してNPOが どのような役割 を持ち うるかが、開発途上国を中心

に議論されているが、近年はヨー ロッパにおいて もそのような議論やネ ットワークが築か

れ始めている。Mulvany (2000) 40は、植物遺伝資源の保全 と開発に関する政策的枠組み

を論ずる中で、特 にヨーロッパにおけるNGOの 活動領域の現状 と可能性を以下のように

述べている。その主なエ リアは、直接的な保全 と持続可能な利用、政府等への提言、一般

大衆への啓発、研究、市民によるネッ トワーク、フォーマルな研究機関などとの連携であ

る。直接的な利用については、会員組織の市民活動としてもっとも一般的な ものであ り、

ネ ッ トワーキ ングも市民運動の本来的活動である。遺伝資源事業 に関 して特に興味深 いの

は、公的な機関がその立場の制約上直接的に表現できない、例えば遺伝子組み替え作物に

対する情報提供な どを、公的機関の支持をうけたうえで実施できる可能性がNGOに 期待

されている。いずれにしても、遺伝資源が急速 に失われて いく現状においては、フォーマ

39 FAOのInternational Undertakmg等 の考え方。Undertakingに は法的拘束 力はない。

40 具体的に、イギ リスのHDRAの ような種子保全 と交換 をす ることを 目的とす る組織 、スペ

イ ンのGRAINの ようにもっぱ ら政策的 にロビー活動を行 う組織な どの例を紹介 している。
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ルな機関だけでも、NGOだ けでも、その傾向を止めることは困難であり、協働の作業が

期待されている。

さらに、すでに述べたように、会員組織であるため、EUの 共通 リス トに載 らない品種

の交換ができるというような、知的所有権法の適用を免れるシステムとしてもNPOの 役

割は大きいと考えられる。
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『補論 』 ナシ ョナル トラス トにみ る地域資源管理実践 と啓蒙組織 としてのNPO

1. は じめに

スコッ トランドナシ ョナル トラス ト (The National Trust for Scotland: 以下NTS)

はスコッ トラン ドにおいて、土地を所有することによって国民のために自然及び文化遺産

を保全す ることを目的とす る1931年 に設立 されたNPOで ある。姉妹団体であるナショ

ナル トラス トは英連邦諸国を中心とした世界の各地域の景観保全及び環境教育に大きな影

響を与えている英国最大の環境保全団体 として知 られている。NTSは 農村地域をコミュ

ニティの生活 を残 したまま所有保全し、保全の対象となる地域の住民にも責任を持って関

わ り、保全を通 じて地域資源41の管理を行うと同時に環境教育を実施 している。

我が国においても、地域資源の管理 における農村空間の捉え方 として、従来の食料生産

のための産業空間、生活空間等の観点に加えて、交流空間及び教育空間としての要素が提

案されている (今村1995)。 交流空間とは都市 と農村 との交流を促進するうえで、都市住

民のニーズにも応えつついかに農村空間をデザインす るか という視角であ り、教育空間と

は農業 ・農村のもつ教育力、すなわち自然への親近感と脅威についての実感、労働の喜び

と仲間 との連帯感を通 した人間形成ができる空間作 りである。地域 の住民が、地元の技術、

文化、産業 を土台に自ら学び計画 し経営す る内発的発展の思想 (宮本1989) もこの農村空

間の捉え方 と一致する。ナショナル トラス ト運動を交流の一形態と捉え、湖水地方 におけ

る トラス トの経営の分析結果か ら、参加 と交流、すなわちさまざまな感性 と論理のぶつか

りあいの中か らこそ地域資源管理 システムの現実的構築と管理主体形成の国民的合意がな

されることを指摘し、日本の村落振興 (いわゆる村お こし) においてもそのような観点が

共有できる可能性を示唆 した研究 も行われている (例えば向井1995)。 条件不利地域の農

村を交流空間、教育空間 と捉え、農村経営を多角化す ることは、スコットラン ドのみな ら

ず我が国の中山間地や離島の農山村の活性化手法に重要な示唆を与え うる42。

一方平松 (1995) は、イギ リスにおけるコモンズのオープンスペース化を歴史的に分析

す る中で、ナショナル トラス トをその母体 とも言われるオープンスペース協会 (19世 紀当

時のコモンズ協会) と比較しつつ、「公」で も 「私」でもない形の環境保全実施とアメニテ

ィー概念形成の担 い手の一つ として位置づけている。さらに、岩本 (1998) は19世 紀に

設立されたナショナル トラス トの時代的背景をボランティアセクターが社会基盤 となって

いったダイナミズムを解明す る視点で分析 し今 日の 日本の市民社会形成への学習論か らの

応用を示唆している。地域資源の効果的な管理のためには直接 これを実施す る組織内のみ

な らず、それに関わるまたは関わろうとす るすべての人々に対す る地域資源の特徴の理解

41 今村 (1995) によれば、地域資源は地域的な存在であり (非移転性)、相互に連鎖性を持ち

(有機的連鎖性)、市場メカニズムになじまない (非市場的性格) 特質を持ち、その内容は地理

気候的条件とこれに人間が働きかけることによって出来た農用地などの景観ならびに保全され

た生態系か らなる本来的地域資源と、さらに人間労働が加わる事によってそれか ら生み出され

た地域農産物や伝統技術などの準地域資源からなる。アメニティーに関しては本論文第二章1

節参照。
42 例えばOECDの 農業不利地域対策に関する研究において歴史的風土や伝統的稲作空間など

の景観保全活動を政策の中に位置づける方策が検討されている。農業総合研究所 (1998) 参照。
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を促す教育が不可欠である。NPOに 信託された土地資源の保全 を通 じた地域資源管理 と

環境教育が どのように統合されているのか、実例を通 じてその長所と限界を含 めて知るこ

とは、今後地域住民や一般市民が特に自然 ・文化遺産の豊かな農村部の地域資源管理によ

り具体的に関わ り、アメニティーを享受出来る社会の形成 に欠かせない視点である。

本論においては、まずNTSの 所有するスコットランドの島における地域資源管理の具

体例 を分析することによって、地域資源管理と環境教育がどのように連携 ・統合 されてい

るか、またNTSが 地域 に対 して どのような環境教育の要素を提供 しているか を明 らかに

する。そのうえで、NPOが このような活動を行 う際の長所 と短所を議論 し、対象 となる

地域の住民が、地元の技術、文化、産業を土台に自ら学び計画 し経営する力を得ていく事

業がNTSを 通じた地域外に住む市民の参加も得て実現されていく過程について考えてみ

たい。

2. NTSの 理念 と組織

NTSは1996年 現在18万5千 エーカーに及ぶ100以 上の資産を保有 し、その会員

数は22万8千 人、入場料等 を徴収することによって入場者が数えられる場所52ヶ 所だけ

でも年間訪問者は約190万 人に達 している (NTS1997a)。 約380人 のフルタイムのスタ

ッフが雇用されてお り、年間の収入は約2000万 ポン ド (日本 円で40億 円)、そのうち1500

万ポン ドが所有地の管理に支出されている (NTS1997a: 15)。収入の約20%が 会員の支払

う会費であるが、様々な資金運用による利益 もこれに匹敵 し、募金、入場料、遺産贈与な

どもそれぞれ収入の約10%を 占めている。この他に公的機関か らの資金援助 も収入の10%

以上に達 している (NTS1997a)。

2-1. NTSの 理念とその地域資源管理における意味

ナショナル トラス ト運動の共通理念は、土地を所有することによって国民のための歴史

的名勝及び 自然景勝地を保全する事である。スコットラン ドにイングラン ドとは別個の ト

ラス トが設立された背景は、独 自の伝統 と自立の意識が強いことが挙げ られよ う。設立後

も地理的条件、経済の違いか ら両者は異なる道をたどり、特に人口が少ないためにNTS

が よ り政府 や他の機 関と協力 しやす くまたそ の必要性があった ことも指摘 されて いる

(Jenkins and James1994)。

さらにNTSの 特徴 として、農村地域の保全に際しては 自然だけでな くスコットラン ド

独 自の生活様式の保全に力を入れてお り (NTS1990)、 特に島において人間の集 団が非常

にもろく農業 と自然保護の統合が どこにもまして重要であることが言明 されている (NTS

1990)。 一方、英国のグリーンツー リズムに関す る研究の中で、これか らの農村 開発 にお

いては、「農村地域での暮 らし、伝統文化、村並みな どの風景、そ して農林業など、農村地

域の社会的、経済的、文化的な意味での 「持続可能性」が問われている」(小 山1993) と

述べられてお り、その発展には行政の計画主導ではなく現場に入って現場の状況に合わせ

て問題や可能性を探 り出し様々な利害 を調整しなが ら最善の成果 を出す姿勢 と住民のリー

ダーシップが期待されている。このことは、NTSの 経営戦略にも明記されている。それ

によると、「島、海岸、農村地域の管理においては自然及び景観保全の偏見にこだわらず人々

の経済的活気、特別な生活様式、文化的伝統に最大の注意を払い、農業や林業がナショナ
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ル トラス トと合意 された形において続 けられる、土地が持続可能 に利用できる状態 に保た

れるよう最善の努力を行 う」 としている (NTS1992: articles2.9-10)。

2-2. NTSの 組織 と運営

NTSの 基本政策は会員の投票によるメンバーと、行政や他 のNPOな ど関係機関の代

表者か らなる評議会 (Council) によって決定 される (NTS 1995: articles8-11)。 日常の運

営管理 につ いては評議会 の下 におかれ定 期的 に会合 を持 つ執行委員会 が責任 を負 う

(NTS 1995: articles12-16)。 これ らの下 に実際の活動を担 う事務局が置かれている。NT

Sの 本部事務局は首都のエディンバ ラにあり、事務局長の下に総務人事部、財務部、田園

部、建築物及び庭園部、販売広報部が置かれ、次に述べるマネージメントプランの作成を

含む資産全体 の運営管理計画の作成、参加する市民の諸活動の調整 を行っている。 日常の

所有地の運営管理は6つ の地域事務所が担当してお り、例えば所有地における新規雇用者

の募集広告 ・面接な どもここで行われ る。

NTS事 務局では部内に政策研究部をおいて、 トラス トの事業に関連する研究調査を

行っている (NTS 1996a)。 主な内容は、 トラス ト自体の政策の見直 し、保全事業に影響

することが予想される各種機関の政策の監視、スコットランドの自然 ・文化遺産及び トラ

ス トの方針 に影響するような開発計画 申請に関する評価、他のボランティア組織 との連携、

政府の法制化に関する監視、政府及びその機関、地方自治体 との連携な どである。

3. NTSの マネージメントプランと二つの島

次 にNTSの マネージメン トプランの概要及びNTSが 所有、管理する農村地域のうち

現在も農村生活が継続 して営まれ今回の事例研究対象 とした二つの島カンナ島 とフェア島

の概要 について紹介する。

3-1. マネージメントプラン

NTSで はその所有するすべての資産についてマネージメン トプランの作成が評議会に

よって義務づ けられている。マネージメン トプランでは、対象 となる所有地の地域資源の

把握、保全の戦略、保全の方法とその実施計画がまとめられている。それぞれが過去の文

献調査、現地調査、住民の聞き取 りを踏 まえた自然 ・人文 ・社会科学の総合的知見か らな

る詳細な ものでNTSの プラン作成にかける意気込みが伺われる。二つの島のプラン作成

にあたっては、島の現状部分をスタッフが作成した時点で全ての島の住人及びスコッ トラ

ンド自然遺産保護局 (Scottish Natural Heritage) 等の関係政府機関に公開し、コメン

トを集約 した上でどのように島を保全管理 していくかについての方針 と具体的手法を記述

し、再び関係者のコメントを組み込んだ結果が評議会にかけられて承認されてきた43。カ

ンナ島のプランは初期に作 られたものの一つで1994年 に作成された (NTS1994) が、島

民との対話が7回 にわたって行われ島民のコメン トを出来るだけ生か した形のレポー トと

している。フェア島のプランも1993年 に作成された (NTS1993) が、現在のプランの前

43 1996年8月21日Policy Division, Nina Sobecka氏 よ り 聞 き 取 り
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に1988年 に作成された旧プランがあ り、多くの資料が継続的に利用された こともあ り、

かつ島の自治会組織が しっか りしているために住民との調整作業 にも手間取 らず、スムー

ズに作成された。現在マネージメントプランに基づいて保全活動が実施 されている。 これ

らのプランでは、島の自然及び社会環境の保全、活気あるコミュニティの維持、島の資源

の活用、持続可能な観光の開発、連合王国やEUの 開発/保 全政策 との整合性を保つこと

を原則としている。

3-2. カンナ島について

カンナ島はスコットラン ドの西海岸のイ ンナーヘブ リディース諸島に位置す る東西約8

km南 北約3kmの 島で、実際にはカンナ本島と干潮時に歩いて渡れる干潟を隔てたサンデ

ー島とか らなる。NTSは1981年 に島を取得 したが、島は以前か ら野鳥の聖域 として知

られ、ツノメ ドリ、フルマカモメを始めとする100種 以上の鳥類及び、希少植物や蝶類な

どの生物多様性 も保全の対象となっている。NTSは そのマネージメン トプランの目標の

中で 「重要な景観及び小さなコミュニティのある生態 的、考古学的、歴史的特徴がその地

理的位置及び今 日の経済的圧力か ら危機に瀕 してお り、このようなヘブリディーズ諸島の

顕著な事例 としてカンナ島を国民のために恒久的に保存すべきである。コミュニティー及

び文化的側面は非常に重要である。島は教育 ・研究資源に大きな可能性を持 ってお りその

可能性は開発されなければな らない」(NTS1994) と島の地域資源を評価 している。なお、

この資源には前所有者のCampbell氏 収集のケル ト文化に関するもの及び蝶類 に関す るも

のが含 まれる (NTS1994)。

農業については飼料作物 の栽培及び羊と牛の放牧のみを中心 とした伝統的な農業が行わ

れている。島内の飼料生産が必ず しも充分でないため、持続可能な農法 として小型在来種

の羊を飼養 し、かつ直接市場 には出さずに、一旦本土に出荷 しスコットランド南部で最後

の肥育 を行ってか ら市場に出荷される。

カ ンナ 島に生まれ育ち、現在パー トタイムでNTSの 現地管理 人兼 ガイ ドを務 める

crofter44の婦人は、「伝統的生活 とは、原始時代に戻ることで も、コミュニティを凍結する

ことでもな く、生きているコミュニティとして自然 と共存できる農業を伝統農業 と定義 し

て、 これ を保全することが重要であ りその手法を探っている。」 とコメン トしている45。

3-3. フェア島 につ いて

フェア島はスコットラン ド北東海上に浮かぶ22世 帯65人 の住む島で、昔か ら野鳥の楽

園として知 られ、1954年 にナショナル トラス トがその大部分を所有 して以来今 日に至って

いる (NTS1993)。 行政区域 としてはスコットランド北方160km近 辺に点在するシェ ト

ラン ド群島に属 し、人間の住む16の 島の一つとなっている。 この北海 と大西洋を結ぶ航

路の間に位置していることが この島の地理的な重要性を示している。1985年 に島はその荒

涼たる海岸線などの景観的美しさ、繁栄す る農業コミュニティが存在する文化的伝統、野

44 croftingは スコ ッ トラン ド高地及び島嶼部 に見 られる小作形式の小規模農業で環境的に脆 弱

な地域で営まれる ことか ら政策的に も保全の対象 となっている。詳細はInstitute for

Environmental Policy (1996: 74-78) を参照。

45 1996年8月18日 現地調査 聞き取 り
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鳥の中継地 としての科学的重要性の故に欧州委員会の指定を受け様々な開発と環境保全の

対象 となった (NTS1988)。NTSは そのマネージメン トプランの目標のなかで 「NTS

はフェア島を人間と自然が調和 して働 く島の例 として、特にコミュニティの活性、 自然環

境、文化的アイデンティティーに留意 して、国民のために恒久的に保全すべきである。こ

のために余暇と教育の両方の文脈で一般の人々が所有地について正しく理解す るように努

力す る。」(NTS1993) と明記 している。

島の主たる産業は農業 とニッ トである。特徴的なことは、NTSか ら土地 と家を借 りて

小規模なcroftingを 営んでいる農家18世 帯のうち6世 帯 までが この島とは全 く縁故関係

のなかった家族で、イングラン ドか らの移住者 もいる。農業を行 っていないのは看護婦、

学校の先生、燈台の管理者、お店 の経営者等である。各農家は羊の飼養を中心 として、干

し草を生産すると共 に、農家によっては牛 も飼育 していた。 これ らの羊はシェ トラン ド本

島か らバイヤーが訪れ、購入のうえ郵便船に載せて出荷 される。共同利用の放牧地には一

戸あたり20頭 の雌羊を放牧す ることが出来、毎年増えた分を分配す る。

島には全家庭加入の自治会 (Fair Isle Committee) があり、島の重要事項はすべて定期

的に行われる自治会の会議で決定される。NTSの 代表はこの会議 にオブザーバー出席を

することが認められている。

また、夏の期間は島のコミュニティセンターで編み物の実演展示が実施され、訪問客はそ

の場でセーター等を購入する ことも出来るし、デザインとサイズを指定 してク リスマスに

届けてもらうこともできる。1987年 に設立された、フェア島編み物共同組合は、シェ トラ

ン ド編み物産業組合 に加盟してお り、独自の商標でブラン ド品の生産 を行っている。

4. 地域資源管理 と環境教育の統合

NTSは 多面性を持つ団体であり、スコットラン ドにおける環境教育の重要なアクター

として政府にも認識されている (The Scottish Office 1995)。 以下では、最初に環境教育

を一義的な 目的とした活動をまとめ、次にNTSが 地域資源管理の実践活動の中に地域住

民及び地域外住民の参加 を促 している環境教育の要素 について議論 したい。

4-1. 直接実施され る環境教育プログラム

NTSは 学校教育に関与する ことを優先事項 とは考えていないが、その保全 目的を達成す

るために将来のメンバー となる可能性のある若年層向けの教育活動と生涯教育志向に対応

する活動の強化を目指 している (NTS1992: articles5.19及 び6.4.5)。

NTSは 、初等中等教育向けプログラム として、所有地訪問を含むテーマを決めた学習

をサポー トす るシステムを持っている。視聴覚教材を含む所有地の自然文化遺産やその管

理方法 に関す る資料の貸 し出し、講師の派遣、教員 に対する事前ブリーフィング等のサー

ビスを提供 している (NTS1996b)。 さらに、各所有地には、スコッ トラン ド田園委員会

等の公的機関の資金援助を受けて、フルタイム及びパー トタイムのレンジャーが40名 配

置され、日常 の保全活動の実施とともに訪問者に対する教育 も行 っている (NTS1996b)。

4-2. 保全 と開発への地域住民の参加 を促すNTS

NTSは 保全の対象 としている地域の住民に対す る環境教育の理念を具体的に発表して
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いるわけでも、環境教育を主たる目的とした事業を展開しているわけで もない。ここでは

具体的な地域資源管理の活動の中における環境教育の要素について議論 したい。

フェア島においては、NTSの 役割は地主以上でも以下でもないとも言える。たまたま

島の所有者がNTSと いう市民団体であ り、島の伝統文化及び生活と自然保護 に理解があ

るため、島民の活動 を支援 していると言えよう。住民がNTSに 全面依存 しているわけで

もな く、NTSも 保全のために住民を管理 しようとは考えていない。例 えば、自治会議長

のイニ シアティブの下に 「フェア島海洋環境及び観光開発プロジェク ト」が始められてい

る46が、このプロジェク トは 「フェア島の生活がその海洋環境 と密接な関係を持ってお り、

海洋の汚染に伴いその活性が失われつつあるとの認識の下に、島を取 り巻 く海洋環境を島

民、訪問者及び国民のために保全すること、フェア島の住民によって伝統的に行われてき

た持続的な海洋管理手法によって海洋資源が守 られていることの重要性及びその役割 を示

す こと、総合的な海洋環境保全 を提示すること」等 を目的としている。ここでいう伝統的

手法 とは自給的色彩の強い漁業を意味し、地域外か らの商業的漁業 を規制す ることによっ

て重要な地域資源である野鳥の餌 を保全することを目指している。スコットラン ド自然遺

産保護局か ら毎年二万ポ ンドを1997年 か ら三年間獲得 し、住 民五人がパー トタイムでプ

ロジェク トにかかわっているが、この共同研究者 としてもNTSが 情報の提供役を務めて

いる。

フェア島において も過去 には地域資源管理の観点か ら生産性の低い農業を行 う必要性が

島民には理解 されなかった時期があ り、その頃は、NTSが 辛抱強 くその必要性をコミュ

ニティに説いていた。現在は島民がその重要性 を自ら理解 し、生産性が低い農業が島の生

活 を持続的なものにする ことを認識しているため、NTSは 専 らよ り直接的な環境保全の

仕事と他の団体や地方政府 との折衝に専念 している。

農業体系の保全に関しては、NTSは 島の 自治会の一部局である放牧委員会 と協力して、

特 に環境的に脆弱な北部の丘陵地帯で草地の保全を行っている。具体的には、共 同利用放

牧地の羊の飼養頭数 を一定以下に抑えることによって、過放牧による資源の消失を回避し

ている。 これは自然遺産保護局の指導 によるもので、羊の頭数制限、牧草への肥料使用制

限、草地への排水路な どの設置制限を守ることの代償に低い生産性に対する補償が行われ、

雑草の駆除や フェンスの修理の資金 に使用 されている。スコットランドの高地及び離島部

においては、人口流出を防 ぐために、羊を一頭飼養する毎に一定金額が政府か ら補助され

るため、放牧頭数を制限する ことはそれだけで農家にとっての収入減を意味するが、NT

Sの 啓発によって住民があえてそ のような減収 を受け入れて いる。

4-3. NTSと 一般市民及び会員の地域資源管理への参加

一般市民がNTSの 活動 に参画する最大の方法は会員 となることである47。NTSは 会

員勧誘のパンフレッ ト (NTS1997b) では、自然保護や地域資源管理の理念を大上段に振

46 フェア島 に関わる保全4団 体が共 同で計画 を作成 し、自治会を中心 に活動が開始 されて いる。

計画 に参加 した4団 体以外 にもRSPBな どがその実施に協力 している。(NTSeta11997>
47 非会員 がNTSの 所有する施設等 を訪れた際、その入場料金 と会費を較べて、複数 回入場す

ると会員 になるほうが割安 になる ことを知 り入会す ることが多 い。1997年7月10日Policy

Division, John Mayhew氏 聞 き取 り
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りかざさずに、NTSが 保有する施設への入場が無料になることな ど会員となるメリッ ト

を前面に出す ことによって自らの目指す事業の展開を図っている。国民が 自然及び文化遺

産にアクセス出来ることはナショナル トラス ト運動の思想の最重要部分であるので、この

事業へ市民が会員 として参加する ことを勧誘する際に、クラブ財としての所有資産 に無料

で入場する権利を持つ ことを強調 していることは評価できる。

もう一つの参加方法は、各地区に在住する会員の自発的集ま りである地域セ ンターがN

TSと 協力して実施する所有地のガイ ドや保全に関するボランティア活動への参加である。

ボランティアの存在は必ずしも地域住民に歓迎されるとは限らないことは注意すべきであ

る。島では雇用が少なく、例えば野ウサギの駆除を行 う場合や牧場の柵の修理 を行 う場合

でも労力を外か ら投入するよ りは、資金を投入 して島民を雇用することによって島民の収

入に貢献す る方法もあ り、経済的に困窮 しているカンナ島ではその方が歓迎されていた。

NTSに とっても、昔は資金がないため家の修復などにボ ランティアを導入 した時期があ

ったが、今は資金的には可能でも環境教育の側面や島民 と外部 とのコミュニケーション促

進のためや、将来のスタッフ獲得のためにボランティアを活用 している側面 もある。チャ

リティー としてのボランティア精神と保全の実施に必要な専門性 とのせめぎあいも顕在化

している (NTS1992: article5.23)。

5. 地域外NPOと してのNTSの 特徴

NTSは 地域資源管理の実践を通 して継続的に保全の対象となっている地域の住 民及び

そ こか ら離れた地域に住む多 くの会員及び一般国民に働きかけることによって、組織の理

念 を維持普及 してきた。本章においてはこのNTSが 、NPOと して保全対象の地域外 に

存在 し、地域資源管理とそれを通 した環境教育に携わる際の組織 としての長所 と短所を分

析 してみたい。

5-1. 地域資源管理に関与するNPOの 長所 と短所

NTSは 自らの長所 として、所有する土地を譲渡不可能と宣言できること、寄付 に対 し

て免税措置が取 られること、多くの団体と協力関係にあること、広告能力 ・資金調達能力

に優れていること、ボランテ ィア精神 と会員制、献身的なスタッフ、創造力と想像力が豊

かなこと、人気の高い保全のための雑誌を出版 していること等を挙げている (NTS1992:

articles3.7-8)。 筆者はこれに加えて、地域住民と都会 の住民を結ぶ方法 を持ち、このノウ

ハウを地域資源管理や教育活動に繋げていることを挙 げたい。

NTS自 身の理解 による短所は、一部の財産 において保全的要素が充分でないと理解 さ

れている こと、農村部における資産の管理が必ず しも充分ではないこと、歴史及び生態情

報が必ず しも充分でないこと、運営が非効率的である こと、組織 の管理方法や事務所の物

理的問題、目的及び優先順位がはっき りと示し切れていないこと、資金不足、若い世代に

充分な参加 を得ていないことが挙げられている (NTS1992: articles3.9-10)。 保全的要素に

対す る評価 に関しては、NTSが コミュニティの活性を維持促進する ことにも力を入れて

お り、 このことが人と自然が創 り出す文化的景観の保全に繋がることをもっと一般にアピ

ールすべきであろう。 このようなクラブ財的資産を一般観光客に公開することによって入

場料を徴収す ると、あまりに人気のある場合には、組織の存在 目的である保全が危機にさ
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らされ、入場の規制を行 う必要が起 こり組織運営のジレンマに追い込まれている。 これは

トラス ト運動の本質的矛盾点であるが、地域資源を利用 しようとする一般市民に対する教

育活動を通じての彼 らの態度形成は現在のシステムで可能な限 り行うべきであろう。

5-2. 対象地域外の団体 としてのNTS

地域資源管理の主体 は地域住民であることが理想である ことは言 うまで もないが、地域

が外 の世界に対して開かれている現実か ら、地域住民が自己完結的にその管理を実行する

ことは現実的ではない。 ここに行政や地域外のNPOが 地域資源管理のアクターとして登

場する可能性がある。NTSも 本部のあるエディンバ ラ市は、カ ンナ島や フェア島か らは

遠 く離れてお り、開発と保全の主役である島の住民か らすると外部団体である。

外部市民団体としての長所は、NTSが 地域の外にある故 に地域住民 とはちがった観点

で開発と保全の問題に取 り組めること、多くの会員が居住す る都市に事務所 を持つために

啓蒙教育活動を行い易い こと、他の団体 との連携を行う方法を確立 していることが挙げら

れる。実際にNTSは 政府や他団体か らの独立性 を保ちつつ、協力すべきこと、出来るこ

とについては積極的に協力してお り、資金調達面でもイギ リス国内はもとよ り欧州連合等

へも積極的に働きかけてお り、このような地域 と外部 を結びつける役割は評価できる。

短所は、NTSが あくまでも地域外に存在す るために開発の主体にはな り得ないこと、

外部である故に時には地域住 民と利害が対立すること、都市住民の支持を受 けやす くする

ため会員募集のパ ンフレット (NTS1997b) の例にも見 られるように、地域の住民に対す

る説明 とは異なる言葉使いを使用 し両者か ら誤解 を招 く危険があることなどである。外部

団体であることを踏 まえ、NTSが 最も得意とする例えば保全の部分だけに関わっていく

ことも一つの戦略であろうが、土地所有者 としての地域住民に対する責任か ら地域住民及

び地域外住民両方 に対する啓蒙 を行わねばな らず部分的関わ りは難しい点もあろう。フェ

ア島とカ ンナ島の二事例において もNTSの 関わ り方 は多少違ってお り、それぞれの地域

に合わせた地域資源管理への関わ りが常に模索されている ことがわかる。

6. おわ りに

NTSは 、土地を市民団体が所有してそれを譲渡不可能であると宣言 し、NPOが 究極

の所有者 となる ことを通 じて地域資源管理に深 く関わっている。市民団体が対象地域の自

然環境、社会環境 に積極的に責任を負っていく覚悟 を明確にしたうえで実際に地域資源管

理の戦略を立案 し実行 していることは理念 と実践の統合として評価できるo保 全活動に興

味を持つ市民や会員を、地域資源管理のボランティア活動な どを通して、理論的かつ保全

技術を有する支持者に育てていく努力もなされている。

開発の主体はあくまでもその地域の住民であり、住民が どれだけ自覚的にその地域の開

発と保全 に献身しているかが、持続的な開発と保全を可能 にする最大の前提である。地域

住民の中に具体的な理念 と戦略が あるときにこそ、外部の市民団体が、行政などと協力し

た り、時には行政 と対立 した りしても、具体的に地域資源の管理に関わっていくことがで

きる。しか しなが ら、大多数の国民が都市部に住んでお り、政府の農村の地域資源管理に

関する政策決定 に関 しても都市住民の声が重要であり、都市住民が農業 ・農村をどのよう
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な地域資源 ・空間 と捉えるかが持続可能な開発に重要な視点であり48、対象地域内の住 民

と地域外の一般国民の両方に教育を提供 しているNTSの ようなNPOの 役割は大きい。

NTSが 、保全を通 じた地域資源管理の実践的活動を通 じて、地域住民のニーズ と地域

外住民の保全への意志を結びつけ、地域住民に対しては保全の理念及び手法を教育 し、同

時に必要な資金、情報、人手 を提供していること、地域外に住む会員及び市民に対 しては

その受け手の状況 に合わせて異なるレベルの情報や学ぶ機会を提供 して いることは、 日本

や開発途上国において今後地域資源管理 に市民が参加する際にNPOが どのように責任を

もって関われるかの議論に重要な示唆を与えるであろう。

第2節 本章のま とめ

第2章 第1節 で議論 したように、作物遺伝資源 も地域資源の重要な要素である。このよ

うな遺伝資源に対する地域農民 ・住民の関与の度合いを高め、 自律的な利用を促す介在組

織 としてのNPOの 役割 と長所短所が確認された。

ISSAは 、メンバーの自発性やヘリテ ッジ意識を第一のインセイティブとしつつも、決

して素人的に活動を行うのではな く、大学等の研究機関と連携 し、公的機関の関係者を組

織的に活動に参加させるシステムを作 り出している。資金調達もEUを はじめとする公的

機関はもとよ り、多くの民間機関を巻き込んで多様化をはか り、 この ことを通 じても多様

な参加の機会と形態を提供 している。地域における種子生産は、地域の環境に適応 し、地

域 においてその特性を発揮できる可能性 を持った種子の供給 に貢献 している。ただ、資金

源のほとんどが単年度 による こと、 自前の充分なジーンバ ンク、研究施設を持たないこと

は組織 ・事業の継続性 にとっては欠点 と考えられる。より一層の公 的機関との連携が必要

である とともに、補論のナシ ョナル トラス ト事例か ら明 らかにしたような地域内外 に対す

る教育の提供を通 じたよ り広範囲の参加と啓発を促す事業が必要 とされている。

48 渡部 (1995:1-2) は、「農業のありようといった民族と国家の命題に関わるような問題につ

いてはできる限 り国民的合意のもとに進められることが望ましく、わが国では全人口の9割 の

非農業 ・都市居住の消費者が農業の未来をどのように考えるかによって国民的合意の動向が左

右される。」と述べている。このことは農村の地域資源の理解にも充分通じると筆者は考える。
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第5章 作物 遺 伝 資源 管 理 にお け る公 的組 織 と農 民 の協 働

1992年 の国連地球環境サミッ ト以来、生物多様性条約に記載されている生息地内保全や

持続可能な利用の概念が大きく取 り上げられるようにな り、農民による直接的な遺伝資源

利用が議論され始めた。農業的にマージナルな地域でその地域に存在する遺伝資源 を活用

する事業も試み られている。ジー ンバ ンクによる地方品種の直接的な活用49は これまで戦

乱や災害によって農業が破壊され、遺伝資源 を失った地域 においていくつかの事例が報告

されている (Friis-Hansen et al. 2000)。

近年は、開発途上地域の自給的色彩の強い農業についての研究に加えて、先進国の農業 ・

農村開発においても地方品種などの遺伝資源活用の議論が行われ始めている。例えばオラ

ンダにおいては、パンに適したコムギをEUの 登録品種の中か ら導入して、地域の遺伝的

多様性を拡大する試みがなされている (Wiekerke2000)。 また、カナダでは、農家、製粉

所、政府機関および種子保存のNGOネ ッ トワークが連携 して、選抜に利用可能なコムギ

品種を多 く集める努力がなされている (Scott2000)。 これらの例では、広域適応性 を持つ

品種を育成することが目的ではなく、農家に利用可能な多様な品種を提供する ことを目的

としている。

わが国で も、アズキのような国内で栽培化された可能性のある作物においては、生息地

内保全が研究されている (Nakagahra et al. 2000) が、遺伝資源を農家の圃場で直接利用

することはあま り考えられていない。一方で、農民参加型の植物遺伝資源管理の例は、有

機農業の実践者による地方品種の交換 として報告されている (大野1998)。

本論では、最初に、戦乱によって地域内で保全管理されていた農業における生物多様性

が消失 したときに、公的機関としての国際研究セ ンター とNGO等 多様なアクターが協力

して遺伝資源を復活 させたルワンダの事例を分析する。次 に、広島県農業ジーンバンクを

中心に実施されている地方品種の活用を分析する。広島県の事例が、国際的な遺伝資源事

業 の中で議論 されている農民による遺伝資源管理 ・利用の新 しい仕組みの中にどのように

位置づ けられるかを検討 し、さらに、この広島の事例を発展させて、農村の参加型開発 に

結びつける可能性 についても議論 したい。

第1節 内戦後 のル ワンダにお ける在 来作物 品種栽培 の復活

1. 内戦 と遺伝資源の再導入

1994年 のル ワンダにおける内戦は100万 人が死亡、200万 人が居住地を離れざるを得

ず、特に虐殺が同国の通常の耕作時期である2月 から6月 の真ん中に起 こったため、同国

の農業 と食糧安全保障を根底か ら破壊す ることとなった。農民の半数が、殺 されるか、国

外へ難民となるか または国内の自分の農地 とは離れた場所への移動を余儀な くされ、人 口

49 IPGRI等 の国際機関の ワークシ ョップにおいて は、社会科学 の研究者を中心 に 「伝統品種」

「在来品種」 という用語 が用い られる ことが多 く、本論文で も多 くの場合 この慣習に従 って い

るが、本章で はジー ンバ ンクの活動を主として扱 うので育種学用語の 「地方品種」を使 用す る。

また、 「活用」の具体的手法 として 「再導入」(re-introduction) という用語 も定着 しつつ ある

が、本章では特 に再導入を強調す る必要のある場合 を除いて よ り一般的な用語 として 「活 用」

を用いる。
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のわずか半分程度に過ぎない約400万 人のみがかろうじて農業 を継続する ことが出来た。

1994年 の収穫は穀物で60%、 根菜類及び料理用バナナで30%の 減産とな り、これ ら

の作物が通常時のル ワンダにおけるカロリーベースで73%の 食糧となっていた ことか ら、

この大幅な減産は深刻な飢餓を招 くこととなった。

「希望の種子計画」(Seed of Hope Initiative: 以下SOH) は、ルワンダの農業及

び食糧安全保障を回復するために近隣諸国の農業研究所、国際農業研究協議グループ、N

GO、 国際機関及びいくつかの援助国によって始められたものである (Scowcraft 1997)。

主たる目的は

・ルワンダの農業気象に適応 した作物品種の再導入

・緊急援助機関への適応品種種子及び技術支援の提供

・農業研究機関の再生及び種子生産施設の修理等

を通 じてル ワンダの食糧安全保障の回復 を目指す ことであった。

戦争後最初の作期で ある1994年9月 以降の最初の緊急援助では6970ト ンの豆、1707

トンの トウモ ロコシ、7230kgの 野菜種子が援助された。

ウガンダ、ケニア、タンザニア、ザイール、ブルンジ、マラウイ、エチオピアの農業研

究 システムが種子サンプル、施設及び研究者を提供 し、初期の種子増殖を行うとともに、

ルワンダの研究者の再研修を援助 した。 これらの研究所は、CIMMYT, IITA, I

PGRIな どの国際研究機関 と連携 し、CIATが 国際農業研究協議グループの中で実施

機 関となった。 さ らに、 これ らの研 究機関 に加 え、 ワール ドビジ ョン, ケア, Swiss

Disaster Relief, Catholic Relief Serviceな どのNGO及 び、FAO, UNHCRな

どの国際機関が実施に加わった。

以前にル ワンダの各地域か ら収集され、ジーバンクで保存されていた、170か ら275種

類50の豆類、3種 の トウモ ロコシ、様 々な標高 に適応 したソルガム、8種 のバ レイショ及

び18種 のキ ャッサバの品種が近隣諸国の研究所 に持ち込まれ、増殖ののちルワンダで配

付 された。 これ らの種子 類 は1995年2月 か ら順次ル ワ ンダ の農業研究 所 の3カ 所

(Rubona, Ruhengeri, Karama) の試験場での増殖のために搬入されると同時 に、農家が

増殖できるよ うにNGOへ も配付 された。

ルワンダにおいては参加型植物育種 と呼ばれる農民による作物品種の作成 と維持がCI

ATの 協力で長く実施されてお り、農民が品種の多様性の認識 を持つ ことが戦争前に一般

化 (Tripp 1997) してお り、参加型育種に加わっていた農民とSOHに 加わ った農民が

どの程度重なっているかについての分析する必要はあるが、このような背景が品種再構築

の成功の背景にあったことが想像 される。

戦争直後 の1995年 の調査では これ らの活動によってある程度の多様性は回復 していた

が、一部地域では遺伝資源の流失の恐れが報告されていた。一方では、農民が自分達の種

子の保存をうまく管理 し、虐殺直後の耕作期において も種子の45%は 農民自身が保管 し

ていたものを播種したことも明 らかにな り、また外から導入した品種に関しては幾種類か

の品種を農家 に渡す ことによって農民自身が好みの品種を決めていた こと、実際に新 しい

品種を試 した農民は配付 した農民の四分の一以下であった ことがわかった。

50 数字の差は品種の数え方によるものと考えられるが現地で確認できなかった。
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2. ジーンバ ンクと農民を結ぶ仲介組織 としてのNGO

SOHの 特徴 (Scowcroft1997) の第一は農民による形態による作物品種の選択 と、

CGIARの センター における分子遺伝学的な多様性の分析が並行 して行われそれ らの情報

がお互いに相互補完的であり、多様性の現れ方が異なった りす ることが明 らかになったこ

と、第二は品種の再構築の主役を農民による品種の選択に委ねた ことである。特に第二番

目の特徴が迅速な品種の再構築に貢献 した と考え られている。

食用の作物生産 と種子生産とは異なる技術が要求される。このような技術の研修 を実施

することによって農民が持続可能な農業を地域資源の循環の中で実現す ることが期待され、

NGOで あるワール ドビジョンが実施 したプロジェク トにお いて研修は重要な要素 となっ

て いる (World Vision International 1998)。 実際に、種子の完熟 の必要性、乾燥の

必要性などが指導されていた。導入品種の検定及び増殖が種子増殖専門家の指導の下に農

家圃場で実施されてお り、農民の参加の視点か らも望 ましいアプローチ と考えられる。ワ

ール ドビジョンは、ル ワンダ政府の農業省に委託された種子の増殖 を行ってお り、豆類を

中心 とした種子生産 を行っているが、この種子の75%は 地域内の農民協会を通 じて域内農

民グループへ販売されている。事業の実施 と農民協会の回転資金確保が同時 に行われてい

る。

また、ルワンダの農業研究機関は内戦によってほぼ完全に麻痺したが、持続可能な農村

復興開発 の実施 には地域の状況にあった農業研究の実施が不可欠であり、国家による農業

研究が実施できない状況において国際機関の協力によって行われる研究援助の実施がNG

Oに よって行われている51。他のセクターでも同様であるが虐殺の犠牲となった ものに教

育訓練 を受けたものが多 く、農業技術者も極度 に不足 してお り、ワール ドビジョンは農業

省の要請を受けて研究を一部実施して いる。ワール ドビジ ョンでは外国人スタッフ、帰還

難民に加え、 もとの政府の農業研究者や農業普及員を雇用 してお り、国内の状況を把握 し

ている専門家の働き場所を提供 している意味も大きい。 さらに、プログラム内に内戦時に

対立して いた両部族 を配置する ことによって、組織 の思想的基盤であるキ リス ト教に基づ

く精神的和解 を実現 してお り、国家という政治的枠組みでは実現が難 しい紛争直後 の開発

及び将来の紛争予防を農村地域で行うアクター として も注 目される (西川1998)。

また、食糧援助のような物資の配給だけではなく、農村組織の設立、帰還女性 の生活確

立のような援助は多 くの人材による継続的援助が必要とされ、財源も人材もない政府では

実施が困難であ り、国際機関 と直接契約でき、また多くの二国間援助の実施機関 として認

知されているよ うなNGOが 果たす役割は大きいoSOHに おいて も、国際機関が近隣諸国

の政府関連農業研究機関との連携によって栽培用の種子を確保 したが、実際にその配付を

行 ったのはNGOで あり、作物栽培復興プロジェク トの迅速性はNGOの 関与によって確

保 された。伝統的に国家が担 うべき責務に対 して既存の行政や制度が機能 しない時に、必

51 ワール ドビジ ョンル ワンダプ ログラム農業 リー ダー (Cooper, J.) か ら筆者が現地調査時

(1998年2月11日 か ら18日 まで ワール ドビジ ョン ・ジャパ ン派遣農業専 門家 として滞在)

に聞き取 りを行 った。Dr. Cooperは 、 もとIRRIの 契約職員で あったが、アメ リカに帰国 し農

場で働いている ときにワール ドビジ ョンに リクルー トされ、1年 間の予定で赴任 して いた。給

与 はUSAIDか らワール ドビジ ョンを通 じて支払われていた。
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要に迫 られて様 々な非政府アクターが登場 し、国家機能 を代替する (首藤1997) ことが

知 られて いるが、 このような非政府アクターがル ワンダの内戦復興 に果たしている役割は

大きい。

SOHの 経験か ら、戦争前にルワンダの農業及び作物に関する国際農業研究センター及

び近隣諸国の農業研究所に蓄積 されていた知識 と経験が品種の再構築を比較的スムーズに

した ことが明 らかにな り、今後の大規模災害時 (自然災害であれ戦争であれ) の作物品種

の救済の実行 に関する行動計画作成へ とつながって行 った。 この行動計画はアフリカの角

といわれる地域 を対象に、作物品種の多様性を含む農業生態系のマ ッピングを行 い、必要

な時には被災地域外か ら被災地域 に適応可能性の高い品種を入手できる可能性を構築する

こと、種子保存 ・増殖のデータを整備 し、 また必要時に遺伝資源が国境 を越えて移動でき

る制度を整備すること、各国の農業試験場、国際農業研究センター、NGO、 援助機関、

地域 の種子会社、及び農民のネッ トワークを普段か ら構築し、災害時に種子生産 と配付が

迅速に行 える体制を整えることを目指 して、米国の援助で1994か ら7年 計画で実施され

ている (Scowcroft 1997)。

第2節 広 島におけるローカル ジーバ ンク と農民の協働

アジェンダ21に 提起されている様々な課題を解決 し、持続可能な社会を実現す るための

多 くの活動は地域に根ざす ものである。わが国では従来か ら、公害問題に対処 し自然環境

を保全する際に先駆的な対策を行った自治体は多く、地球環境時代 においてもその役割は

重要性を増 している (松下1998)。 地域住民と直結し、住民と国家や国際社会をつなぐ位

置にある地方自治体が、農業における生物多様性の管理にどのように介入 しているかを分

析す ることは、国際協力の手法の多角化 につながることが期待される。本節では、農民に

よる 自発的な植物遺伝資源の利用 を促進 (フ ァシリテー ト) する仕組みとして、公的なジ

ーンバンク と農民の連携を広島県 における事例をもとに分析 したい。

1 広島県農業ジーンバ ンクの概要

広島県農業ジーンバ ンクは、1989年 に県農業技術セ ンターに設立 され、財団法人が運営

を行っている (広島県農業ジーンバンク1995)。 当時は、産地間競争に対応するべ く、新

品種 を育成 し、多品目技術集約型の農業を確立する ことが県農業の緊急の課題であった。

そ こで、「ひろしま2001年 育種計画」が策定され (広島県農業ジー ンバ ンク1995)、 ジー

ンバンク事業が この計画の中で具体化された。

ジー ンバ ンク施設は、遺伝資源長期貯蔵庫 と中期貯蔵庫各1室 を中心 に、栄養体貯蔵庫、

培養室、種子保存作業室 (乾燥室)、発芽試験室および事務室か ら構成されている。現在穀

類、豆類、野菜類を中心に約18,000点 の遺伝資源が保存 されている。

2 ジーンバンクによる在来品種の収集

1992年 度か ら3年 にわたって 「県内植物遺伝資源の探索 ・収集ローラー3ヶ 年作戦」が

実施 された。 当時、産地育成のために品種統一が行われ、いわゆる地方品種は不人気 とな

り、近代的品種に統一され る傾向が強 まり、新産地育成事業の実施に伴いこの傾向が加速
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した (広島県農業ジーンバンク1995)。 しか しながら、地方品種52は、生産性や揃い、品

質については近代品種に劣 る部分もあるが、地域の 自然条件や栽培様式に適応 した形質を

備えているほか、遺伝的に多様性に富む ことも認識されていた。

探索 ・収集は、地域事情に精通 している普及員 のOBが 県内10地 域か ら各1名 委嘱され

農協の婦人部や老人クラブな どの地域 団体の協力を得て実施された。

収集された点数は387点 にのぼ り、その他に滅失所在記録53は160記 録が集め られた。

これ らの地方品種は、数年か ら数十年あるいは100年 以上にわたって栽培されてきたもの

である。収集時には、一部を除いて、中山間地において高齢者の手によって細々と保存栽

培されていた。

3 ジーンバンクに保存された地方品種 の地域における活用

ジー ンバ ンクに県外か らの収集 も含めて約16,000点 の遺伝資源が集め られた1996年 に、

県内産 にもかかわ らず ほとん ど栽培されることのな くなった農作物 を復活 させ る事業が農

業技術セ ンター との協力で開始 された (中国新聞1996)。

(1) 遺伝資源配布規定 と活用のシステム

農業ジーンバンクの遺伝資源活用事業は、研究所 としては遺伝資源配布規定に則 って行

われているが、農家や一般県民に対 しては 「種子の貸出し事業」として説明されている (中

国新聞1998a)。

表5-1. 広島県農業ジーンバンク「種子貸出し事業」の実績

注: 広島県 農業 ジー ンバ ンク理事 会資料54 (1998・1999・2000年 度) および 聞 き取 り

52 収集の対象となったのは県内で古くから栽培されてきた地方品種 (広島県農業ジーンバンク

では在来種 という用語を使用) である。ここで、地方品種は 「自家採取を繰 り返しながらおよ

そ10年 以上栽培されてきた品種」と定義され、したがって栽培者が異なる場合は、異なるサ

ンプルとして取り扱われた。
53 栽培の記録はあるが、既に滅失している地方品種に関する情報。

54 現地調査の際に閲覧させていただいた。(経 理関係の資料等と一緒のつづ りになってお り、

持ち出しはできなかった。)
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農家による遺伝資源の活用 (種子の貸出 し) 数は、1998年 の84点 を最高に、豆類を中

心に多 くの利用がなされている (表5-1)。 豆類は生食用のほかに加工用特産物開発の利

用を目的としているものが多いのに対 し、野菜類は青空市等への出荷や ソバなどの既存特

産物に薬味としての利用などが 目指されている (表5-2)。

広島県農業ジー ンバンクでは、「植物遺伝資源配布規定」を元農林水産省 「農業生物資源

研究所」の農林水産 ジーンバンクに順 じた形で制定しているが、三つの点で独自特色を出

している55。

表5-2. ジーンバンクからの配布種子で現地に利用され つつある事例 (一部)

注: 広島県 農業 ジー ンバ ンク理事 会資 料 (1998・1999・2000年 度) お よび聞 き取 り。

第1点 は、国のジーンバ ンクが、その遺伝資源の配付を試験研究用に限っているのに対

し、広島県農業ジー ンバンクでは試験研究素材としての提供のほかに、地域特産作物の開

発 を重要な配布 目的にしてお り、地域を管轄する農業普及セ ンターが窓 口機能 を果たして

いる。

第2点 は、国のジー ンバンクが配付にかかる代金 として1点5,700円 を徴収 しているの

に対 して、広島県農業ジーンバ ンクは無償配付を行 っている。

第3点 は、国のジーンバンクか ら遺伝資源の提供を受けた場合は、その試験研究結果の

報告のみが義務付け られているのに、広島県農業ジーンバンクにおいては、試験研究 また

は地域特産作物 の育成開発 の結果報告のみな らず、配付 を受けた植物遺伝資源と同量以上

の種子をジー ンバ ンクに返却する ことが要求されている。 この事業が 「種子貸出し事業」

と名づけ られた理 由はここにある。

(2) 活用の工夫

地方品種の活用 にあたって、広島県農業 ジー ンバンクでは三つの工夫 をしている。

55 財団法人広島県農業ジーンバンク植物遺伝資源配布規定 平成9年7月4日 施行 および、

農業生物資源研究所試験研究用植物遺伝資源配布規定 農林水産省告示第157号 昭和61年1

月25日 、最終改正農林水産省告示第971号 平成9年6月23日 を参照。
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第1は 、セ ンター圃場における栽培か ら得 られた特性情報の公表である。

第2は 、農家の必要とす る系統の選抜である。確実な産品とするために、品種内で生育

期間の異なる系統の選抜が意識的に行われている。すなわち、収穫期間を長期にすること

で、一度購入 した人が、おいしいことを知った上で再度購入できる販売チャンスの拡大に

つなげている。

第3は 、食 と農の連携教室 の開催である。広島県栄養士会との共 同で、「試験研究で リメ

ークした野菜を使った健康づくり」をテーマに太田カブを使 った調理実習を開催 し、生産

者 と消費者の双方に啓発を行なっている56。

(3) 太田カブ遺伝資源の活用における農家の活動

太田カブの活用は、特に県中央部の福富町で成功の兆 しが見 られる。 これは特 に、ジー

ンバ ンクか ら導入 した太田カブを利用す ることによって地域の高齢女性を中心 とした農民

がグループを形成 して、新たな地域活性化のアクター となっていることに現われている。

ここでは、JA婦 人部 と青空市グループの両方 に関係 しているメンバーが中心に種子の貸

出 しを受 け、地域の女性と高齢者が栽培を始めた。グループのメンバーは、下仁田ネギな

どと一緒 に冬場の露地野菜 として栽培 し、「JAふ くとみ」の青空市を中心 に出荷 している。

菜花 と同様 に花芽が利用されるほか、葉もの野菜 としても間引きしたものが出荷 されて

いる。1年 の栽培 の後、配布規定 に基づき種子の返却は代表の農家が行 った。 この種子は

ジー ンバ ンクで発芽率を検定し、今後の配付に回すために保存 されている。

農家の活動に二点の特色が見 られる。第1は 、自家採種 した種子 を使 って2年 目の栽培

を行っていることである。野菜の種子は購入することが普通になっている現代の農業 にお

いて、 自家採種が復活 したことは、農民の種子に対す る関与の度合いを増加させるもの と

評価できる。

第2点 は、前年のこぼれ種か ら、「野良ばえ」で育 った野菜が畑に残 されてお り、そ こか

ら菜花 としての収穫及び出荷が行われていることである。多様な機会 を捉えて、作物の利

用が行われている。地域 に適応した品種が、地域に戻されて、農民によって利用されてい

る。

4 地方品種活用事業の評価

本章では、広島県における地方品種 の活用に、どのような関係者が、どのような動機に

よって参入 しているかについて、参加型の植物遺伝資源の保全 ・管理 ・利用の視点を踏ま

えてその位置づけを議論する。

(1) 遺伝資源の新 しい流れの構築

広島県農業ジーンバ ンクの 「種子貸出し事業」が、国際 的な参加型遺伝資源保全 ・利用

のシステム作 りに寄与できる可能性は、ジーンバ ンクが農業的にマージナルな地域か ら収

56 栄養士会の会員、生活研究グループ、青空市会員に一般の消費者を加えた約30名 が参加した

(中国新聞1998b)。 生産者に対 しては栽培を奨励するとともに、消費者には新 しい食べ方を

紹介するものであった。
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集 した遺伝資源を、当該地域の開発の資源 として直接地域の農家に返 したことにある。伝

統的農業の中では、地域内の遺伝資源が食糧 として利用されるとともに、次の作期のため

の種子 として循環するシステムが数多 く報告 されている (図5-1A)。 一方で、これ まで

のジーンバ ンク事業においては、収集された地方品種は、グローバルな育種素材として利

用されることを期待 して保全 されてきた (図5-1B)。 ジー ンバンクが地域の農家に遺伝

資源 を返すような発想はなかった。地方品種を栽培 している圃場で は、遺伝資源は、一方

向にのみ流れるものであり、その遺伝資源が戻って くる時は、近代育種の過程を経た多様

性を失った改良品種 としてであった (Crucible Group1994)。 このような条件下では、

遺伝資源は、農家の圃場を離れてジーンバ ンクの研究者の手にわたることによって地域か

らは流失することとなった。(図5-1B)

従来の遺伝資源システムでは、地域か ら収集 した遺伝資源が、近代的育種 の過程を通じ

てよ り農業生産性の高い地域で利用されるような一方的な流れ しか存在 しなかった。しか

しながら、近年IPGRIの 研究者 らは、遺伝資源が収集された地域で再活用されるような統

合的かつ持続的な植物遺伝資源管理を提案 している (Iwanaga et al 2000)。 同様に、農家

や コミュニティによる遺伝資源保全 ・利用のシステムと、国や地球 レベルの公的な遺伝資

源保全 ・利用 のシステムの間 に多様な関係が結ばれる必要があることも指摘 されている

(Almekinders and Boef 2000; Almekinders 2001)。

広島県では、多様性を持った遺伝資源がそのまま原産地または周辺の圃場に再導入され、

地方品種の遺伝資源が地域の中でジー ンバ ンクを通 じて双方向に流れる可能性を回復 した

(図5-1C)。 すなわち、広島県農業ジーンバ ンクでは、設立 当初か ら、その 目的として

従来型の育種素材の提供 という目的に加え、地方品種を利用 した地域特産作物の開発が意

図されていた。従来か ら存在 して いた地域内の遺伝資源活用および循環に加 え、地域か ら

の遺伝資源の流失 とは逆に地域へ遺伝資源が還元 されるシステムが確立されつつある。 こ

のような大きな転換が広島で実践 されている。

広島県農業ジーンバ ンクの事例は新 しい植物遺伝資源利用システムとしては一つの点に

しか過ぎない。 しか しなが ら、 このような、農民による遺伝資源の利用に対 して、公的に

設立 されたジー ンバ ンクが支援 していくようなシステムを各地域に確立することが出来れ

ば、地域 における遺伝資源の循環が可能にな り、地域の遺伝資源の多様性が一義的に地域

外で利用 されて きた従来の システム とは異な る遺伝資源利用 と利益配分 (access and

benefit sharing) が実現すると考え られ る。

(2) ジー ンバ ンクにおける植物遺伝資源保全及び利用 目的の転換

広島における遺伝資源保全は、育種素材 としての利用 にとどまらず、地域の農業振興に

とって特産農産物の開発に活用す ることを目的 としている。同時に、地方品種は地域にお

ける農業の形態や生活文化の変遷 を辿るうえで、貴重な文化的遺産 とも位置づけ られる。

このジーンバ ンクでは、地方品種の直接的利用の可能性を調査 し、大田カブのほかに、

健康食品 として売 り出され つつあるキ ビ、ソバ な どの雑穀 もと りあげている (青 山他

1998)。 中山間地域の畑作に適 した作物が見つか らない ことが大きな問題 として認識 され

ていることか ら、地方品種 の栽培に関する技術的検討の必要性が提言されている。
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図5-1. 植 物遺伝 資源 利用システム の 多様 化とジーンバンクの位置 づけ

Almekinders (2001); Iwanaga et al. (2000) を参考 に筆者 作成

(3) 地域内の組織 ・制度の役割

普及員OBは 地域の情報 を持ってお り、地域の農業に精通 しているという利点を持って

いる。それに加え、農家 とのや りとりで、お願いすれば種子 を分けてもらえる、また、栽

培方法や利用方法に関する情報 も聞き出す ことができるというメリッ トがあった (広島県

農業ジーンバンク1995)。

広島県において、地方品種の活用が実現しつつあるのは、地域内に信頼できる種子貯蔵

庫を備 えたジー ンバ ンクが存在 し機能 している こと、普及センターが農家に身近な窓口と

な り種子配付のシステムが確立 していること、栽培技術の指導体制が整っている ことな ど、

ハー ドとソフ ト両面の充実が背景にある。農民による地方品種利用に関しては、農民自身

が創意工夫や努力をする能力を持つ ことがもっとも重要であるが、実際には行政を含めた

農民を支える組織、制度、技術の存在が不可欠 と考え られる。

(4) 遺伝資源事業に農民が直接関わることの意義

育種材料としての利用のみが大きな目的 とされてきた従来の視点では、農民の遺伝資源

事業への参画の機会は少なかった。すなわち、On-farmの 地方品種保全は、コミュニティ

の農業の近代化を阻害 し、社会的、経済的停滞をもたらす として、政策的に受け入れ られ

ないケースが多か った。地方品種の現地保存は、品種が激 しく入れかわる現況 においては、
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ジーンバ ンクにおける保全の代替 としての可能性はな く、何 らかの形の生息地外保全を行

う必要がある (Ford-Lloyd and Jackson 1986) とされた。

農民 自身が遺伝資源の保全に参画す ることが地域農業の発展のためであるのか、あるい

は地球規模の公共的な生物多様性の保全のためであるのかは対立する考 え方とみられるが、

まず地域の利益を優先するべきであると提言されている (Vijk and Pistorius 2000)。 広島

における事例でも、農民自身が地球規模の遺伝資源管理に参加 しているという意識は確認

できなかったが、農民は、冬場の付加的収入を得ること (経済的イ ンセ ンティブ) や、グ

ルー プを組織 して共同事業を行う (社会的イ ンセ ンテ ィブ) ことによって、 自らが参加す

ることの利益を自覚 している。

植物遺伝資源の利用と公平な利益配分についての議論は、従来の育種素材 としての遺伝

資源の見方では、世界的な基金を中心 とした公的システムの存在 を前提としないと議論の

進展は見 られない。農民による遺伝資源の利用 を第一として、 これを国家等が管理するジ

ーンバ ンクが支援 していくようなシステムを、地域 に確立することができれば、地域にお

ける遺伝資源の循環が可能にな り、新たな遺伝資源利用と利益配分方式の可能性が生まれ

る。

FAOに おいて議論 された世界行動計画において も、植物遺伝資源の現地管理 と開発に

関 して農民がよ り積極的に参画す ることによって、植物遺伝資源が多 くの農民の手 にわた

るとともに、農業開発が促進されることを認識 し、農家圃場における農民による選抜を促

している (FAO1996b: Article31)。 さらに、通常の種子流通や農家による自家採取のシ

ステムを乱さない範囲において、農民による実験や研究 を奨励するための種子や植付け材

料の配付をジー ンバンクな どの機関に促している (FAO1996b: Article39)。

5 本節の結論

最後に、新 しい開発論 との整合 ・実践の場として広島県の事例か ら学べることを、農民

参加型の植物遺伝資源利用が農村開発 に果たす意義および事業をさらに参加型にする工夫

を中心に議論 して本節の結論 とする。

(1) 農民による地方品種の評価

農民による太田カブの評価 は、おおむね良いものとなっている。理由は、第1に 、真冬

に栽培するため、病虫害の被害をあま り受けないことである。マルチをして生育促進させ

ることはしないほうが良いという理解がな されている。第2に 、集団が均一でないため、

抽台時期がバ ラバラとなり、収穫の労力が分散できる。大規模な出荷はできないが、少量

を比較的長期間出荷できるので、高齢者による朝市への小規模な出荷 には適 している。近

代的な流通システムでは一定量以上の確実な出荷が要求 され、そのような生産には向いて

いない太田カブのような地方品種は地域か ら一度は消えて しまったが、そのような特徴が

同時に今回の復活 の理 由になっている。このような地方品種の利点 をジーンバ ンクが把握

したことは今後の事業展開において重要なステ ップである。これは、当初ジーンバ ンクが

予想 していなかった利点である。

(2) 科学知 と経験知の融合の可能性
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広島県の事例では、試験場における科学的な系統選抜と、各農家の多様な理由に基づ く

多様な系統選抜 の両方が行われている。まず、ジー ンバンクにおいては、バイオテクノロ

ジーを含む近代的技術を利用 した従来のジーンバ ンクと同様の資源利用に加え、地域での

直接利用価値 を利用した地域内および導入遺伝資源の利用が小規模なが ら同時に行われて

いることに特徴がある。さらに、いわゆる 「野良ばえ」の遺伝資源の利用にあたっては、

圃場からエスケープし、野生化 した植物 までも多様性の源泉 として利用 している。育種の

三つの段階57をすべて活用 した遺伝資源の利用を行っている。

別の見方では、知識の創造 における三つの領域である科学、技術、伝統の三分野 (Correa

1999) が この事業では統合 されている。将来の育種に備えて一つでも多 くの遺伝子 を科学

的に保全す ることが公的なジー ンバ ンクの重要な役割である。一方で、地域 における品種

の選抜に普及員が関与する ことも、ジー ンバンクの協 力を得て行われている。伝統的に冬

場の野菜 として農家によって栽培されてきた技術が新 しい環境でよみがえっていると考え

ることができよう。

(3) 地域資源 に付加価値をつける参加型保全 と開発

地方品種の保全のためには、地方品種などの遺伝資源を持続的に利用することが重要で

あ り、その有用な方法として地方品種に付加価値をつけることが提言されている58。啓発

は最 も重要な手段であり、食 と農の連携教室は評価 に値す る。

わが国においても、直売所や朝市を利用 した地場産品の直売活動が都市農村交流活動の

一環 として多 くの地域で実施されている。JAS法 の改正によって、すべての生鮮食料品

の原産地表示が義務付 けられるとともに、有機農業による生産物については検査認証を受

けた もののみが 「有機」の表示 をして流通できる仕組みが整え られてきている。

広島県の事例では、太田カブが冬場の露地栽培であ り、無農薬で栽培できるために、そ

れが付加価値 となることも農家は充分認識 している。 トンネルなどによる促成栽培は病虫

害の発生が予想されるため否定的に考えられている。

(4) ジー ンバ ンク経営のあ り方

財団法人としての広島県農業ジー ンバンクの年間予算は500万 円をわずかに上回る程度

で、大規模な事業を展開す るには程遠 い状況である。施設が県か らの現物供与で存在 して

いることを有利な基盤として、日常の保全や配布事業の一部 をNPO法 人に委託するな ど

して、生産者消費者双方の一層の参加を得た事業の積極的展開を検討すべきであろう。

第3節 本章の まとめ

社会経済状況の変化や、戦争 ・災害等によって地域か ら地方品種が消失 している。 この

57 Swanson and Goeschl (1999) は、新 しい品種 の開発を三段階に分類 してお り、その第 一

段階は継続す る生物進化の中で農民の必要 に従った形質が選択 される こととして いる。第二段

階は農民による意図的選抜が加わ り、第三段階は育種家による科学的選抜 が加わ る。
58 ネパール において、 地域市場の開拓、文化 的な価値 を含めた品質の向上や伝統 的な食品加

工の技術 に由来する新 たな消費ニーズ に応 える食品の 開発な どが コミュニティー参加の伝統品

種保全事業の成功理由 として報告 されている (Rijal et al. 2000)。

100



時 に、生息地以外のジーンバンクに保存 された作物遺伝資源の地域への再導入が必要とな

ることが ある。

ルワンダの事例では、地域農業の再建による難民の再定住が 目的である。広島の事例で

は、地域特産物の開発による中山間地の活性化が 目的であり、状況 は大 きく異なる。しか

し、ともに、生息域外に遺伝資源 を確実に保全するイ ンフラが存在し、 これが機能 してお

り、地域で活動する組織制度 と連携す ることによって、農民の参加を促 しつつ、作物遺伝

資源の地域 における新 しい利用が復活している。農民が遺伝資源 にアクセスでき、利用で

きる環境 の整備は公的なジー ンバンクだけでは困難であり、ル ワンダ事例におけるNGOや

広島における地域ジー ンバンクの役割および多様な工夫は重要である。 これ らの事例によ

って、地域 における介在組織が、新 しい遺伝資源の流れを作 り出す組織制度であることが

実証的に示された。

地方品種が継続的に利用されるには、利用されやすい品種の特性 (太田カブにおける耐

病害虫性や環境への適応、市場ニーズの存在な ど) や、利用されやすい地域 (環境の多様

性、市場へのアクセス、農民の特性な ど) 等が存在する。 したがって、ルワンダの事例、

広島の事例を普遍化することは困難であろう。しかし、地域での介在組織が実質的な形で、

公的なジー ンバンクと農民とを結びつけることが出来れば、作物遺伝資源の管理 と参加型

開発 を連携させることが可能であ り、その介在組織が公的なものであってもインフォーマ

ルなものであっても差 し支えないことが明 らか になった。したがって、国際的な技術協力

が介入す る際には、公的な組織、インフォーマルな組織双方への介入が可能である。
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第6章 日本 とドイツの国際協力か ら見た植物遺伝資源管理と技術協力のパラ

ダイム転換

これ まで に述べてきたように、農業 における生物多様性 を資源 として利用する多様な利

用のあ り方の中で主要なものには大きく二つの方向性がある。すなわち、第一は、緑の革

命の背景にあるように、近代育種で育成した品種 を灌漑技術および肥料な どと組み合わせ

て国家な どのマクロレベルでの穀物の生産量を増加 させ食料の増産を図ることを目的とす

る開発に用いる考え方である。第二は、農民が地域 に適 した品種を管理 ・育成 し、 自らの

生活の向上 とリスクの回避を図るものである。20世 紀 にはこのような利用が多様な地域

で同時に実際に行われてきたにもかかわ らず、それぞれの活動の強化に対する支援は別個

に行われてきた。

開発途上国における遺伝資源保存事業 も遅々としなが らも着実に進んでお り、先進国、

国際機関及び各種NGOの 協力によ り、近代技術の粋 を尽 くしたジーンバンク以外での保

存方法 も試行 されている。わが国の筑波にあるジーンバンクが第4世 代である ことを考慮

する と、途上国にわが国と同等の施設を建設 し運営する ことは、国際的に見ても過剰投資

であるし、国内的にはその国の農業生産額に対する遺伝資源事業への投資の比率 も考慮さ

れなければな らない。適正な経済的投資及び、技術水準はプロジェク トの持続可能性の担

保 に不可欠な要素である。

筆者はジー ンバ ンクの必要性や生息地外での在来作物品種遺伝資源の保全の重要性を否

定 しないが、国際開発援助の枠組みの中においては今後限 られた予算のなかでそのような

プロジェク トが国毎 にまた各地で実施される ことは現実的ではない。一方で、植物遺伝資

源の消失は地域社会 の持続可能性の担保はもとよ り、今後 の世界の食糧問題や医療問題を

考 えたときに最大限の対策を講 じる必要のある生物多様性保全のなかで も重点分野である

ことには変わ りがない。今後は既存の先進国のジー ンバ ンクやCGIAR各 セ ンターのよ

うな拠点施設 を中心 としたネットワークを築 くことが望ま しく、 このことは新 しい植物遺

伝資源条約の理念にも明らか になっている。

一方で今後 の遺伝資源分野の国際協力のあり方を特にわが国の協力システムにおいて考

察す ると、わが国の二国間協力のシステムではアセアンのような一部の例外を除いて地域

協力が困難であり、二国間協力で遺伝資源を扱 うには設備に対する過剰投資を防 ぐために

も遺伝資源事業 を参加型農業開発研究の中に位置づけていくことが望ましいと考えられる。

すなわち、遺伝資源の保全及び利用をFSRの ような農民の主体 による実験的栽培手法を

組み込んだ開発の中に位置づける ことはプロジェク トの主体がはっき りしてお り、組織的

な観点か らも持続可能性が高い。 このようなプロジェク トに対 しての住民に把握 されたニ

ーズに基づくインフラ整備 の援助や農業生産 にお けるインプッ トの援助の連携は有効であ

ろう。

第4章 第5章 で分析 したように、個 々の国の中では、近代的な育種 を前提 とした農業に

おける生物多様性を管理するジー ンバンクのような公 的施設 と、農民自身による自発的な

管理 とを結びつける多様な組織 ・制度が発達 してきている。 このような組織 ・制度を多 く

の地域で構築することは、多国間システムや二国間合意 とは異なる形で生物多様性条約や

新しい植物遺伝資源条約が 目指す利用を通 じた保全 を促進 し、その利益の公正な分配に資
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すると考え られる。

表6-1 は植物遺伝資源分野の国際協力を取 り巻 く国際環境の変化 についてまとめてい

る。

表6-1. 植物遺伝資源に関する国際協力の枠組みの変遷

出典:FAO1996b, IISD2001, 環境 庁1996, 農 業 生物資 源研 究所2002, 農林水

産技 術情 報協 会1999

<ド イツと日本を比較す る意義>

国際技術協 力において、 このような考え方がどのよ うに展開されているかについて ドイ

ツと日本の事業のあり方を比較分析することが本章の課題であるが、最初に ドイツを比較

対照 とした理由をまとめてお く。

作物の遺伝資源を管理す る国家システムには、公式の中央集中的なシステム (アメリカ ・

中国 ・イ ン ドなど)、公式の遺伝資源分野の国家プログラム(ド イツ ・トルコ ・日本など)、

調整のみを行 うプログラムの三つに分けられる(FAO1996a)。 ドイツと日本はともに、公

式の国家プログラムを持ちつつも特定の機関に集中した管理は行われていない。したがっ

て、技術協力を行 う場合も、人的資源 ・技術的情報は このような背景の中か ら調達される

ことになる。

さらに、ドイツは、技術協力に関 しわが国と類似の組織制度を持 って いる。具体的には、

・技術協力の責任組織が 日独で類似 していること。(国そのものではな く独立 した公団的組

織)

・資金協力と技術協 力の両面か ら援助を実施 していること。(ハー ドとソフ トの両面に協力

して いる)

・植物遺伝資源の分野で比較的大規模で継続的な二国間協力を実施 している こと。
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したがって、 このように枠組み として類似点をもった両国の具体的な事業実施手法の違

いを明 らかにすることによって、 日本のシステムに導入可能な技術協力の手法 を見出す こ

とが、本章の直接の 目的である。そ もそ も、わが国の技術協力は、人材養成を通 じて開発

途上国の社会および経済の発展を図ることを基本的な 目的としてお り、その成果を最大限

に発揮するには国際的な開発の枠組みの中で戦略や手法を決定する必要がある。 ドイツの

実施する遺伝資源分野 における技術協力内容の変化の実態 とそ の背景を整理するとともに、

この変化 と国際協力をとりまく環境 の変化を関連付 けることによって、今後のわが国の遺

伝資源分野にお ける技術協力の方向に示唆を得 ることが期待 される。第二の目的は、この

ような比較の議論を通 して、 どのような技術協力の思想と手法が今後実質的な参加型開発

を実現する ことに寄与できるかを議論す る。

第1節 わが国 の植物遺伝資源分野の協力概要

わが国の開発途上国に対す る植物遺伝資源 に関す る協力は、1980年 代前半か ら無償資金

協力によるジーンバ ンクの建設に端を発し、その後資金協力によって設立された施設の運

営 に対す る技術協力をプロジェク トタイ プ技術協力で実施 して きた (国 際協力事業 団

1995)。 その他 に専門家の派遣や研修員の受け入れ も行 っている。その間国際協力をとり

まく環境は大 きく変化 したにもかかわ らず、わが国の技術協力は一貫 して遺伝資源を生息

域外で保全す るためのジーンバ ンク整備およびその技術向上を目的とす るものが主流 とな

っている。チ リの例は無償資金協力が実施されなかった特例であ り、また内容 も情報ネッ

トワー ク作 りが中心でやや特異な ものであるが、その他は基本的に種子作物のためのジー

ンバ ンクを建設 し、収集 ・評価 ・保存の技術移転を目指す ものとなっている。

わが国の技術協力の主要な形態であるプロジェク方式は専門家の派遣 、研修員 の受け入

れ、機材の供与という3つ の協力形態を組み合わせ、ひ とつのプロジェク トとして実施 さ

れ る協力と説明される。一般 に、プロジェク トには数名の長期専門家が原則2年 の任期で

派遣され、必要に応じて短期専門家も派遣 され る。プロジェク トのなかで専門技術を伝え

られる現地の技術者はカウンターパー トを呼ばれ、研修員 として来 日し、関係機関で研修

を通 してさ らに技術を高めることが期待 されている。また、プロジェク トを運営するため

に必要な機材 も日本から供与 され、効果的な技術移転に役立て られている。プロジェク ト

が行われる建物は、日本の無償資金協力で建設するケースも多い。 このようにいくつもの

援助形態を組み合わせることによって、効果的な技術移転ができるという特徴がある。プ

ロジェク トの実施期間は通常5年 とされるが、必要 に応 じて延長するケース もある。また、

プロジェク ト終了後3年 以上たった案件についても、必要があればアフターケアを行 って

いる。

これまで、植物遺伝資源 に関する技術の向上を直接 の目的としたプロジェク ト方式の技

術協力は4件 実施されている (表6-2、6-3)。4件 すべてが研究所 または研究所 を主

管する官庁を受け入れ機関としている ことがわかる。 また、要請の背景及び事業の目標 と

して、(近代的) 育種を意識 した遺伝資源の利用による農産物の生産性の向上、生産の増大

とさ らには輸出競争力の強化が挙げられてお り、各地域 における農民のエンパ ワーメン ト

や農村開発 との直接的関連は公には意識 されていない。研究所 に対す るインフラ整備 と、

公的機関のスタッフのキャパ シティー ・ビルディングがわが国の協力の特色 と言えよう。
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表6.2 わが国の植物遺伝資源分野主要技術協力プロジェクト

出典: 国際協力事業団1997ab 2001b農 林水産技術情報協会1999

プロジェク トに関連する調査 として、植物遺伝資源技術支援基礎調査の制度がある (農

林水産技術情報協会1997)。 この制度 には、大 きくわけて二つの調査事業が含まれてい

る。第一は、案件発掘支援の調査で、基本的な関心はジー ンバ ンクの建設 とその運営技術

の移転に対するプロジェク ト発掘 ・形成であった。 この調査は、一般の技術協力の案件発

掘 とは別 に遺伝資源事業の固有の予算として大蔵省に対 して当初5年 間の予定での要求が

されてお り、実際1987年 度 に派遣 されたス リランカおよびチ リについてはその後プロジ

ェク ト方式技術協力が実施されている。近年の調査は具体的なプロジェク トに結びついて

はいない。第二は、遺伝子探索収集調査であるが、 これは1991年 度にチ リに派遣された

のみで充分な活用は行われていない。 この理由は主 として、主要な遺伝的多様性の中心地

には何 らかのジーンバ ンクが先進国または国際機関の援助 によって設立されていること、

調査の対象国が通常の遺伝資源収集ではビザが取れないような資源ナショナ リズムの影響

を受けている国で 日本の経済技術協力が素直に受け取 られる可能性が少ない ことが挙げら

れるのではないだろうか。

オランダの研究者 ら(Pistrius and van Wijk 1999) は、我が国のチ リに対する協力を、

単なる善意か らの援助ではな く、気候が類似 してお り、かつ育種を含む高度な技術を持つ

日本が、チリの遺伝資源情報にアクセスできることが大きな 目的であったと分析 している。

その理由として、チ リには輸出作物に対する育種事業が育ってお らず、日本には、チ リの
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遺伝資源 を自らが保全する直接的な明確な動機がない ことをあげて いる。JICAの 協力が本

来相手国の社会経済の開発に寄与することを目標として いるにもかかわ らず、植物遺伝資

源分野の協力においては上で述べたような疑いが持たれているのはなぜなのかを明 らかに

し、その疑いに対 してわが国の遺伝資源協力関係者が答えていく必要がある。

表6-3 わが国の植物遺伝資源分野主要技術協力プロジェクトの要請背景、目標と活動内容

106



表6-3 わが国の植物遺伝資源分野主要技術協力プロジェクトの要請背景、目標と活動内容

(つづき)

出典: JICA畜 産技術 協力課 プロ ジェク ト管 理資料 国際協 力事 業 団1993 1997b

2001b農 林水産技術情報協会2000他 (下線は筆者)

近年、JICAの 協力に対 して技術的な側面か ら様々な国内支援を行 うことを目的に設置さ

れている 「遺伝資源収集 ・保存ネットワーク運営委託事業 に係わる検討委員会」では、FAO

の地球規模行動計画 について認識がなされ、協力対象国の状況に応 じてわが国の援助をど

のように展開すべきかの議論は行われている (農林水産技術情報協会 1999)。 あわせて、

協力の対象 となる国 ・地域の状況にあわせて どのよ うな協力が必要かについての議論 もな

されている (表6-4)。 しか しなが ら、次のような理 由か ら具体性に乏 しいものとなって

いる。まず、具体的な協力事業との連携が伴わない議論であるため、協力の手法に踏み込

んだ議論 とはなっていない。また、基本的に組織制度の現状分析を、ジーンバ ンクを中心

とした域外保全の分類にお いているため、農民とのかかわ りが見える協力への言及は見 ら

れない。これ らの提言は現在までのところ、具体的にプロジェク トの実施につながるには

到っていない。
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表6-4 条件を異にする国・地域に対する国際協力の必要性

出典: 農林水産技術情報協会1999
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第2節 GTZに よる植物遺伝資源分野の協 力の変化 と新 しい試み

GTZを 通 じて実施される ドイツの技術協力においては過去25年 の間に内容 ・手法に

大きな変化が見 られ る。表6-5はGTZが 協力の初期において実施 した主要プロジェク

トを整理 したものである。その共通 した特徴を具体的に見 ると、初期のプロジェク トの基

本概念は、ex situ保 全を主目的としたジー ンバンク設備の設立を中心 としたイ ンフラの整

備、遺伝資源の収集、評価、利用 と種子保全等という育種素材としての遺伝資源利用を意

識 した技術移転が中心 となっている。技術移転の対象 も、研究機関によって運営されるジ

ー ンバ ンクのスタッフが中心 となってお り、あくまで も技術協力の目的は、研究機関のキ

パシティー ビルディングにあった。

これ らの事業は一定の協力期間を経て、施設自体の運営管理は相手国へ移管 されている。

エチオピア及び コスタリカの事例は相手国にプロジェク トが移管された後も地域の拠点施

設 として機能 してお り、特にエチオピアでは後の述べるように、作物の遺伝資源のみでは

なく、生物多様性」般を対象とした研究施設として発展 している。ただ、ケニアの事例で

はその維 持管理費用の高価 さの故運営が困難になっていることが報告 されている。

表6-5 初期のGTZに よる遺伝資源プロジェクトの概要

出 典:Weiskopf and Homeyer 2000

1. GTZが 行 う多様な協力59

初期 の協力において、保全と利用が十分に統合されずその結果適切な管理が行われな

か った ことが認識 され 、ex situ保 全への協 力は衰退 した(Weiskopf and Homeyer

2000)。 農業開発協 力の原点が農民及び農村社会の開発 に資することであるな ら、遺伝資

源分野の協力が探索 ・収集 ・保存 という研究のみの協力では、その技術 を利用できる」部

の農民 には稗益するがその波及効果 (trickle-down) は定かではな く、協力の費用便益を

考 えた場合、よ り直接的な協力が望ましいことが関係者に認識された。その後、植物遺伝

59 GTZ本 部 にお ける資料収集および遺伝資源担 当者へのイ ンタ ビュー一は、IPGRIのDr. Engels

およびJICA杉 本充 邦氏の紹介によ り、2000年3月6日 および8月2日 に実施 した。

109



資源管理における農民の役割や知識が認識 され、新しい形態の協力が始め られた。表6-

6は1999年 現在行われていたGTZに よる植物遺伝資源分野のプロジェク トである。

技術協力の手法 として、CGIARを 対象 とした多国間協力、生態的 ・政治経済的に類

似の条件を持つ地域を対象 とした地域 プロジェク ト、農業分野の中で遺伝資源関連分野の

特定の課題を横断的にとりあげるセ クター別協力事業 を採用している。

表6-6最 近のGTZに よる植物遺伝資源分野のプロジェクト/プ ログラムの概要 (抜粋)

出 典: Weiskopf and Homeyer 2000

GTZに よる協力手法の変化の背景は次のように説明される。まず、生物多様性条約の成

立 によって、遺伝資源が 「人類共有の財産」という概念か ら 「国家主権の対象」に変化し、

かつ利用に伴う便益の衡平な分配が原則 となった。これに伴 い、1983年 に合意されたFAO

の国際的申し合わせの見直 しが進め られ、2001年 には国際植物遺伝資源条約 としてFAO

総会で合意 されたが、これ を実施 し便益 を共有するための国際システムの構築が困難な状

況にある。さらに、WTOの もとでは、TRIPS協 定に伴い、植物 品種 に特許 を与えること

が要求され、またそれぞれの国にあった知的所有権 システムの構築が要求されている。 こ

のような中で、 ドイツは二国間協力において効果的に遺伝資源プロジェク トを実施する手

段 として農業生物多様性プロジェク トのようなセクター横断的なプロジェク トを開拓して

いる。
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2. 農村開発における在来作物品種種子生産 と配付への農民の参加60

ここで、GTZが オ ランダ等 とともにNGOに 協力 しなが ら、在来品種の種子生産 ・配付

を要素 とした農業開発プロジェク トに在来植物遺伝資源管理の要素を包含 させているジン

バブエの事例 を紹介 ・分析する。事例を通 じて、保全の結果を開発に利用とす る試みと、

開発の行為の中に保全の要素を持ち込む試みの対話の可能性 について考えてみたい。

ジンバブエの農業開発にお いて、小農の生産性向上は最重要課題の一つで、制度的には

土地制度の改革、イ ンフラ開発では潅漑の整備な どが行われている。 しか しなが ら、もっ

とも条件の厳 しいNatural Region IV及 びVに おける生産性向上と食糧安全保障の確保

のためには在来品種の栽培技術の向上が不可欠である。なお ジンバブエの種子生産 と配

付システムには公式のシステムと非公式のシステムが並存する。

ジンバブエでは、高収量を確保出来る雑穀品種が販売されているにも拘 らず、公式の種

子生産 システムではこれ らの種子を生産 し販売することに成功してお らず、種子の生産販

売が 自由化 されている現在は、いわゆる非公式の種子生産販売システムが特 に地域 に特化

した種子生産を行う可能性は大きい (ENDA et al. 1996)。

また、FSRの 経験か ら、農民の品種選択は必ず しも生産性だけではなく、食味や リスク

回避 も基準 となっていることが明 らかになっている ことか ら、少量多品種の種子生産 と在

来品種の保全は重要な農業開発の課題であ り、GTZは 現地のNGOを 通 じて この分野に協

力している。

1) ジンバ ブエにお ける公式種子生産 と配布

公式システムにおける種子の生産は1991年 まで政府機関に独占されていたが、現在は

多 くの海外資本を含む民間企業が参入 している。これ らの会社は基本的にハイブ リッド種

子を生産 して いる。集団選抜による従来か らの品種の種子は基本的に海外向けに生産 され

ている。その理由は国内においてはハイブリッ ド以外の種子の販売が禁止 されていること、

従来の品種の種子の輸出向け価格が国内消費用の3倍 になるか らである。さらに、公式な

種子生産システムは商業的に経営 され、収益性の高いハイブ リッド種子の生産 を中心に行

われてお り、国内向けの従来か らの種子は充分な生産が行われていない。

このような公式のシステムの農民にとっての利点は、種子の選択が広いこと、販売競争

の結果農民の種子ヘアクセスの機会が増えること、品質の良い種子を購入できることなど

がある。一方で、不利な点は、入手できるのが、開発費用を回収できるハイブリッ ド種子

が 中心 にな り従来か らの品種の種子の入手が難 しくなる、小売店では特 に新品種の栽培に

ついての知識がな く栽培のリスクを農民が負 うことになる、少量の種子の流通が困難にな

る ことな どが挙 げられる。

2) 非公式の種子生産 と配付

非公式の生産 と配付 には農民な どによる非公式の生産と、海外か らの援助がある。多く

のNGOが 非公式の種子生産 に携わりてお り、その主なものはCOMMUTECH、ITDG、

60 現地調査は、技術協力におけるNGOの 役割 を明らかにすることを目的とした国際農林業協

力協会平成9年 度多角的協力促進調査の際に1997年11月 に実施した。
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ENDA、Hlekweni、KMTC、ORAP及 びRUDOで ある。

非公式生産の最大の特徴は特に農業生態的、経済社会的にマージナルな地域で少量の生

産を行 うことである。例外的に公式の生産者が小農、再定住者向けの種子の生産をEND

AやCAREな どのNGOに 委託することがあ り、その中にはハイブ リッドではない トウ

モ ロコシやソルガムの品種が含 まれる。

援助団体の持ち込む種子は地域的にも内容的にも限られてお り、そのほとんどはソルガ

ム、トウジンビエ及び トウモ ロコシである。非公式の種子生産は多 くの弱点を抱えている。

主なものは、悪条件下で生産するため原原種を失うこともあること、大農場ではハイブリ

ッ ド以外の種子は価格が安いために委託生産ができず、一方小農は農地が散 らばってお り

種子生産の管理及び収穫、運搬が困難であること、もともと在来品種の種子量が少なくす

ぐには需要に対応できないことなどがある。

今後の非公式種子生産の活性化のためには緊急援助にこれ らの種子を利用する こと、小

農の収入増加の一手段 として種子生産を組み込むこと、農民が種子生産 をして分配するこ

とによって種子のコス トを下げることな どが考え られている。

実際ある程度雨の降る地域の小農はソルガムのほとん どを自家生産 した種子を用 い、 ト

ウジンビエも7割 を自家生産 し、トウモロコシに関してはすべて外部か ら購入しているが、

雨 の降 らない地域では自分自身の種子の他に地域内の農家か ら種子を手に入れている例が

かな り (トウジンビエで11%・ ソルガムでも4-6%) 報告されている。 これらのシス

テムにNGOが 関わっていく意味は大きい。

3) 参加型種子生産に携わるNGO

ジンバブエの自然条件の厳 しい地域で、参加型の在来品種の種子生産 に携わるNGOは

多 い。 ここでは、ENDA (Environment and Development Action) の在来品種種

子 プ ロジェク ト (Indigenous Seed Project) につ いて検 討 したい (Chaguma and

Gumbo 1993)。

度重なる干ばつに襲われるNatural Region IV及 びV地 域においてENDAが 実施 し

た調査によると、地域の種子に対す る必要は、干ばつに耐性を持ち、早熟で、食味が良く、

病害 に強く、鳥害 にも強 く、保存が利き、高価 な投入物の必要のない性質を持った もので

ある ことが判明 した。政府と種子会社による 「科学的農業」推進キャンペー ンを通 じて雑

穀 よりも育て安 く調理 し易い トウモロコシが導入され、ソルガム及び ヒエ類の深刻な遺伝

資源消失が見 られていた。ENDAは まず共有地農場で種子の農業的な性質 を検定 し、多

くの在来の穀類、豆類、果樹、根菜が収集され、植物学的、栄養学的、食味な どが検査さ

れ、分類 された。また、6000家 族に供給するための種子生産農地及び補完所が共有地内に

設置されている。

農業省 と協力してENDAは 、在来種子プロジェク トを実施 し、多様な条件に対 して供

給可能な遺伝子プールを確保す る事 を推進 している。 この事業は、

・ソルガムとヒエ類は長期間にわたって地域農民に栽培されてきてお り、従って環境 に最

も適応していること。

・独立前のジ ンバブエにおいては、農業研究は商業的農業を対象 としたものがほとんどで、

大多数の農民がその生活を依存 している共有地 の農業の発展に資する技術開発はほとんど

112



行われて こなかった。

・干ばつ による遺伝資源の劣化が起 こってお り、植物生殖質の保存は必要である。

という前提にたって行われた。

この事業 はその計画時か ら農民の参加を得た こともあり、また農民 自身が彼 らの作物シ

ステムの中に雑穀を残 したいという純粋な意図があったこともあり、農民に好意的に受 け

入れ られた。多くの資料が集められ、かつ彼らの規準を用いて植え付け、管理、評価が行

われ、多 くのデータが収集 された。約200品 種が分類され、現在その増殖 と配付の段階

に入っている。一般に品種は、National Farmers Association of Zimbabweに 請求

すれば品種登録はできるが、在来品種や従来か ら集団選抜によって維持 されてきた品種が

登録出来 るか どうかは未定である。現在、これ らの種子の性質を守るためにパテントをと

ることをENDAは 検討中である。 ここで注 目すべきは、このプロジェク トにおいてEN

DAの 役割はあくまで も住 民の活動を助長することで、ENDAが 立ち去った時のプロジ

ェク トの持続性が考慮されて いる。

さらに、ENDAを 中心 にZSAN <ジ ンバブエ種子行動ネ ッ トワーク: Zimbabwe

Seeds Action Network> が形成され、国内はもとよ り隣接す るザ ンビア、ボツワナ及

びモザンビー クのNGOに よる種子供給事業を調整し、南部アフリカ諸国の在来作物遺伝

資源 の保全 と在来 食糧作物 の種子 生産 を実施 して いる (Mushita 1992, ENDA-ZW

1996)。

ZSANは 植物遺伝資源及び生物多様性に関する世界的、地域的な議論に参加 し、EN

DAは 第三世界の数少ない代表 として遺伝資源の所有権 について の発言 を行 っている。

ENDAは 同時に南部アフリカにおける生物工学的技術開発にも協力してお り、現在耐病

性及び耐干性品種開発のための農村内組織培養施設の実現可能性調査 を行っている。 こ

のような事業もGTZ及 びオランダ政府の資金協力によって実施されている。

具体的な目的は、

・地上の農業システム及び在来食用作物に関する研究を実施す る。

・在来品種の増殖 と品種特性試験 を農家圃場において実施する。

・地域 レベルの遺伝資源保存システムを開発する。

・共有地農家による種子配付システムの確立 と組織化 を行 う。

ことである。

3. インセ ンティブワークシ ョップ

次 に、農村における農業生物多様性保全管理プロジェク トと呼ばれる村落開発と遺伝資

源事業の連携 ・統合について分析する。 このプロジェク トの目的は、食料と農業のための

植物および動物遺伝資源の持続可能な保全 と管理のための概念と戦略を、開発途上国の協

力機関 と協力しなが ら、農村開発の必須 (integral) の要素として詳細に検討 し、普及 し、

試験的に実施することである。受益者 (target group) として開発途上地域の作物栽培お

よび家畜飼養の男女農民、特 に伝統的な経営を行 う小規模 または中規模農家および小規模

企業を対象 としている。

GTZは この農業生物多様性 プロジェク トの中で、政策レベル、市場レベル、農民 レベル、

啓蒙および意識の向上、教育 ・訓練の五分野か ら植物遺伝資源管理 に関するイ ンセンティ
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ブを発見 し創造す るプロジェク トを実施 しようとしている (Theis 2000、Almekinders

2001)。 政策 レベルでは2001年9月 に南部アフリカ諸国を対象とした ワークショップ (The

Workshop on Incentive Measures to Enhance Sustainable Use and Conservation of

Agrobiodiversity) をEUや カナダな どの ドナーやIPGRIと 協調 して開催し、政策立案者や

NGOか らの代表者が一堂に会 して意見交換を行 う場を設けている。GTZが 技術協力の一

環 としてこのような ワークショップを開催するのは、生物多様性条約第11条 にある生物

多様性保全と持続可能な利用のためのインセンティブとして機能する経済社会的に健全な

施策を採用することが、条約の各署名国に要請されている ことを第一の理 由としている。

ワーク シ ョップは、ザ ン ビア にある南部 アフ リカ遺 伝資源セ ンター (SADC Plant

Genetic Resources Centre)が 、ホス トとなった。ザ ンビア農業省なども運営委員会 のメ

ンバー とな り、ワー クショップ運営 を通 じたキャパシティー ・ビルディングも行われてい

る。参加者は、研究者、政府関係者のみな らず、NGOや 国際機関、農民の代表も、SADC

域内12カ 国はもとよ りアジア ・ヨーロッパを含む各地か ら参加 していた。

ここでは、ワークショップ参加61を通 じて観察 した各 ドナーの連携およびワー クショッ

プ運営の方法、な らびにGTZが 出版したAlmekinders (2001、2002) の報告書をもとに、

とくにローカルな市場 レベルのインセ ンティブ形成に関する議論を整理 したい。

市場 と産品の開発とは、農民達 にとって農作業がよ り魅力的なものとなるために、地方

品種及びマイナークロップか らの生産物によ り良い価格が実現する ことを意図する戦略を

意味 している。 しか し現在の ところ、小規模 の生産者及び生産物の多様化に対す る市場は

限 られている。 フィリピンの事例では、有機米のための地方品種 を栽培 している農民が、

異なった品質 と形を持 った少量生産の米を加工するための精米所 を見つけ出すのに苦心し

ている62。それ故 に、新 しい産品及びその価値の開発、小規模生産に対応 した技術促進、

そ して消費者行動への取 り組みは、小規模農民の付加的収入や作物遺伝資源の利用の継続

に貢献するための市場 における小規模生産物の場の増大 を目的とした戦略において、重要

な要因となるのである。

地方品種は低投入による栽培 に向いているため、有機農業においてしばしば効果的な役

割を果たす。低生産力というものは多 くの場合、良質の味や高い栄養価 と無縁ではない。

生産物によ り良い価格が実現されれば、それは小規模生産の抱える低生産 もしくはコス ト

高を補 うことができるかもしれない (コス ト高は、例えば収穫もしくは加工作業が機械化

されない こと、運搬や市場への出荷が高くつくことが原因である)。 しか しなが ら、高価格

の実現は、産品及び市場をどのようにして見つけるか、および消費者が どれだけの価格を

支払う意志を持つかにかかっている。したがって、生産物の品質、そ して北側諸国での "フ

ェア ・トレー ド" のような輸出市場と消費者 との間の関係の向上 という目的を含んだ、新

たな生産者―加 工業者―消 費者の関係を構築す ることは、農民にとって地方品種及びマイ

ナークロップの経済 的な魅力を改善する重要な要因となるのである。

ケニアおいて、これ までに実施 された消費者の意識向上及び動向 という問題への取 り組

61 2001年9月11日 か ら14日 までルサ カイ ンターコンチネ ンタルホテル にて開催。

62 同様の話 しは国内の米品種統 一の過程で も見 られ、カ ン トリーエ レベー ターのキャパ シテ ィ
ーに合せて品種が減少させられたことも報告されている (守田1978)。
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みは、地域原産 の野菜の需要を再生す るアプローチであった。ニンジン、キャベツのよう

な "外来の" 野菜を食べることが "現 代的" と考え られていたのに対 し、地域原産野菜の

消費は "後 進" 及び貧困の表れ と捉え られていた。しかし、国際的に国内の文化的遺産及

び伝統的ルーツの再確認 といった問題 に目が向けられるようになるにつれ、現在は大衆の

意見 も徐々に変化 してきて いる。つま り、ケニアにおける地方品種 の消費という現象は、

次第 に大衆 に意識されるようにな り、地域の在来品種 を消費す ることが高い社会的ステイ

タスと関連 したものとなってきている。

また、新たな産品及び加工技術 の開発は、市場を発展させる重要な要因となる。例えば

フィリピンでは、研究者は圃場 におけるサツマイモの遺伝的多様性 を維持するためのプロ

グラムの一環 として、サツマイモか ら作 られるスナック及び菓子類の農村世帯 による生産

の促進を支援 している。それ以外 には缶づめの果物、ジュース、菓子、香辛料な どの森林

生産物か らの市場性の高い商品、そ して野生もしくは半野生の食用、観賞用、医療用植物

の開発がある。この支援は野生及び半野生種のための栽培システムの開発もしくは生産協

同組合の組織化 も含んでいる。

しかしなが ら、新 しい産品のための市場の開発は、注意深い市場機会の識別、マーケテ

ィング及び販売促進のプラン、そ して長期的な視野での関与が必要となって くる。また、

加工技術の開発には専門技術の参与 と相当の資金が必要となる。さ らに、 自然の生態系か

ら採取される野生もしくは半野生植物を原材料 とした製品を成功 させるためには、過剰採

取か らの保護 も行わなければな らない。

エコ ・ツー リズムのような新 しい市場が認識 され、まったく新 しい機会を創出す る可能

性がある。地域外か らの事例ではあるが、ペルーのチチカカ湖にあるイスラ ・デル ・ソル

島の共同体 は、 自身を観光上のア トラクションとして開発 し、観光客受け入れを自らが組

織.制 度化 し、 自助努力的開発 を行ってお り、農業生態系もア トラクシ ョンの一部 となっ

ている。ペルーの他地域 において も、圃場 における保全がアグロ ・エコツー リズムを通 じ

て推進されて いる。農村社会へのガイ ド付ツアーを通 して、観光客は展示区画 にお いて様々

なアンデス山系の植物やイモ類を見る ことができるし、ジャガイモ博物館を訪問し、 レス

トランでは数多 くの伝統的なアンデス山系の産物によるメニュー を味わうことができる。

この試みはアンデス山系の作物及び文化 に関する学校教育プログラムを支援 してお り、ま

た若者の人 口移動を防ぐために実施されているアグロ ・エコツー リヅムへの若者の参加 を

促 している。

啓蒙および意識の向上に関しても次のような議論が南部アフリカを中心 に進め られてい

る。 意識向上のための活動は以下の点 を明示することによって 「農業における生物多様

性」の維持に貢献している。

i) 持続的な農業生産 のための 「農業における生物多様性」の持つ価値、

ii) 利用可能性のある生物の保護あるいは保存 の必要性、

iii) 文化遺産 としての 「農業における生物多様性」の価値あるいはこれ らの複合価値。

意識の向上は生産者, 消費者, そ して政策立案者 をその対象としてお り, 市場の開発と

政策立案に密接 に関係しているのである。地方品種及びマイナークロップの消費は, 栄養

学的な価値 と併せて, 文化遺産やアイデンティティー という文脈の中でそれ らの価値 を取

り上げることによ り、促進 される可能性がある。フィリピン北部のバギオでは、近郊の小
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規模農民の生活 との関係を強調す ることと、サツマイモの多様性 を維持するという目的で,

サツマイモで作 られた菓子類の生産が促進されている。 自助グループによる小規模採種プ

ロジェク ト (SSSP) は、刊行物, ニュースレター, 政策立案者 も参加するようなイベ

ン ト及びワークシ ョップの組織化 を通 じて, インフォーマルな種子部門の重要性について

研究者や政策立案者の意識を向上させることに貢献 して いる。

市場と産品の開発 を支援することは、持続可能な 「農業における生物多様性」の利用

と深い関係 にある。一般的 に都市部か ら離れた農村社会では、生産及びマーケティングを

組織化する能力、経営能力及び加工のための専門技術及び知識へのアクセスは限 られてい

る。それ故 に、これ らの活動には長期的な投入 と資金が必須 となって くるのである。しか

し、これ らの活動は長期的には自立 した、地域の共同体 にとって重大な利益をもた らすも

のとなる可能性 を秘めている。 このように、マーケティング分野における諸活動は持続可

能な資源管理 とい う目的 と実際に資源 を維持管理する農民の収入の増大 とを結合させてい

るのである。

ワークシ ョップの毎 日の運営 は、リソースパーソンによる情報提供の後、GTZが 契約 し

たファシリテーターが参加者の共通の理解 と意見の相違を明 らかにしていく過程が取 られ、

参加型開発の考え方が持ち込 まれている。

GTZは ワークショップを通 じて明 らかにされた各ステークホールダーの現状、加入へ

の期待、意見の相違などの情報を集約 し、ワークショップに集まった開発途上国の関係者

と共有す るとともに、GTZが 各地で実施 している農業 ・農村開発プロジェク トへの応用

を図っている。

第3節 JICAとGTZに よる植物遺伝資源 プロジェク トの比較

では、植物遺伝資源分野で継続的に比較的大規模な二国間協力を実施 してきたJICAと

GTZの 協力内容には具体的にどのような共通点相違点があるだろうか。

表6-7は 、JICAとGTZの 協力の特徴を、表6-8は 両機関の研究機関とのプロジェ

ク ト事例 をまとめたものである。技術協力の理念では遺伝資源喪失の防止や農業開発への

寄与など共通点を持ち、実施の手法も機材整備、専門家派遣、研修員受け入れ と共通 して

いる。実績においても大型プロジェク トはジー ンバンクの設立か ら運営へと一貫 した協力

を両国とも行ってお り共通 している。 しか しながら、細か く見たときに、 ドイツのプロジ

ェク トでは参加型開発の思考が強調されてきていることに注 目できる。

資金協力と技術協力の連携 (ドイツの場合は包括) 及びex situ保 全を重視 してきた経

緯は日独共通である。他方、ドイツは利用も強調 し、さらに参加型開発やin situ保 全 も積

極的に協力に取 り入れてお り、わが国の協力とは異なることがわかる。

さ らに関連 して、ミヤ ンマーの事例か らもわかるよ うに、 日本の協力ではステークホー

ルダー分析 は導入されてお らず最初か ら研究所でプロジェク トが完結す ることを前提 とし

ている。

GTZの 協力の変化をさらにくわ しく分析するためにJICAとGTZが 行っている最近の

プロジェク トを比較してみる。先 に述べたように、JICAは 研究所 を対象としたプロジェ

ク ト方式技術協力が主体 となっている。GTZは 多様な形式で多様な対象を相手に協力を行

っている。 ここでは、比較の簡単のため、研究所を主たる受入機関としているプロジェク
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ト事例 として、JICAの ミャンマーシー ドバ ンク計画と、GTZの エチオピアの生物多様性

保全研究所プロジェク トを取 り上げる。

表6-7 日本及びドイツの実施する二国間技術協力の比較

出典: 国際協 力事業 団 1995 GTZ 1996 BMZ and GTZ 2000
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表6-8 JICAとGTZの 研究所を対象としたプロジェクト比較事例

出典: 国 際協 力事業 団1997a IBCR and GTZ 1999
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JICAの プロジェク トは、当初1990年 代前半に開始 される予定で、施設建設の援助が実

施されたが、ミャンマー国内の政治情勢が悪化 したため、技術協力の開始が1997年 にな

った。それまでの間、ミャンマーの研究者が、独 自にシー ドバ ンクを運営 しており、その

延長線上に技術協力プロジェク トが開始 されている。協力プロジェク トの上位 目標ではミ

ャンマーにおける農業生産および生産性が向上を掲げているが、直接の目的はシー ドバン

ク内で遺伝資源の管理、探索収集、分類評価、保存増殖、データ管理および遺伝資源 と情

報の交換 に関するシステムを確立する こととなってお り、上位 目標 とプロジェク トの直接

の目的との間を誰がどのように介在 し、担当するのかが明確でなく、関係者分析が行われ

ていないことがわかる。

また、関係者の範囲をプロジェク トのモニタ リングを行う合同委員会のメーバーか ら見

ると、農業灌漑省 (農業計画総局長)、 農業公社 (総裁 ・副総裁)、 中央農業研究所、その

他 (議長の指名による農業公社代表)、 大使館/JICAを メンバーにしてお り、限 られた関

係者のみを対象としてプロジェク トが立案 されている。

GTZの プロジェク トでは、わが国の協力でも近年導入されているプロジェク トサイクル

マネジメント手法 ・PCM (ZOPP) を積極的に活用 したプロジェク ト形成およびモニ

タ リング (GTZ 1997, 1998) が行われていることがわかる。プロジェク ト形成の中で、まず

プロジェク ト正式要請を受けて派遣 された事前評価調査団がワークシ ョップを実施 し参加

者分析 を導入 している。参加者分析においては、プロジェクトに直接 ・間接に関係す る個

人、グループ団体等の全貌 (参加者の関心、期待感等) を明 らかにすることが目指 されて

いる (国際農林業協 力協会1997)。 さらに、1998年8月 のプロジェク ト開始後にも1999

年2月 に計画策定ワークショップを実施し、これ に基づきプロジェク トの枠組みを変更 し

ている。 ワークショップの確認事項には、プロジェク トの 目的 (改定) として適正な概念

に基づいて生物多様性保全研究所 のスタッフが関係す るステークホールダー と協力 して森

林遺伝資源を保護 (protect)、 保全 (conserve) す るとしている。 ここで、当初の計画に

なかった 「関係するステークホールダー」 という言葉が明確化されている。ステークホー

ルダー には,

・利用者/草 の根組織 (集落、農民、伝統医療術師、伝統的 リーダー)

・宗教関係者

・民間 (企業、投資家)

・専門家集団 (遺伝学者、生物学者 他)

・二国間および多国間援助機関 (GTZ、UNEP、UNDP、IUCN)

・NGO

・啓発組織 (メディア、学校、クラブ)

・政府機関

が分類されている。それぞれについて、長所 ・可能性、弱点 ・課題、利害の内容、プロジ

ェク ト形成における協力の内容の4点 が整理されている。

ただ、一方で、「適正な概念」という確立されていない内容を計画の目的に入れてお り、

モニタ リングの観点からは参加型プロジェク ト立案の限界 を示 していると考え られる。
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第4節 参加型開発 の視点か ら評価 した 日独の協力のあ り方

ドイツ政府及びその技術協力実施機関のGTZは 、植物遺伝資源の協力はCBDやTRIPS

が法的拘束力を持つ ことを前提に、新 しい国際システム構築に貢献できる協力を実施 して

いる。その戦略 として、マクロレベルの政策的働 きか け (CBDの もとでの途上国内制度確

立等) とマイクロレベルでの農村 開発 における遺伝資源の保全 と利用 (コミュニティ/農

民による保全等) の両面を国際機関やNGOと 連携 して実施 している。

ドイツの工夫について特に参加型開発との関連か らさ らに検討 してみたい。地域開発に

おける地域住民の参加の度合いについて、ヨー ロッパおよび開発途上国の農村開発の分析

か らPretty (1998) は次の7段 階に分けている。

(1) 形式的参加 (manipulative participation): 参加は謳われているが実際上住民の関与

は殆 ど見 られない。

(2) 受動的参加 (passive participation): 事業内容 ・計画が住民に周知される。行政側

か らの一方的説明が行われ、住民側か らの反応をフィー ドバックするシステムがない。

情 報は外部専門家 にのみ共有 され る。情報提供 を通 じた参加 (participation in

information giving) もこのカテゴリーに含 まれると考え られる。すなわち、住民は

外部専門家のアンケー トやインタビューに答える形で参加する。住民は手法の開発選

定に関与する ことは無 く、また調査結果を周知された り正確さの確認を求め られた り

する機会 を持たない。

(3) 相談による参加 (participation by consultation): 住民は外部専門家に相談を受

ける形で参加す る。外部専門家が、問題 とその解決方法 を定義し、場合によって、住

民の応答を見なが らそ の内容を修正する。相談の過程において、意志決定に住民が関

わることは無く、また外部専門家が住民の見解 を反映させる必要は認められていない。

(4) 報酬 に基づく参加 (bought participation): 住民は、金銭 ・食料その他の物質的イ ン

セ ンティブ (報酬) を受 けることを期待 して資源 (労働力 ・時間な ど) を提供する。

このような開発過程を参加型と呼ぶ ことが多いが、物質的なイ ンセ ンティブが継続 し

ない (例えば外部からの援助) と、事業や行動は継続 しない。

(5) 機能的参加 (functional participation): 住民は、既定 の目的達成のためにグルー

プ形成を行 い参加す る。 この目的には、開発事業の実施や外部で形成 された社会組織

の地域内での促進などが含 まれる。このよ うな参加は、主要な意志決定が行われた後

で、実施を促進するために行われる。

(6) 相互作用的参加 (interactive participation): 地域 における新 しい行動や、新 しい

組織の設立、既存組織の強化につながる分析を住民 と専門家が合同で行 う。学際的な

方法が用いられ、複数の異なる視点が持ちこまれる。システム化され、組立て られた
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学習の過程が含 まれる。作業 (分析) を行 うグループにおいて、住民が意志決定に深

く関わ り、 したがって、地域 の組織や習慣を維持する考え方を主張する機会が与え ら

れる。

(7) 自主的な動機による参加 (self-mobilization):地 域のシステムや状況 を変化させる

ために、外部の組織とは関係無 く地域の住民がイニシアティブを持 って行動する。必

要な資源や技術を調達するために外部の機関 と接触す るが、資源が どのように使われ

るか に関する意志決定の主体 は住民が持ちつづける。 このような運動は、時によって

は既存の豊か さ (wealth) や権力の分配の不均衡に挑戦することがある。

地域開発を行 う際の参加の度合いは、情報の共有か ら始ま り、協議、意思決定、主体的

な活動に及ぶ。(1)(2) は、参加 という言葉は使われているが、住民は主 として受益者、開発

の対象として把握 されてお り、開発は外部者によって行われ、住民は主体的な参加者 とな

っているとは言いがたい。(3)(4)(5) は、住民の実質的関与が担保されてお り、外部者が介入

する開発においては最 も多 く見 られるのが これ らのパター ンである。(6)(7) は、住民が主体

となって地域の開発に参加 し、 自らも開発される行動であるが、この場合 も住民の中のど

のよ うなグループ (サブ集団) が参加 しているかを見極め、必要な個人が参加できるシス

テムが保証されなければ多様なステークホールダーが参加できる開発は実現 しない。

GTZは このような多様な参加型開発の段階と形式を踏まえ、 自らが主導するエチオピ

アのような事例ではPCM手 法 によるプロジェク ト事前評価を充分 に行い、多様なステー

クホールダーが情報を共有 し意見を表明できる場を設定 している。一方で、ジンバブエの

ように、地域のNGOが 育ちネッ トワークが形成 されてくると限 られた技術投入と資金援

助 に特化 して地域組織のオーナーシップの増大を図っている。特に、協力を開始するにあ

たっては、対象とする住民 を含めた協働のパー トナー として多様なステークホールダーの

機能的参加を促す工夫 をしている。 このような 自らの多様な経験を交換する場 を、 自らの

関係者だけではな く、開発途上国や国際機関の関係者を招いてワー クショップ形式で設け

ている。そ こで明らかにされた多様なインセンティブは、今後 のプロジェク ト実施に活か

される ことが期待 されると共に、websiteで 公開されだれもが情報 を利用できる。

わが国の場合、研究協力は、(1) の形式的参加に留まるものが多いが、農村開発プロジェ

ク トでは (3) の相談 による参加 を含めた対象地域の情報収集が」般的になってきている。今

後 ドイツが取 り入れているような戦略の変化を開発学の視座の変化 として どう位置づける

か、 またわが国の研究的要素 に特化している植物遺伝資源分野の技術協力を国際的動向の

中にどう位置づけるかが問われている。

Chambers (1997)、Shepherd (1998) を参考 に開発におけるパ ラダイムの転換 を表6-9の

ようにまとめてみた。開発が実行されるためには、できるだけ多くの住民の参加が行われ

るべきであ り、このような参加を通じて形成、実施された開発ほどその持続性が担保され

ると考えられる。一方、疎外 されてきた人々が参加できるようになることは、一人一人の

人間がエ ンパ ワーされる ことであり、これは開発の目的でもある。新 しい開発の哲学では、

社会や個人の豊かさが追求される。
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表6-9 開発のパラダイム転換とその考え方

出 典: Chambers (1997)、Shepherd (1998)を も と に 筆 者 修 正

わが国の協力においては、科学技術 の卓越性が強調 され、地域における伝統的な知恵や

技術を開発 の中に活かすシステムが充分 に機能 していない。特 に作物遺伝資源分野におい

ては、生物関係の研究者の中に、開発の考え方の理解が進んでいないことが大きな支障と

なっている。GTZは 、組織内に専門部署 と地域別部署を持ってお り、遺伝資源の問題 を

近代的な科学技術のみな らず、社会 ・政治や開発政策の問題か ら総合的に分析 している専

門家が存在 している63。その中で、地域住 民に対す る考え方も、単なる開発の対象 ・受益

者 という見方ではなく、開発の主体であり、外部か らの援助機関関係者 と共 に学習す る者

であるという考え方が技術者にも徹底 されている。 したがって、農民の価値把握を含めた

遺伝資源管理のシステム構築を技術協力の枠組みの中で実施できる可能性 を持 っている。

また、多様なアクターの参加が可能 とな り、結果的に他の開発協力との連携もスムーズに

行われ、遺伝資源事業が農村開発 の中に位置づけられる。他方、JICAの 協力にお いて

は、従来か らの技術移転志向が強 く、資源の管理は科学者が研究施設において行 い、遺伝

資源 に関する協力は研究者が企画する研究のための協力とされてお り、農民やその他のス

テークホールダー との連携は相手国政府の責任にして関与 していない。特 にミャンマーの

ような、情報 の不足 している国においては、科学技術情報のみな らず、開発に関する情報

も不足 してお り、外部か らの介入が必要であるとミャンマー関係者が認識するには、協力

を実施 しているJICAの ような海外のアクターが果たす役割 は大 きい。具体的な貧困対

策や農村 開発、さ らには民主化のような国際的にも納税者にも受け入れ られる神益効果が

見えない ことが、作物遺伝資源分野 における協力の縮小につながっている ことも懸念 され

る64。

63 2000年8月2日GTZ本 部における遺伝資源担当者聞き取り

64 JICAの 担当者は、遺伝資源事業を農業開発の中で実施すること (より具体的には財政当
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図6-1 作物遺伝資源協力における技術の位置づけとそのプロジェクト運営への影響

実際に、南部アフリカの遺伝資源インセンティブワークショップのモデ レーターとして

採用 されたGTZの 専門家は土地問題の専門家であ り、作物遺伝資源 に関 しては全くの素

人であるが、1週 間の会議は彼が全体 を統括 し、専門知識や情報はリソースパーソンとし

て招かれている個別専門家か ら調達 していた。参加者が、お互いに学び、また、対立点が

明 らかにされることによって、次に必要なステップが明らかにされていき、具体的な技術

プロジェク トの内容が議論されるようになる。すべての段階における多様なステークホー

ルダーの参加が、協力の原点にあることが明らかになっている。このような、ワークショ

ップには、CTA・IPGRIな どの他の援助機関も興味を持って積極的に参加 してお り、

参加型の観点を持たないわが国の協力のあ り方は今後 ます ます孤立 していく可能性がある。

わが国の協力がどうして科学技術重視で硬直的なのかを分析する必要がある。一つの ヒ

ン トはそ の支援体制である。JICAに よる遺伝資源分野の協力は、派遣 される専門家はも

とよ り、国内において現地におけるプロジェク トを支える役割 を果たしている国内支援委

員会 のメ ンバー もそのほとん どを農学 ・生物学の研究者に占められている。表6-10に

JICAの 実施する植物遺伝資源分野の協力事業に対 して国内で技術支援 を行 うことが期待

されている委員会の構成をまとめている。下線 をひいた一名 (通常は農業経済研究者) を

除いてすべて狭義の農学生命科学の研究者であ り、 これ らの研究者の開発に対する意識が

変わ らな い限 り、遺伝資源の協力に参加型開発の議論を持ち込む ことは困難であったと考

局に予算要求をすること) の困難さを再三表明している。 (歴代担当課長への聞き取 り)
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え られる。 したがって、わが国のこの分野の協力は、経済的発展を近代化 とし、国レベル

での農業生産の向上を農業研究 ・開発の目標 とすることを無条件に受け入れた近代的育種

の組織制度確立に寄与する個別科学技術の移転 には優れている反面、保全や利用の定義が

せまく研究所施設に限定されたプロジェク トとなって しまい、国連開発計画等で合意され

ている意味においての開発の視点が弱いと考え られ る。

表6-10 JICA植 物遺伝資源分野国内委員会委員役職一覧 (一部年度のみ抜粋)

出典: 農林水産技術情報協会1994, 1997 (下線は筆者)

社会開発の概念は、開発をマクロ経済上の数字 ・技術的妥当性で論 じる時代か ら、開発

の主役である人間の側面を重視する時代への変化の中で生まれてきた。初期 には、教育 ・

農業 ・保健 ・小規模産業等の特定のセクター重視が議論されている。

社会 開発は経済開発 に対置される概念 として議論されることも多いが、 これ らは相互補

完 的なものとして考え られる。 ここでは、社会開発の概念の歴史的展 開を、国連 における

議論 と国内における実態を中心に簡単に整理 したい。

西川 (2000) は、国連憲章に定め られている経済社会理事会の任務に経済社会開発の概

念の起源 を求め、その後の開発における社会開発の取 り上げられ方 を大きく三期 にわけて

整理 して いる。従来の開発は経済成長のための近代化、生産拡大を重視 し分配は後回しと

されがちであった。1960年 か ら1980年 にか けての第一期においては、社会開発は経済開

発を補完する社会資本、社会インフラの整備 を意味 したとされる。経済開発を補完する社

会インフラの整備に力点 具体的には港湾 ・道路 ・電力 ・上下水道等 の整備が重視 された。

それに続く1995年 頃までの第二期には、人間の基本的必要の充足、その実現のための参

加型開発、環境保全の重視の考え方が現れた。1980年 代 この時期は、二度にわたる石油

ショックを経て、開発途上国の経済悪化、特に国際収支の赤字の拡大が見 られ、世界銀行

による構造調整政策によ り社会セクター予算の削減が起 こっていた時期でもあった。同時
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にUNDP等 国連を中心に人間開発の思想が導入され、貧困 ・環境 ・栄養 ・保健 ・教育 ・

女性 ・居住等が開発 のキーワー ドとして議論された。1995年 のコペンハーゲン社会 開発サ

ミッ ト以降現在にいたる第三期には、本研究課題である人間中心の開発、すなわち参加型

の開発がさらに重視、促進され、また市場の失敗、政府の失敗を踏まえて、開発の主体 と

して国家 ・企業 とならんで市民セ クターが登場してきている。

佐藤 (2001a) は、 このような経済開発との対比での社会開発の概念 を認めつつも、社

会開発という特別な形態があるわけではな く、開発 における 「社会 ・文化的側面への適切

な配慮」が鍵であると述べている。経済開発 と社会開発の関係は、大きく社会環境配慮ア

プローチ と地域社会開発アプローチの二つに分けられる。社会環境配慮アプローチ とは、

大規模施設建設な どのプロジェク ト計画がまずあり、プロジェク トの円滑な推進のための

社会環境配慮を行なうことが重要であるという考え方である。他方、地域社会開発アプロ

ーチ とは、コミュニティ ・地域住民の主体性が重視 される考え方であ り、いずれも参加型

開発の必要性または重要性へと繋がる。

以上の議論は主に南北問題の解決のために行われる開発途上国における開発 を論 じる際

の議論で あるが、社会開発の思想そのものは南北問題や途上国援助が意識 される前から存

在 したとも考 えられる。恩田 (2001) は、一つの原点 として、英領イン ドにおけるタゴー

ルの農村復興運動とガンジーの農村開発運動を挙げている。これ らは ともに、農民の生活

全般にわたる開発、教育による意識改革を内包 してお り、後に興る人間開発の思想の萌芽

が見 られるとされて いる。 また、ガンジーの国産品奨励 (スワデシ) が、手紡ぎ車 による

毛織物生産が動力機械に象徴 される近代文明に抵抗 しつつ も、地域の文化を生か した開発

との共存 としての成功例として紹介されて いる (山内1998)。 一方で先進国キ リス ト教

社会における協同組合運動 も、協同主義、 自主管理、参加 を基本にした社会 開発の原点 と

され、これが現在のマクロレベルで議論される経済開発の限界を克服するコミュニティの

経済開発において評価 される ことが指摘されている (恩田2001)°

わが国における社会開発は、マクロレベルでは経済開発偏重に対する社会生活の改善、

または経済開発 としての地域開発 によるひずみの是正という程度の取 り上げ られ方が長 く

続いていた。 しか しなが ら、地域レベルでの社会開発を見た時には、戦後アメリカか ら導

入された農村 における普及制度に注 目する必要がある (佐藤2001b)。 農業技術の普及は

大学卒の農業改良普及員 によって系統的に展開され、 これは食料増産やその後の農産物へ

の付加価値創造などマクロレベルの経済開発の実現 に寄与 したが、普及のもう一つの柱で

ある生活改良普及員は、農村の特に婦人たちの生活改善に力を入れた活動が展開され、こ

れは地域 にお ける農村婦人の参加を促 し、社会開発の実践へ とつながった。一村一品運動

のようなその後全国的に名を知 られるような活動の一つの萌芽は、このような普及員 と農

村婦人の協働 の中か ら生まれてきた。制度としては、外部か ら導入したものであるが、現

場の地域状況 に応 じて多様な活動 を導き出 したことが評価 されている。研究所で行われた

研究を農民に流す ことが開発の唯一の手段だ と言うわけではなか ったが、一部を除いて育

種研究者には この ことが気付かれて こなかった (守田1978)。

開発 において科学 ・技術が普遍であ りどこにでも適用できるという前提がもはや成 り立

たないことは、特に開発途上国に対する技術移転の失敗か ら明 らかになっている。さ らに、

村落住民の合理的適応 ・村落住民の多様性 ・社会制度の合 目的性な ども近年注 目されるよ
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うになった。 このような背景か ら、これ まで開発の前提 となっていたマクロ経済開発理論

が 自明 としていた前提条件をミクロか ら見直す必要が生じている。

文化人類学か ら開発への働きかけとして開発人類学が特 に農村地域の開発実施において

注 目されている。角田 (2001) は、従来の開発 における工業的効率の最大化 と収益性 を中

心 として技術的、経済的、財務的妥当性でプロジェク トを評価するや り方に疑問を投げか

け、社会制度が異なる地域に技術やシステムを持ち込むことの問題点を指摘 している。開

発 による集団の社会構造の変化や伝統文化変容の予測も開発の重要な側面であ り、例えば

地域の福祉向上のための相互扶助、地域内再分配機構などもどのような システムにするか

は地域住民が判断すべきであると考えられる。

第5節 本章のま とめ

JICAに おいても参加型の開発協力が全 く行われていないわけではない。プロジェク ト

方式技術協力を始め、開発調査や無償資金協力において多様な参加の形態が認識 されてい

る (国際協 力事業団2001a)。 しか しなが ら、その多 くは、受益住民がプロジェク トにつ

いて内容を知 らされる、情報の提供 を行 う、労働力の提供 を行 う、などに留まっている。

計画の作成や意思決定に受益者が参加する事例 も報告されているが、受益者以外 の住民が

参加しているケースはほとん どない。相手国の参加はほとん どの場合科学技術的な ノウハ

ウが移転されるカウンターパー トに留まっている。 これは、JICAの 協力形態 (相手国政

府機関 との合意文書に基づき、カウンターパー トに技術移転をする) か ら来る限界かも知

れないが、一方では開発調査ですべての案件でPRAの 実施 を義務付けるな ど参加型開発

の考えは実施 レベルで浸透 しつつある。村落開発 プロジェク トにおいては、PCMは もち

ろん、PRAな どを用いたプロジェク トの実施が行われてお り、学際的な支援体制も築かれ

ている。さらに、地方 自治体やNGOと の連携 も行われてお り、JICAが 持つ このような

ノウハ ウを農業における生物多様性 という著 しく研究色が強いと認識されている分野の協

力にどのように応用するかが問われてお り、GTZの や り方か らは学ぶ ことが多いと考えら

れる。

ただ、筆者の経験では、派遣 される専門家に参加型開発の素養があれば、プロジェク ト

の枠組みに参加の要素が明示されていなくて も参加型開発や社会開発 の視点を現場 レベル

で持ち込むことは可能である。例えば、ミャンマーのプロジェク トでは、現地 に優れた民

俗植物学の素養のある専門家が派遣され、遺伝資源探索の際には現地の普及員や農民を巻

き込んだ活動が行われている65。また、パキスタンの植物遺伝資源保存研究所計画の元 リ

ーダーはその経験 を活かして、JICAを 離れた後 に、海外植物遺伝資源活動 を支援するNPO

を組織 している。その中で、農作物に関 しては遺伝資源のみな らず、それに付随す る伝承

的な知識の重要性や、地域社会との協力の必要性を訴えている (海外植物遺伝資源活動支

援つ くば協議会2001)。 今後はこのような個人的活動を組織制度 としてJICAが 取 り入

れる工夫が必要である。 このような点を克服 し、植物遺伝資源の保全と利用か ら農業 ・農

村開発 における資源管理へ と変化する考 え方 をプロジェク トに活かす ことができれば、

65 2001年11月 ミャンマーシー ドバ ンク計画終了時評価調査時に河瀬真琴 リーダーか ら聞き取

り。国際協 力事業団2001b
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JICAの 協力も充分社会開発プロジェク トとして効果が期待できる。

ミャンマーシー ドバ ンク計画以降わが国は農業における生物多様性に直接関係するプロ

ジェク ト方式技術協力を実施 していない。 しかしなが ら、育種 を含めた研究協力の中で知

的所有権の問題が出てきたため、職員向けの執務提要の作成が行われた。その中で、国際

協力事業団 として始めて、植物遺伝資源事業と地域社会の活性化が議論 されている (国際

協力事業団2001c)。 公的機関での育種事業における遺伝資源利用を通 じた農業開発が主

たる文脈ではあるが、ネパールのLI-BAIRDの 事例なども踏まえ、現地で しか出来ない部

分を地域社会が分担するという意識は芽生えている。今後のプロジェク ト形成の際にどの

ように生かされるかが課題である。

二国間技術協力を植物遺伝資源の利用か ら生じる利益の分配 システムに組み込む ことは

難 しく、技術協力の現場において生物多様性条約はあくまで も参照点に過ぎないと考え ら

れる。したがって、わが国でも、植物遺伝資源分野の技術協力の位置づけをはっき りさせ、

効果のあるものとするためには、CBDの 枠組みに縛 られるのではな く、む しろ、援助コ

ミュニティに合意されている開発の目標である参加型開発やキャパ シティー ・ビルディン

グの観点 と遺伝資源の技術協力を結びつけることが望 ましいと考え られる。政府の研究機

関のキャパシテ ィー ・ビルディングはまさに日本の技術協力の強みであ り、この裾野をど

う広げるかが今後の課題である。

キ ャパ シティー ・ビルディングがステークホールダーのエ ンパワーメン トに変化する可

能性、すなわち、従来の技術移転型 ・資本投入型の地域開発か ら、住民主体型の開発への

パ ラダイム転換の可能性は十分にあると考え られる。わが国の技術協力は、佐藤 (2001a)

も指摘するように、ファシ リテーションの専門家を養成することだけが方法ではな く、個

別技術を持つ開発専門家がファシリテーションの視点 を持つこと、または外部か ら介入を

行 うグループの中にファシリテーションや社会分析を行うことができる人が入ることによ

って質的変化 をとげる可能1生はあるとか考え られる。

政府開発援助が、外交の手段であるためには、 このような援助思想の国際的な動向に敏

感 に対応 し、わが国ができる技術協力の内容を明確にしたうえで、現場で実施できる体制

を築くことと、そのための人材養成が急務である。狭義の技術的キャパシティー ・ビルデ

ィングに留まらず、組織やすべての関係者の参加によるエンパ ワーメン トを促す ことの出

来る開発協力の専門家が必要である。個別技術の専門はそのような開発専門家の下でよ り

一層効果的に参与できる。わが国の協力に新 しいパ ラダイムが取 り入れ られる必要がある。

本章の研究 においては、援助する側 のシステムを中心に比較したため、技術協力のパー

トナーである開発途上国の社会経済の状況については充分な比較検討を行っていない。参

加型開発 を推進す ることは重要であるが、第3章 で見たように、開発途上国にも多様な状

況が存在するため、外部か らの技術協力による介入にあたっては、その具体的あり方を充

分検討する必要はあろう。
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第7章 結論と今後の課題

本研究では、作物遺伝資源の管理 における農民参加の先進事例の分析により、それを可

能にした条件を明 らかにすることを通 じて、それ を実現す るための具体的手法を示 した。

それ らは、先行研究で紹介されている農民自身の自発的なイ ンセンティブや政府による単

なる金銭的補償のような補助ではなく、農民の自律的な管理への能力養成 と資源および情

報を供給する介在者による介入の形を取っている。 このような、多様な介入 を促進するこ

とによって、参加型開発 の視点か ら見た非金銭的利益配分を通 じたグローバルシステム実

現の具体的手法が示された。 これは、商業的な利用による経済的利益の投入 を基礎 とする

金銭的配分 と相互補完 し、統合的な作物遺伝資源管理のグローバルシステム を完成させる。

〈各章のまとめ〉

まず、第2章 においては、先行研究の整理か ら、農民の多様なインセンティブによる作

物の遺伝資源管理への関与の多様な方法が確認された。単にジーンバンクにおける保全の

補完 としての生息域内保全だけではなく、多様な環境および環境変化への農民 自身のイン

セ ンティブによる適応や、地域内における小規模種子生産 を通 じた農民の遺伝資源へのオ

ーナーシップの拡大が持続可能な開発への植物遺伝資源の利用 を促 している。

第3章 ではフィール ド調査、関係機関におけるインタビュー調査によって、遺伝資源研

究 に関わる研究者の遺伝資源の価値のとらえ方 と農業研究及び農業 ・農村 開発 に対す る考

え方が、国家レベルの作物遺伝資源管理事業の方法に少なか らず影響を与えていることを

明 らかにした。研究所 による科学技術研究を通じた価値の取 り出しを重要視す るブルガ リ

アでは研究 コス トの比較優位 を利用 した遺伝資源研究の促進 と商業作物の遺伝資源利用が

積極的に行われている。 トル コでは生物多様性条約の枠組みの中で生息域内保全を行うプ

ログラムを立ち上げて世界銀行 の地球環境ファシリティー資金の導入に成功 している。国

家の中央集権的な農業研究が充分に機能 していないネパールでは、NGOが 大 きな役割を

演 じている。参加型研究を実施 している非政府組織の職員の多 くが,も ともと政府関係の

試験場 (連合王国の援助による農業研究機関) のスタッフであったことは開発の視点 ・ア

クターの公か ら民への転換 として注 目すべきものである。彼 らは,旧 宗主国か ら研究所が

ネパール に移管 されるときに 「身分や研究内容の将来に不安が あった」「自分たちが必要 と

考える研究を続けたかった」「ネパールの国の研究機関は農民のための研究を行っていなか

った」などの見解を持ちNGOを 設立 した。このような認識 を背景に設立されたNGOが,

現在国際機関 と協働 して参加型研究 ・開発を行っていることは、今後の開発アクターの」

つの方向性である。

第4章 では、アイル ラン ドのシー ドセイバーズが、政府が公式な遺伝資源管理のシステ

ムを持たない中で、非営利の市民団体 として、地域内の失われつつある遺伝資源の収集保

全 を行 うと同時に、すでに地域か ら失われた遺伝資源の域外ジーンバ ンクか らの再導入と

増殖 を行 ってお り、資源管理の新 しいアクター として活動 している。参加型による地域開

発 を実現させるときにNPOが 果たす役割 の可能性が大きい こと、NPOが 市民に対す る

啓蒙を含めた参加の裾野 を広げる大きな可能性を持つ組織制度であることも補論でのスコ

ッ トラン ドナショナル トラス トの事例か ら明 らかにされた。参加するメンバーの自発性、
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自律性、専門技術および資金調達の多様性、教育 ・啓発 との統合、政府事業 との多様な関

係などがNPOと しての組織制度の特色 として明らかにされた。

開発途上国で結成されたNGOは, 研究及び技術的素養が」般的に充分でない こと, 他

の科学的集団 (国際機関等) との連携が弱いこと,規 模が小さく組織 としての蓄積が充分

ではなくかつ同様な技術問題 を扱 って いる他の現地NGOと の連携が充分でな いことが弱

点 として指摘されている。 しか しなが ら近年は, 外国か らの援助も含めて充分な資金力と

技術力を持って継続的に農業技術 開発及び農村開発 を行 っている現地NGOも 多 くなって

きている。農業研究 を点ではな く農村 開発の枠内で面的に行 う際に, 政府や海外からの援

助機関が現地NGOの ような介在組織 またはコミュニティに根 ざしている組織 と連携する

ことは, 開発協力の効果的効率的実施に有効である (国際農林業協力協会1998b)。 構造

調整が進め られる中で, 伝統的に財やサービスの提供者であった行政が農村地域社会か ら

撤退を余儀な くされ, 住民が今 まで少なくとも制度的にはあるとされなが らも実際に得 ら

れなかった様 々な ものを, 自らの資源や才覚で創 り出して行 く必要 に迫 られている。 この

際に各国の事情に応 じて現地NGOを 通じたゆるやかな組織 制度への介入は検討される

べきである 。

第5章 で議論 したルワンダの事例は、緊急援助または復興援助 という特殊な状況下にお

ける作物遺伝資源管理事業であるが、多様なステークホールダーが参加 し、農民の生活の

再建を導いた一つの成功例である。ルワンダのような戦乱によって急激な社会環境の変化

を余儀なくされた場合に、ほぼ完全 に崩壊 した生息域内の遺伝資源を、生息域外で近代的

育種を第一の目的としてCGIARの センターに保存されていた遺伝資源を利用 して復活さ

せ ることができた。これは研究機関やジーンバ ンクだけで達成 されたわけではな く、NGO

を中心 とした農民参加を前提 とした組織が介在 したことに意味がある。第5章 後半では、

農民 と公的な組織をつな ぐ地域 における仲介組織の可能性が議論された。広島県農業ジー

ンバンクは、近代的育種を念頭 においたイ ンフラ施設であるが、地域農民と直接連携する

機会が与え られた ときに、地方品種の地域内における新 しい利活用 に貢献できる可能性を

実証 している。特に農業以外の栄養士会のようなアクターまでを参加に巻 き込み連携の対

象とした工夫 の効果は大きい。ジー ンバ ンクの施設が存在 し、農民とジーンバンクの介在

者 として普及員のOBや 農協が介在することによって参加型遺伝資源管理が実現 している。

農民が自家採種す る能力を復活したことも特筆すべきであろう。 このように、ジーンバン

クにおいて、 自然科学の研究者のみがアクターになって行われてきた作物遺伝資源の管理

に、多様なステークホールダーが具体的に参加できることが示された。

第4章 と第5章 で分析したアイルランドと広島の事例か らは以下の点も学べるたと考え

られる。わが国には、農民が自由にアクセスでき、かつ組織的に遺伝資源の導入、保全及

び配付を行 っている市民組織は有機農業 を推進 している日本有機農業研究会 によるものを

除いては見 当た らない。もちろん、わが国は、アイルランドの状況 とは異な り、国家 レベ

ルのジー ンバ ンクは整備されてお り、試験研究 のための配付は、有料ではあるものの、組

織的に行われている66。有機農業者同士の種子の交換は これまで、それぞれが手持ちの種

66 農業生物資源研究所試験研究用植物遺伝資源配布規定 農林水産省告示第157号 昭和61年

1月25日 、最終改正農林水産省告示第971号 平成9年6月23日 を参照。このようなシステ
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子を交換す ることが中心になっているとみ られる67が、2002年 に 「種苗ネッ トワーク」が

正式に発足 し自前のジー ンバンク68も整備 した会員制の制度が始 まって いる(林2002)。

ただし、 この例では、公的機関との連携は特 に明示されてお らず、種苗会社関係者は排除

されている。

一方で、 広島県 には県が設立 した財団法人形式のジーンバンクが存在 し、在来品種の再

導入 を通 じた地域特産作物の開発を行っている。県が施設 を現物支給で財団に支援 したた

め、財団そ のものの規模は大きくないが、少な くとも研究や種子増殖の施設は整っている。

ISSAは 、その土地取得および施設整備の大部分をEUか らの助成で行 ってお り、 日常の

運営のみを自らの資金で行っている。 日本の場合 も、施設の整備 された公的機関と、その

施設を有効かつ効率的に運営するNPO法 人が出てくれば、わが国でもNPOに よる植物

遺伝資源事業が現実味を帯びるのではないだろうか。その ことを通 じて、地域における作

物 の遺伝的多様性を拡大させるような遺伝資源の利用が、地域の農民の 自発的活動によっ

て行われ、さらにそのような活動に一般市民が参加できる可能性が高まる。アイル ラン ド

と日本の双方か ら学びあうようなネッ トワークの構築が期待される。このような事例が、

国内で実施されることが、開発途上国への技術協力を展開する上でも重要な条件 となるこ

とが考え られる。

続 く第6章 では、国際協力の実施 において、 ドイツは従来のジーンバ ンクのイ ンフラ整

備 中心の協力か ら多様なステークホールダーのイ ンセ ンティブを利用した参加型の農業農

村開発へ とその戦略を転換 させていることを明らかにした。 ここでは、ステークホールダ

ー は農民 と研究者のほか、政治家や消費者 までを含むすべての遺伝資源に関わる者 となっ

ている。 さらに、従来の多投入のいわゆる近代農業に対する代替的農業開発の手段として

の生物多様性利用 も積極的に行われつつある。 このGTZの 実施体制として二つの点が注

目に値する。第一は、セクター別の専門部署 において遺伝資源の専門担当者を置いてお り、

彼女たちが地域別部署の実施する個別農業 ・農村開発プロジェク トの種子 ・遺伝資源関係

の情報を一括整理 し、また参加型研究を含めた国際的な技術協力の動向や個別プロジェク

トか ら蓄積されたノウハウを個別プロジェク トに還元 ・提供して いる。第二は、イ ンセン

ティブワークショップの実施 に象徴されるように、プロジェク トの運営にあたっては生物

科学の研究者 ・技術者がイニシアティブを取るのではな く、開発の専門家が討論のファシ

リテーターとして採用されている。開発専門家が活躍する場の少ない日本と比較 して、技

術協力の考 え方に対する日独の根本的な違いが ここに現れている。第6章 でも議論 したよ

うに、開発の専門家を育成するのか、開発のわかる専門家を育成するのかは早急に検討す

べきであろうが、わが国でも現在開発の専門家が育ちつつある中で、その活用を積極的に

図る必要はあろう。

〈ジーンバンクと参加型開発の相互補完性〉

ムは、今後の生物多様 性条 約の実施状況によって は危ぶ まれて いる。

67 大野和興(1998)が 、埼玉県小川町の農 民金子美登氏の証言 として紹介 して いる。コマツナ ・

ホウレンソウ ・ネギ ・イ ンゲ ンや いも類が交換 され、種子 とともに、貴重な栽培技術情報 も直

接 口か ら口へ と伝達 される。
68 種子 の冷凍保存 と呼 ばれている。
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今後、作物遺伝資源に関する参加型の事業が開発途上国を始め、先進国を含めた条件不

利地等において拡大展開されるためには、本論文で明 らかにした多様な価値把握 とそれら

を利用 した多様な既存の組織制度の成 り立ちとそれ らのステークホールダーにとってのメ

リットデ メリッ トの関係を、研究者 ・援助実施者等外部か ら介入する関係者が明確 に理解

したうえで事業を実施する ことが必要である。そのためには開発および協力に関す るパラ

ダイムの転換が不可欠である。

もちろん、オプション価値の利用か ら得 られるであろう経済的価値は莫大なものが予想

され、 この公正かつ衡平な便益配分のための基金の設立を重視 したグローバルシステムの

確立が早急 に求め られる。同時に技術協力を通 じたミクロプロジェク トによる個別対応 も

重要で ある。特 にマージナルな地域における農業 ・農村開発や住民の福祉の向上を目指す

ときには個別のミクロレベルのプロジェク トによる対応が現実的である。開発 における作

物品種 の意味付 けを再度行 い、農民や地域の住民がその価値を自らの方法で取 りだすこと

が出来 る枠組みが必要である。 このような、多様なアクター による取 り組みが、特 に環境

的に脆弱で農業生産性の高 くないマージナルな地域に住み、在来品種にその生活を大きく

依存 している多 く農民の参加 を促 し、 自律的な域内資源利用にもとづ く発展 につながるに

は、 これを助長する政治的社会的システムの確立が望まれる。 これは、作物の遺伝資源の

問題を科学技術 と社会の問題 として捉えることになる。

表7-1 持続可能な遺伝資源の利用を可能にする行動とその組織制度

表7-1に 概念的にまとめたように、国際機関におけるグローバルな対応、各国内にお

ける政策的対応 と地域における取 り組みは原則的に敵対す るものではく、新 しい条約の理

念や枠組みを活かしつつ、各地域における実践であるローカルなミクロの事例を積み上げ

るアプローチの連携に期待したい。商業的利益の過度な追求が、農民か ら品種を選ぶ権利

を奪 う可能性がある場合には、何 らかの調整が必要である。 ドイツが分野別技術協力の中

で行 っている生物多様性条約の推進のための政治や法制度に対する介入 (表6-6参 照)

はその一手法であろう。

参加型開発においては、遺伝資源保全 と利用の最終 目的は、保全されているまたは、さ

れ ようとしている植物遺伝資源が農民に利用され、農村における福祉の向上をめざす こと

である。 この 目的を確認するときに、その過程に研究者以外の農民や多様なステー クホー

ルダーが参加 し続けていることが忘れ られた ことに重大な問題があり、遺伝資源の保全に

農民が どのように参加できるかという問題設定そのものに問題があるといえる。参加 し続
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けている農民を、オプション価値を重視 した近代育種を前提 とした組織制度が主流 となっ

ている中でどう位置づ けていくか を、遺伝資源事業に係わる研究者や、開発プロジェク ト

を行 う関係者が認識す ることが重要なのである。

アイル ラン ド、ル ワンダ、広島において遺伝資源が地域 に再導入された こと、 ドイツが

その技術協力において多様なイ ンセ ンティブの活用を取 り込む ことができたのは、遺伝資

源 を生息域外 において保全しているインフラであ り、組織制度であるジーンバ ンクの存在

が大きい。すなわち、農家の圃場における保全だけを追及するのではな く、過去 に探索収

集 された遺伝資源が保存されてお り、地域における参加を促す開発の資源 として利用する

ことが出来た ことが重要な条件となって いると考え られる。 日本と ドイツは共 にジーンバ

ンク建設を国際協力で実施 してきた。 ドイツはそのイ ンフラを核に新しい参加型開発のパ

ラダイムを取 り入れた協力を展開しているが手法 を完成させているわけではない。日本は、

制度化されていないが、国内における品種の捉えなおしや、実際の技術協力の現場におい

てインフォーマルな形で参加の実態が創 られつつある。二力国の比較分析は、お互いが学

び合える可能性があることが示している。

植物遺伝資源の科学的研究及び生産性向上を第一に目指す育種は、今後 とも政府や企業

の研究施設で行われるべきであろう。また、大多数の種においては、種子 を始めとする生

殖質の保存は、原則的には環境を制御されたジーンバンクの中で行われる ことが安全性 の

面か らも推奨されよう。なぜな らば、広島におけるカブの事例に見 られ るように、遺伝子

レベル にお いての集団としての均一性が参加型の方法で維持される保証 はなく、また、農

民はみずか らの基準以外の多様性 に関して必ず しも充分な区別 を行 うとは限 らないか らで

ある。

しか し、それで も技術的側面、実際的栽培的側面は歴史的に遺伝資源 を維持し利用 して

きた農民の中で行われることが望 ましい。作物はある特定の農業生態系の中でこそ、必要

な形質を発現 しかつ適応 を続けていくことが明 らかになってお り、 このような遺伝資源の

保全をジーンバンクにのみ頼ることは、 この適応の過程を凍結す ることにつながる。農民

参加による遺伝資源の保全事業、ジーンバンクと農民の連携、さらにNGOと 農民とが協

力 して遺伝資源や作付け体系の保全を実施 している事例が多数報告されている。このよう

な取 り組みの現状について手法、成果及び問題点 を調査整理す ることは、真に開発途上国

の農業開発に貢献す る遺伝資源事業のノウハウの蓄積につながるとともに、今後の開発協

力事業の策定に不可欠であろう。

<グ ローバルシステムの確立と技術協力>

本研究は質的情報の分析 に基づいて新 しい組織制度のあ り方 と、その確立のための技術

協 力の手法を参加型開発 との関連で議論してきた。実際のプロジェク トの実施においては、

OECD等 による評価基準69を満たす必要があ り、財務経済的な持続可能性 を担保するた

めにはさ らなる量的 ・数値的な分析 も求め られる。また、GTZの プロジェク ト形成の過

69 1991年 にOECDで 採択 された 「開発援助 にお ける評価原則 (Principles for Evaluation of

Development assistance) では、次の5つ の基準 を設 けている。それ らは、効率性、 目標達成

度、効果、計画 の妥 当性、 自立発展性で ある。国際協 力事業団2000b
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程にも見 られるように参加または合意にかかるコス トは決 して小さいとは言えず、参加に

よる便益に関しては数値的な分析 も必要である。 しか し、本論における事例分析の結果、

社会開発を通 じた個人やコミュニティのエンパワーメン トを希求 し、農業 ・農村開発や住

民の福祉の向上 を目指す ときには、プロジェク トに対す る対応を地域 ごとに具体的に明 ら

かにすることも、プロジェク トの評価 として重要であることが示唆された。

本研究の結果か ら、FAOが 中心になって準備されている食糧.農 業のための植物遺伝資

源のグローバルシステムを次のよ うに構築することが提案できよう。すなわち、オプショ

ン価値を重視するような従来のジーンバ ンクと近代育種による価値の取 りだしを基盤とし

たグローバルシステム と、個々の農民が 自らの意思で必要な作物の遺伝資源の利用ができ

るようなローカルなプロジェク トを成立させネッ トワーク化するための多様なステークホ

ールダーの参加が ファシリテー トされるグローバル システムの並存が望ましい。これ らは、

それぞれ金銭的な利益配分と非金銭的な利益配分 とに密接 に関係する (第1章 の図1-2

仮説概念図参照)。これ らを並存させるためにも橋渡 しを行 う組織制度の整備が各国内部で

もまた国際協力の場で も求め られ る。 ドイツが実施 している技術協力のあ り方はこのよう

な取 り組みへの出発点と考え られる。

参加型を推進するには、作物 の遺伝資源の事業 を農業の枠内で特化させずに、広義の生

物多様性プロジェク トやエコ ・ツー リズムとの連携を取 り、ステークホールダーを多様化

す ることも考えるべきであろう。 このような多様な側面を仲介するのが国際技術協力の大

きな役割 であ り、この仲介にNGOな どの多様な介在組織の参入が期待されている。

図7-1 技術協力におけるパラダイムの転換
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技術協力の実施においては、図7-1に 示 したパラダイムの転換が行われている。JICA

において も先進国であるわが国か ら途上国への単なる科学技術の移転を行 う技術協力か ら、

途上国の人材や組織 ・機関の能力向上 (キャパシティー ・ビルディング) を協力目標に掲

げる技術協力へ と変化 している。 しかしなが ら、 ドイツが実施しているような、関係する

すべての利害関係者 (ステークホールダー) が、自発的に自立的に開発 に参与する力をつ

けさせ る (エンパワーメン ト) 協力は、我が国の作物遺伝資源に関する具体的な協力には

見 られない。

図7-2で は、第1章 で示 された技術協力の位置づけに関する仮説を、研究の成果をも

とに修正、補足している。参加型開発によるエンパ ワーメン トの議論は、 ともすれば概念

的な議論に留ま りがちで、具体的な開発の効果が評価できない場合 も多い。しかし、本研

究が明 らかにしたように、作物遺伝資源の管理にお ける参加型開発の導入は、具体的な資

源に対する農民やその他のステークホールダーの関わ り方の度合いが変化することを評価

の対象 とする ことが可能である、本研究では、そのような変化の内容 とその変化を促す し

くみを質的情報 を基に明 らかにした。作物遺伝資源の管理は参加型開発 を科学的研究の手

法 と結びつける接点としても期待できる。

わが国の農業 ・農村開発協力において少なくとも形式的には導入 されつつある学際的な

アプローチを作物遺伝資源管理に関する協力にも導入する必要がある。ジーンバ ンクを含

む研究機関 と、NGOを 含む多様なステー クホールダーの協働 によって作物遺伝資源が管

理 される事例が積み上げ られている。無数の小さな事例が積み上げ られることによって、

普遍的な作物遺伝資源管理の枠組みが出来、結果的にCBDや 新 しいFAOの 植物遺伝資

源条約が構築 しようとしているグローバルシステムが実現するのではないか。 この際に、

国際技術協力が果たす介在の役割は多様かつ非常に重要であ り、援助関係者は これを認識

すべきである。 このことが作物遺伝資源に関わる一人一人 を持続可能な管理の担い手 とす

るシステム実現へとつなげることになろう。
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域外管理および利用

図　7-2　作物の遺伝資源管理と参加型開発の概念図
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論文の内容の要旨

論文題目: 作物遺伝資源の管理と参加型開発

-農 業における生物多様性問題と技術協力-

氏 名: 西 川 芳 昭

作物遺伝資源 は農業 における生物多様性を構成する重要な要素であ り、人類の歴史 とと

もに利用 されてきたが、近年開発の進行に伴い消失の危機にさらされている。1992年 に合

意された生物多様性条約では、利用することを通 じて生物多様性 を保全 し、その利益 を衡

平 に配分する という概念が取 り入れ られた。2001年 に合意 されたFAOに よる食糧農業の

ための植物遺伝資源条約においても、世界中で相互依存性の高い作物遺伝資源 の利用促進

と利益配分が重要な 目的とされている。作物遺伝資源の場合、産業 としての農業 による生

産性 の向上 と生産の増大を追求する利用 と、途上国の大多数の農民や先進国の条件不利地

にお けるよ うな生業的な農業 による利用 とに大き く分けられる。作物遺伝資源を利用 した

開発 を行 うには、持続可能な開発の枠組みの中で保全と利用が結合 した管理 を地域内外の

ステークホールダーが参画する具体的な しくみを創 りだす事が重要である。

わが 国の実施する政府 開発援助は、長年にわたって世界一の規模で行われ、作物遺伝資

源 に関する協力は、農業生産 に関する開発 ・研究協力の主要テーマの一つ となっている。

国際的な食糧 ・農業協力における理念は、従来は国全体 の経済成長の成果が食糧 ・栄養面

を含 めた住民の生活水準 の向上をもたらす という見方であったが、昨今は 「人間中心の開

発」を 「住民参加型」によって進めることによって食糧安全保障の達成を図っていくこと
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が重要であ り、そのために各国が協調すべきであるという考え方に変わ ってきている。

本研 究では、 このような背景を踏 まえて、作物遺伝資源 を中心とした農業 にお ける生物

多様性の管理を、参加型開発 と結びつけ、開発途上国の社会開発、特に農民の人間開発 を

実現させる国際技術協力の新 しい方策を提案 した。特に、地域で実践されている作物遺伝

資源管理およびそれ らに対する外部か らの介入 としての国際技術協力を、作物遺伝資源の

保全 ・利用 ・利益配分に関するグローバルシステムの中で、非金銭的利益配分 として位置

づける可能性 を仮説として提案 し、事例分析を通して実証 した。

参加型開発は、ともすればもっぱら事業実施の効率化のため に利用された り、理念 とし

て述べ られた りするだけで、参加する各アクターに対する具体的な開発 の効果が評価 され

ない場合 も多い。作物遺伝資源管理における参加型開発は、具体的な資源に対す る農民や

その他 のステークホールダーの関わ り方が変化す ることで質的な評価が可能である。本論

文では、作物遺伝資源の管理に関して多様な組織の参加の形態について、 「農民やその他の

ステー クホールダーがどのよ うに多様性の管理に参画できるか」を評価 の基準 にした。 フ

ィール ド調査による質的情報の収集 と分析を中心に、それぞれのしくみが具体的にどのよ

うに参加 を促 して いるかを明らかにした。

まず 、各国の生物多様性戦略の中で科学者が作物の遺伝資源管理をどのように利用しよ

うとしているかが、実際の事業実施のしくみに大きな影響を与えていることが示された。

具体的には、研究所中心の商業的利用、国連資金の導入による生態系保全、NGOに よる農

民参加による地域での利用等の事例が明 らかになった。

第二 に、農民による利用を通 じた参加型により作物遺伝資源管理 と農村開発を促進する

多様な介在組織の存在が明 らかになった。

アイル ラン ドのシー ドセイバーズは、会員組織の市民団体 として、地域内の失われつつ

ある遺伝資源 の収集保全を行 うと同時 に、すでに地域から失われた遺伝資源をジー ンバ ン

クか ら再導入 し、増殖と配布を行っている。参加す るメンバーの自発性および 自律性、専

門技術および資金調達の多様性、教育 ・啓発 との統合、政府事業 との多様な関係がNPOと

しての介在組織の特色として明 らかにされた。

広 島県農業 ジー ンバンクの例か らは、近代的育種 を念頭 においたインフラ施設が、地域

農民と直接連携す る機会が与え られたときに、地方 品種の地域内における新 しい利活用に
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貢献できることが明 らか にされた。ジーンバンクの施設が存在 し、農民とジー ンバ ンクの

介在者 として普及員OBや 農協が介在することによって参加型遺伝資源管理が実現 してい

る。農民が自家採種す る能力を復活 したことも特筆すべきであろう。その際に、農業以外

の栄養士会のようなアクター までを参加 に巻き込み連携を行った工夫は特に評価できる。

第三に、植物遺伝資源 に関す る国際技術協力の主要な実施機関である ドイツ技術協力公

社 (GTZ) と我が国の国際協力事業団(JICA)が 実施する協力の内容を比較分析 し、特に

GTZが 参加型開発の手法を具体 的に取 り入れていることを示 した。

ドィツは、従来のジーンバンクのイ ンフラ整備中心の協力か ら、多様なステークホール

ダーのインセ ンティブを利用した参加型の農業農村 開発へ と、その戦略を転換 させている。

このステークホールダーは農民と研究者のほか、政治家や消費者までを含むすべての遺伝

資源に関わる者となっている。さ らに、従来の多投入のいわゆる近代農業 に対する代替的

農業開発 の手段 としての生物多様性利用も積極的に行われつつある。

GTZの 実施体制 として二つの点が注 目に値する。第一は、セクター別 の専門部署におい

て遺伝資源の専門担当者 を置いてお り、彼女たちが地域別部署の実施す る個別農業 ・農村

開発プ ロジェク トの種子 ・遺伝資源関係の情報を一括整理 し、また参加型開発や遺伝資源

管理に関す る国際的な動向や個別プロジェク トか ら蓄積されたノウハウを個別プロジェク

トに還元 している。第二 は、プロジェク トの運営 にあたっては生物科学の研究者 ・技術者

がイニシアティブを取るのではな く、開発の専門家がファシリテーターとして採用されて

いる。開発専門家が活躍する場の少ない日本と比較 して、技術協力の考 え方に対する 日独

の根本的な違いが ここに現れている。

参加型開発を取 り入れることによって、従来は科学者が中心になって実施 してきた遺伝

資源管理事業に、農民が単なる受益者 としてではな く、協働の参画者 として加わるように

なった。また、科学技術の卓越性が無条件に受 け入れ られる前提か ら、農民の知恵や価値

の把握 の重要性が外部か らの介入者 にも理解 されるようになった。 これは開発 におけるパ

ラダイムの転換である。

JICAも 先進国である我が国か ら開発途上国への単なる科学技術の移転を行 う技術協 力

か ら、途上国の人材や組織 ・機関の能力向上を協 力目標に掲げる技術協 力へと変化 してい

る。 しか しなが ら、 ドイツが実施しているような、関係する利害関係者 (ステークホール

ダー) が、 自発的に開発に参与する力をつけさせる協力は、我が国の作物遺伝資源 に関す

iii



る具体的な協力には見 られない。

これは、JICAの 協力が、相手国政府機関との合意文書に基づき、公的機関のカウンター

パー トに技術移転 をす るというシステムに起因する限界か も知れないが、一方では開発調

査では参加型開発の考え方が浸透しつつある。さらに、地方 自治体やNGOと の連携も始ま

っている。JICAが 持ちつつあるこのような ノウハウを作物遺伝資源の管理 という著 しく研

究色が強いと認識 されている分野の協力にどのように応用するかが問われてお り、GTZか

ら学ぶ ことが多 い。

最後 に、これ らの分析に基づいて現在構築されつつあるグローバル システムの中で、開

発途上地域や条件不利地 における農業 ・農村開発において農民のエ ンパ ワー メントを通 じ

た作物遺伝資源の利用による非金銭的利益配分 を実現する技術協力のあ り方を提言 した。

グローバルシステムを実現するには、オプシ ョン価値を重視するような従来のジーンバ

ンクと近代育種による金銭的利益配分 と、農民が 自らの意思で必要な作物の遺伝資源の利

用ができるような ローカルなプロジェク トをファシリテー トする非金銭的利益配分である

技術協 力との両方が必要である。そ して、これらを並存させるためにも橋渡 しを行 う組織

制度 の整備が各国内部でもまた国際協力の場でも求め られる。 ドイツが実施 している技術

協力のあり方はこのような取 り組みへの出発点 と考えられる。

本研究は一貫 して質的情報の分析 に基づいて新 しい組織制度のあり方 と、そ の確立のた

めの技術協 力の手法を参加型開発 との関連で議論 した。実際のプ ロジェク トの実施におい

ては、OECD等 による評価基準を満たす必要があり、財務経済的な持続可能性を担保す

るためにはさ らな る量的 ・数値的な分析も求め られる。また、参加 または合意 にかかるコ

ス トは決 して小さいとは言えず、参加による便益に関 しては数値的な分析 も必要である。

しか し、本論 における事例分析では、社会開発 を通 じた個人やコミュニティのエンパ ワー

メン トを希求し、農業 ・農村 開発や住民の福祉の向上を目指す ときには、そ の結果を地域

ごとに展開され るプロジェク トにおける対応の具体的な形として示す ことが重要であるこ

とを明 らか にしている。

今後 開発途上国を始め、先進国を含 めた条件不利地等 において参加型の作物遺伝資源管

理が展開され るには、本論文で明 らかにした多様な価値把握とそれ らを利用 した多様な組

織制度のしくみ、ステークホールダーの参加 を促す方法等 を、研究者 ・援助実施者等外部

か ら介入する関係者が明確 に理解 したうえで事業 を実施する ことが必要である。
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